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「今後のパートタイム労働対策に関する研究会報告書」概要 

 

第１ 総論 

 

１ パートタイム労働をめぐる現状 

（１）パートタイム労働の現状  

（２）パートタイム労働法の施行状況 

①（独）労働政策研究・研修機構「短時間労働者実態調査」結果 

② 都道府県労働局雇用均等室による指導状況等 

（３）諸外国のパートタイム労働法制 

① 1997年 EUパートタイム労働指令 

② EU諸国のパートタイム労働法制 

 

２ 検討に当たっての基本的考え方 

（１）パートタイム労働者の公正な待遇の確保 

パートタイム労働者は増加する一方、通常の労働者との間に待遇の格差が生じ

ているが、両者の間で、職務、働き方や待遇の決定方法が異なることが一つの理

由と考えられる。 

このような日本の雇用システムの特徴を踏まえながらも、パートタイム労働者

についても働き・貢献に見合った公正な待遇を実現するため、平成 20年 4月か

ら改正パートタイム労働法が施行されている。しかしながら、通常の労働者とパ

ートタイム労働者の間に依然として待遇の格差が存在する中で、パートタイム労

働者も含めて労働者の働き・貢献に見合った公正な待遇をより一層確保していく

ことは、社会の公正という観点から、極めて重要である。 

 

（２）パートタイム労働者が能力を発揮する社会 

人口減少社会を迎えようとしており、今後、ますます労働力供給が制約される

日本では、「全員参加型社会」の実現に向け、若者、女性、高齢者、障害者をは

じめ就労を希望する者の支援を進めることが重要な課題となっている。 

一方、短時間労働は、様々な事情により就業時間に制約のある者が従事しやす

い働き方として、また、ワーク・ライフ・バランスを実現しやすい働き方として、

位置付けることができる。したがって、パートタイム労働者が能力を十分に発揮

できるような条件を整備しつつ、その積極的な活用をしていくことは、女性や高

齢者の就業拡大にもつながることが期待される。その条件整備として、パートタ

イム労働者の均衡待遇の確保を一層促進していくとともに、均等待遇を目指して

いくことが必要である。 
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（３）パートタイム労働者の多様な就業実態や企業の雇用管理制度等を踏まえた対応 

今後のパートタイム労働対策の在り方については、パートタイム労働者や通常

の労働者の多様な就業実態や、企業の雇用管理の多様な実態を踏まえ、きめ細か

く対応できる方策を検討する必要がある。 

 

３ パートタイム労働の課題 

（１）通常の労働者との間の待遇の異同 

① 差別的取扱いの禁止（第 8条） 

  3 要件に該当するパートタイム労働者は、実態調査によると、調査対象パ

ートタイム労働者の 0.1％となっているが、今後、第 8条の規定を活用して

パートタイム労働者の雇用管理の改善を進める余地は小さい状況となって

いる。 

  日本の雇用慣行の下、3要件がパートタイム労働者の均等待遇の確保を図

る手段として合理性を有しているか、単に企業のネガティブ・チェックリス

トとして機能しているのではないか、また、あらゆる待遇につき一律に 3要

件が不可欠となるのかなどの点を含め、その在り方について検討する必要が

あると考えられる。 

② 均衡待遇の確保（第 9条） 

 賃金に対する不満・不安を持つパートタイム労働者も多く、パートタイム

労働者の待遇改善に対するニーズは高いと考えられ、同時に、都道府県労働

局雇用均等室による是正指導も一定程度実施していることから、より一層の

待遇改善を推進する方策について検討する必要があると考えられる。 

 

（２）待遇に関する納得性の向上（第 13条） 

  パートタイム労働者が、事業主に対し説明を求める潜在的なニーズは一定程

度あると考えられるが、実際には、事業主に説明を求めることが必ずしも容易

でない状況がうかがえる。 

このため、「パートタイム労働者からの求め」という要件が必要であるかど

うかも含めて、パートタイム労働者の納得性をより一層向上させる方策を検討

する必要があると考えられる。 

 

（３）教育訓練（第 10 条） 

  パートタイム労働者が従事する職務に必要な導入訓練は、事業所で一定程度

実施されている一方、キャリア形成のための教育訓練については、必ずしも十

分に行われていない。このため、教育訓練を通じてパートタイム労働者のキャ

リア形成を促進していくための方策を検討する必要があると考えられる。 
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（４）通常の労働者への転換の推進（第 12条） 

通常の労働者への転換推進措置を実施している事業所は約半数となってい

ること等から、その更なる推進が必要であると考えられるとともに、雇用の安

定を志向する一方で、様々な事情により、勤務時間や日数が柔軟な働き方を自

ら選択しているパートタイム労働者のニーズに応える方策があるかどうかに

ついて検討する必要があると考えられる。 

 

（５）パートタイム労働法の実効性の確保（第 16 条、第 21・22 条） 

  パートタイム労働法の実効性をより一層確保するため、紛争解決援助の在

り方等について検討する必要がある。 

 

（６）その他（税制、社会保険制度等関連制度） 

  就業調整を行っているパートタイム労働者は 4人に 1人いるが、就業調整

は、パートタイム労働者の職業能力の発揮や待遇の改善を阻害していると考

えられる。 

 

４ 留意事項 

（１）有期労働契約の在り方の検討との整合性確保 

（２）比較法の視点に基づく検討 

（３）社会保障・税一体改革成案及び第 3次男女共同参画基本計画 

（４）東日本大震災が企業に与える影響 

 

 

第２ 今後のパートタイム労働対策 

 

第 2では、第 1でみてきた事項に留意しつつ、パートタイム労働者の雇用管理の

改善等をより一層進めるために考えられる選択肢を整理することとする。 

選択肢については、当面の課題として措置すべきもの、中長期的な課題とすべ 

きもの、法律による対応が必要なもの、ガイドライン等の実行上の対応により可能

となるものがあると同時に、各選択肢が並立し得るもの、しないものがあり、その

組合せは非常に多岐にわたるものと考えられる。 

しかし、以下では、このような措置すべき時点や手法、また、相互関係にとらわ

れず、考えられる選択肢を幅広く整理することとする。 

 

１ 通常の労働者との間の待遇の異同 

（１）均等待遇の確保 

① 3要件の在り方とパートタイム労働者であることを理由とする合理的な理由

のない不利益取扱いの禁止 
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○ パートタイム労働法第 8条の 3要件の在り方については、「職務の内容が

同一であること」の要件のみでよいのではないかという意見、「人材活用の

仕組み・運用等が同一であること」との要件のみでよいのではないかという

意見、賃金制度の違いを考慮せず、すべての事業主に対し、一律に 3要件を

適用していることが問題ではないかとの意見もあった。 

さらに、今後のパートタイム労働法の見直しに当たり、第 8条の規定を活

用したパートタイム労働者の雇用管理の改善の実効を上げていくためには、

その適用範囲を広げていくことを検討すべきであり、その際には、第 8条の

3要件が、企業のネガティブ・チェックリストとして機能しているのではな

いかとの懸念及び事業所における賃金制度が多様であることに対応する観

点から、事業主はパートタイム労働者であることを理由として、合理的な理

由なく不利益な取扱いをしてはならないとする法制を採ることが適当では

ないかとの意見もあった。 

○ この点に関し、労使双方にとり予測可能性を確保するために、「合理的な

理由」の考慮要素となり得るものについて、一定の例をガイドラインで示す

こととし、行政指導等による履行確保の際に利用するとともに、司法手続で

参考とされることを期待することが適当ではないかとの意見もあった。 

この場合に、EU諸国において、「合理的な理由」として、雇用形態に係る

不利益取扱い禁止原則においては、勤続年数、学歴、資格、職業格付け等、

「同一（価値）労働同一賃金原則」においては、労働時間や就業場所の変更

にどれだけ対応できるかという点やキャリアコースなどが考慮されている

ことを踏まえると、日本の雇用システムでの「合理的な理由」の考慮要素の

例としても、諸外国の例を参考に、幅広く考えられるのではないかとの意見

があった。 

② フルタイム有期契約労働者 

○ この他、パートタイム労働法第 8条の限られた適用範囲を広げていくとの

観点から、パートタイム労働法の施行状況をみると、パートタイム労働法が

適用されないフルタイム有期契約労働者に関する相談が一定件数挙がって

いることが注目される。 

   このため、パートタイム労働者と同様に雇用管理の改善が必要であるフル

タイム有期契約労働者について、実質的に期間の定めがないとみられるもの

を含め、パートタイム労働法の適用対象の拡大の可否という視点から検討す

ることが重要であると考えられ、有期労働契約の在り方に関する議論を見極

めつつ、検討する必要があると考えられる。 

   

（２）均等待遇の対象とならないパートタイム労働者の待遇改善 

○ 賃金制度や雇用管理の取組は、個々の事業所ごとに多様であることから、待

遇改善の在り方について、法律等で一律の基準を設けることには限界があるた
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め、パートタイム労働者の待遇を一層改善するためには、個々の事業所ごとに、

雇用管理の取組やパートタイム労働者のニーズ等の実情に応じて、事業主が、

自主的にパートタイム労働者の雇用管理の改善等を計画的に進めること（いわ

ば積極的改善措置の取組）が重要であるとの意見があった。 

  この場合に、例えば、次世代育成支援対策推進法の枠組みを参考にし、行動

計画の具体的な内容としては、パートタイム労働者の賃金水準の改善、パート

タイム労働者の賃金制度の見直し、パートタイム労働者に対する教育訓練の実

施、通常の労働者への転換の推進等、個々の事業所の実情に応じた幅広いもの

を認めることが考えられる。 

また、次世代育成支援対策推進法に基づく一般事業主行動計画を策定し、一

定の基準を満たしたとの認定を受けた事業主に対する雇用促進税制が本年度

導入されたことを踏まえ、パートタイム労働者の雇用管理の改善等のための行

動計画を策定した事業主に対し、一定のインセンティブを付与し取組を促進す

ることが適当であると考えられる。 

 

（３）職務評価 

○ 職務分析・職務評価の専門家に対するヒアリングの中で、職務評価を実施す

ることにより、通常の労働者とパートタイム労働者のそれぞれの職務評価点が

明らかになり、職務評価点に見合った賃金を計算することができ、その差に応

じた賃金を支払うことができるとの見解が示された。ただし、職務評価は、単

一の賃金体系を企業に要請するものではなく、また、企業にとっての職務の序

列を決めるものであり、職務評価点に比例して賃金の水準を一律に決めるとい

うものではない。 

  ヒアリングの中で、そもそも賃金体系は、職務給、職能給、成果給、属人給

等の組合せになっており、職務評価の結果は賃金のすべてを決定するものでは

ないとの意見があった一方で、職務評価のプロセスを企業内で明示することに

より、使用者の重視する価値を労使で共有することを契機に、待遇についての

議論が進むことが期待されるとの意見もあった。 

○ 職務評価の特性等を踏まえると、中小規模の企業を含めた事業主に広範に職

務分析・職務評価を義務付けることは困難であり、むしろ、事業主が、その雇

用管理の在り方やパートタイム労働者のニーズ等の実情に合わせて、職務評価

制度を導入し、労使間で職務評価のプロセス及び結果を共有し、これを踏まえ

通常の労働者とパートタイム労働者との間の待遇について議論を進めること

を促していくことが一つの方向性として考えられる。 

このため、事業主が定めるパートタイム労働者の雇用管理の改善等のための

行動計画で、職務評価を具体的な取組のメニューの一つとして位置付けること

が考えられる。 

また、現在、厚生労働省において作成している職務分析・職務評価実施マニ
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ュアルについては、より複雑な要素別点数法に基づくマニュアルを作成して事

業主に提供することにより、そのニーズに応じた活用を促していく必要がある

と考えられる。 

   

２ 待遇に関する納得性の向上 

○ パートタイム労働者が説明を求め易くする方策を考えると、現行の規定に加

えて、例えば、現在、パートタイム労働指針において規定されている、パート

タイム労働者が、事業主に対し、待遇の決定に当たって考慮した事項の説明を

求めたことを理由とする不利益取扱いの禁止を法律に規定することが考えら

れる。 

 ○ 一方、パートタイム労働者からの求めにかかわらず、パートタイム労働者に

対し、待遇の決定に当たって考慮した事項について説明することを、事業主に

義務付けることも考えられる。しかしながら、これに関しては、一律の規制を

設けることよりも、むしろ、事業所ごとの実情に応じ、柔軟なコミュニケーシ

ョンを集団的労使関係の中で行うことができるような枠組みを設けることの

方が重要であるとの意見があった。 

パートタイム労働者について、労働組合への組織率は近年上昇傾向にあるも

のの、特に、業種によっては必ずしもパートタイム労働者の意見が十分反映さ

れ得る状況にはないと考えられることから、事業所内における集団的労使関係

の在り方について考慮する必要があり、ドイツやフランスの制度を参考に、事

業主、通常の労働者及びパートタイム労働者を構成員とし、パートタイム労働

者の待遇等について協議することを目的とする労使委員会を設置することが

適当ではないかとの考え方がある。 

ただし、日本では、一般的には労使委員会の枠組みは構築されていないこと

から、パートタイム労働者についてのみ同制度を構築することに関して検討が

必要となろう。 

 

３ 教育訓練 

  ○ パートタイム労働者に対するキャリア形成のための教育訓練については、経

営戦略に応じて行われるものであること等を踏まえると、法律等により一律の

基準を設け、事業主に義務付けることは困難であり、むしろ、事業主が、パー

トタイム労働者の活用方針について行動計画を作成し、その中に、パートタイ

ム労働者のキャリア・ラダー1

                         
1 「現在の仕事に固定されることなく条件の良い仕事へ移行が可能な環境」のことをいう。 

の整備や、これに応じたパートタイム労働者に対

する計画的な教育訓練の実施を盛り込むこととし、それに対して、政策的なイ

ンセンティブを付与し誘導していくことが考えられる。 

 厚生労働省「雇用政策研究会報告書」（平成 22年 7月）18頁参照 
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    この場合、教育訓練と、待遇改善、通常の労働者への転換等の問題について

は、相互に関連するものであるため、これらを一体として行動計画に盛り込む

ことが適当である。 

  ○ また、職業訓練により得られたパートタイム労働者の経験・能力を評価しや

すい仕組みを普及させる必要があると考えられ、「ジョブ・カード制度」、「職

業能力評価基準」、「キャリア段位制度」の一層の普及・促進が重要であり、パ

ートタイム労働者個人の能力開発支援への強化も併せて重要になると考えら

れる。 

 

４ 通常の労働者への転換の推進 

（１）通常の労働者への転換の推進 

○ 好事例や調査から、パートタイム労働者を活用しようとの経営戦略を採る事

業主の下では、パートタイム労働者のキャリア・ラダーが設けられ、その結果、

通常の労働者への転換が促進される傾向がみられている。 

 また、フルタイムの通常の労働者の働き方を変え、労働時間を短くすること

が、パートタイム労働者からフルタイムの通常の労働者への転換や、短時間正

社員制度の導入を促進することに資するものと考えられる。 

したがって、フルタイムの通常の労働者の長時間労働の是正を図りつつ、パ

ートタイム労働者の能力を有効に発揮させる観点から、事業主自らが行動計画

を作成し、その中で、パートタイム労働者のキャリア・ラダーを設け、計画的

な教育訓練を実施し、最終的に、正社員へ転換するための措置を講じることを

促進するアプローチが考えられる。 

 

（２）「勤務地限定」、「職種限定」の無期労働契約 

  ○ 「勤務地限定」、「職種限定」の無期契約労働者については、勤務地や職種が

限定されていることを志向するパートタイム労働者のニーズに対応し、かつ、

無期労働契約となることから、パートタイム労働者の雇用が安定すると考えら

れる一方で、事業所の閉鎖や職種の廃止の際の雇用保障の在り方について整理

が必要と指摘されており、今後、関連判例の内容の整理が必要であると考えら

れる。 

  ○ また、事業主がパートタイム労働者に対し、「勤務地限定」等の無期契約労

働者の選択肢を提示する場合には、その旨を十分に説明するよう義務付ける必

要があるのではないかとの意見や、パートタイム労働者にとって、現行の転換

措置の水準を切り下げないようにするためには、キャリアアップの観点から、

「勤務地限定」等の無期契約労働者に対し、教育訓練等の支援を行うことが必

要ではないかとの意見があった。 
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（３）パートタイム労働とフルタイム労働との間の相互転換 

○ EUパートタイム労働指令では、使用者は、可能な限り、パートタイム労働と

フルタイム労働との間の転換の希望や、両者の間の転換に関する情報提供を考

慮するよう定められている。これを受け、EU諸国では、労働者が労働時間を柔

軟に選択できるようにするため、パートタイム労働とフルタイム労働との間の

相互転換を促進する法制をとっている。 

○ このような相互転換は、パートタイム労働のメリットをより広げるものであ

り、多様な働き方を選択できる環境作りの一つとして、また、ワーク・ライフ・

バランスの観点からも有効と考えられる。 

しかしながら、通常の労働者とパートタイム労働者との間の待遇の格差が大

きい日本では、まずは、両者の間の待遇の格差を是正していくことが必要であ

り、相互転換については、その状況を見極めつつ実現を目指していくことが考

えられる。 

 

５ パートタイム労働法の実効性の確保 

（１）事業主に対する報告徴収、勧告等 

○ 他法の規定例も参考に、事業主が、都道府県労働局雇用均等室による勧告に

従わなかった場合のその旨の公表や、過料を課す対象の拡大を検討することが

考えられる。 

 

（２）紛争解決援助 

○ 紛争解決援助の対象範囲を努力義務規定に広げることも考えられるが、第 9

条に係る紛争解決援助の際、賃金の均衡をどの程度図ればよいか等についてメ

ルクマールとなるような判例の集積があるかどうか、また、第 9条において賃

金水準に言及していない中、都道府県労働局長の助言等や均衡待遇調停会議に

よる調停案の中で、賃金の水準に言及することが適当かという問題点も含め、

検討する必要があると考えられる。 

 

（３）その他 

  ○ パートタイム労働者にとって利用しやすく、かつ法の実現が確実に図られる

ような手段が講じられることが重要であり、パートタイム労働法の実効性を高

める手段について、さらに検討を進めることが有益であるが、EU諸国における

動向等も踏まえ、実体規制を通じた法違反による事後救済と併せて、当事者自

らによる改善に向けた取組を促す手続規制の活用も、今後重要になると考えら

れる。 
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６ その他  

（１）フルタイム無期契約労働者の取扱い 

○ 有期労働契約の在り方についての検討でも、パートタイム労働法でも、フル

タイム無期契約労働者 2

 

については、保護の対象から外れるものであるため、

今後、その実態を踏まえ、何らかの保護が図られるよう検討すべきであるとの

意見があった。 

（２）税制、社会保険制度等関連制度 

○ 「社会保障・税一体改革」の中で、働き方に中立的な制度を目指すとともに、

国民年金に加入している非正規雇用者の将来の年金権の確立等のため、厚生年

金制度及び健康保険制度の適用拡大が検討されている。 

 就業調整は、パートタイム労働者本人の職業能力の発揮や、待遇改善の機会

を阻害するのみならず、賃金の上昇を抑制し、労働市場における賃金決定機能

を歪めるものであることから、働き方に中立的な税・社会保険制度の構築を早

急に図ることが必要である。 

なお、労使間の協議を通じて配偶者の所得を基準とする家族手当の在り方に

ついて改善を図ることが期待される。 

                         
2 無期契約であるが、長期的な観点からキャリア形成を含めた待遇が決定されていない労働

者であって、通常の労働者を除く。 
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はじめに 

 

平成 5年に制定された「短時間労働者の雇用管理の改善等に関する法律」（平

成 5年法律第 76号。以下「パートタイム労働法」という。）は、事業主がその

雇用するパートタイム労働者について講ずべき雇用管理の改善等に関し、労働

大臣が必要な指針を定め、指針に基づき必要な指導及び助言を行うこと等を規

定し、事業主による自主的な雇用管理の改善を基本的な枠組みとするものであ

った。 

その後、日本では、少子高齢化が進行する中で、基幹的役割を担うパートタ

イム労働者が増加するなど、日本経済を支える労働力としてパートタイム労働

者の重要性は高まり、その有する能力を有効に発揮できるようにすることが、

社会全体として強く求められるようになってきた。 

こうした中、パートタイム労働者の多様な働き方に応じた公正な待遇の実現

のため、平成 19年にパートタイム労働法が改正され、事業主は、 

①  就業の実態が通常の労働者と同視すべきパートタイム労働者については、す

べての待遇について差別的取扱いを禁止するとともに、それ以外のパートタ

イム労働者を対象として、多様な就業実態に応じて通常の労働者との均衡の

とれた待遇の確保に努めること 

② 通常の労働者への転換を推進するための措置を講ずること 

等が規定され、平成 20年 4月 1日に施行された。 

 

この平成 19年の改正の際、パートタイム労働法の一部改正法附則第 7条で、「政

府は、この法律の施行後 3年を経過した場合において、この法律による改正後の

短時間労働者の雇用管理の改善等に関する法律の規定の施行の状況を勘案し、必

要があると認めるときは、当該規定について検討を加え、その結果に基づいて必

要な措置を講ずるものとする。」とされた。 

また、「新成長戦略」（平成 22年 6月 18日閣議決定）の「成長戦略実行計画（工

程表）」で、「2011年度に実施すべき事項」として、「パートタイム労働法の施行

状況を踏まえた見直しの検討」とされているほか、第 3次男女共同参画基本計画

（平成 22年 12月 17日閣議決定）で、「同一価値労働同一賃金に向けた均等・均

衡待遇の推進の取組として、パートタイム労働者と正社員との均等・均衡待遇の

推進など、多様な働き方の雇用の質を向上させるための施策を推進する。」とさ

れている。 

 

これらを踏まえ、本年 2月以降、厚生労働省雇用均等・児童家庭局長が学識経

験者の参集を求め、「今後のパートタイム労働対策に関する研究会」を開催し、
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パートタイム労働をめぐる実態及び課題を整理するとともに、今後のパートタイ

ム労働対策について、10回にわたって検討を行ってきた。 

検討に当たっては、パートタイム労働法の施行状況及び外国法制等の実態を踏

まえ、労使及び職務評価の専門家からのヒアリングを行うとともに、論点項目に

従って議論を重ね、今般その議論の成果を報告書として取りまとめた。 

 

この研究会としては、今後、この報告書を受けて、パートタイム労働者の働き・

貢献に見合った待遇を確保することが社会の公正という観点から重要であるこ

と、短時間の労働がワーク・ライフ・バランスを実現しやすい働き方であること、

さらにパートタイム労働者が均等な待遇を得て、高い意欲を持ち続け、その能力

を有効に発揮することは、高い経営パフォーマンスの確保、ひいては、日本経済

の持続的発展にとって重要であることを踏まえて、パートタイム労働対策の在り

方の議論が更に深められることを期待する。 

 

なお、昨年 10月以降、労働政策審議会労働条件分科会で、均等・均衡待遇及

び正社員への転換の推進も含め、有期労働契約に係る施策の方向性が検討され、

本年 8月、これまでの労使の意見や今後の検討での留意点等を整理した「議論の

中間的な整理」が公表された。パートタイム労働者の多くが有期労働契約で雇用

されていることを踏まえ、有期労働契約の在り方と整合性を図りつつ、今後のパ

ートタイム労働対策の在り方が検討されることを期待する。 
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第１ 総論 

 

１ パートタイム労働をめぐる現状 

 

（１）パートタイム労働の現状 

＜パートタイム労働者数の推移＞ 

○ パートタイム労働者は、2010年には 1,414万人となっており、前年度より

も減少したものの、趨勢としては増加している。 

雇用者総数に占めるパートタイム労働者の割合は 2010年に 26.6%、男女別

では、男性の雇用者に占める割合は 14.6%、女性の雇用者に占める割合は

43.0%となっている。また、パートタイム労働者に占める男性の割合は 31.7%、

女性の割合は 68.3%となっている 1

 

。 

＜パートタイム労働者の分布＞ 

○ 2009年のパートタイム労働者の業種別の分布を見ると、卸売・小売業が

21.1%、製造業が 14.8%、医療、福祉が 13.1%、宿泊業、飲食サービス業が 10.9%

等となっている 2

業種別にみた雇用者に占めるパートタイム労働者の割合は、2009年では宿

泊業、飲食サービス業が 51.7%、生活関連サービス業、娯楽業が 34.6%、サー

ビス業（他に分類されないもの）が 32.8%、卸売・小売業及び医療、福祉がと

もに 32.7%となっている

。 

3

2010年のパートタイム労働者の企業規模別の分布を見ると、1～29人規模

が 34.7%、1000人以上が 18.9%、100～499人が 16.6%、30～99人が 15.6%とな

っている

。 
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。 

○ パートタイム労働者の属性を年齢別に見ると、2010年では、男性は 55～64

歳が 23.3%、65歳以上が 19.5%と、高齢層が 4割を超え、15～24歳が 18.6%、

25～34歳が 13.4%と、若年層が 3割を超えている。女性では 35～44歳が 24.3%、

45～54歳が 23.2%と、これらの層が約半数を占めている 5

                         
1 図表 1及び 3参照。なお、この節で、「パートタイム労働者」とは、特に断りのない限り、

「1週間の所定労働時間が 35時間未満の労働者」をいう。 

。 

2 図表 4参照 
3 図表 5参照 
4 図表 6参照 
5 図表 7参照 
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なお、呼称「パート・アルバイト」の就業時間別の分布を見ると、週 15～

29時間勤務の者が男性では 33.7%、女性では 47.0%と最も多く、男性の平均は

29.5時間、女性の平均は 25.7時間となっている 6

パートタイム労働者の平均勤続年数は、1990年には男性が 3.0年、女性が

4.5年だったが、2010年には男性が 4.4年、女性が 5.4年になり、勤続年数

は伸びている。また、勤続年数が 5年以上のパートタイム労働者の割合は、

2010年には男性が 24.5%、女性が 39.2%となっている

。 
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。 

＜パートタイム労働者の賃金＞ 

○ 一般労働者とパートタイム労働者の１時間当たりの所定内給与額について、

年齢別に見ると、一般労働者の男性では 50～54歳で頂点となる上昇カーブを

描くが、パートタイム労働者については男性、女性ともに年齢が上昇しても

賃金は大きくは上昇していない 8

勤続年数別に見ると、一般労働者の男性は勤続年数が伸長するほど賃金が

上昇し、2010年は勤続 0年が 1,420円、勤続 15年以上では 2,557円と約 1.8

倍に上昇している。同じく一般労働者の女性についても、勤続 0年が 1,176

円、勤続 15年以上では 1,779円と約 1.5倍に上昇している。一方、パートタ

イム労働者では、男性は勤続 0年が 984円、勤続 15年以上では 1,463円と約

1.5倍に上昇しているものの、女性では勤続 0年が 951円、勤続 15年以上で

は 1,049円と約 1.1倍となっており、女性パートタイム労働者については、勤

続年数が長くなっても時間当たり賃金はあまり上昇していない

。 

9

一般労働者とパートタイム労働者の格差の推移を見ると、一般労働者と比

べたパートタイム労働者の 1時間当たりの所定内給与額の割合が、男性は 1993

年には 54.9%、女性は 70.1%だったものが、2002年には格差が拡大し、男性は

48.9%、女性は 64.9%となったが、以後は縮小する傾向が続いており、2010年

には男性が 54.7%、女性が 70.1%となっている

。 
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。 

 

 

 

                         
6 図表 8参照 
7 図表 9参照。なお、この図表から図表 12で、「パートタイム労働者」とは、「同一事業所

の一般の労働者より、1日の所定労働時間が短い、又は 1日の所定労働時間が同じであっ

ても 1週の所定労働日数が少ない労働者」をいう。 
8 図表 10参照 
9 図表 11参照 
10 図表 12参照。なお、男性一般労働者の 1時間当たり所定内給与額に対する女性一般労

働者の 1時間当たり所定内給与額は、2010 年には 70.6%となっている。 
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＜パートタイム労働者の組織率＞ 

○ パートタイム労働者のうち労働組合員数は年々増加し、2010年には労働組

合員数は約 73万人、組織率は 5.6%となっている 11

また、事業所にパートタイム労働者がいる労働組合のうち、パートタイム

労働者に関して何らかの取組をしていると回答した割合は、2010年には 47.1%

と、2005年の 25.5%より増加している。 

。 

2010年調査での取組の内容について、「パートタイム労働者に組合加入資格

があり、組合員がいる」場合は、「労働条件、処遇の改善要求」84.8％、「相談

窓口の設置、アンケート等での実態把握」59.5%、「組合加入の勧誘活動」52.0%、

「パートタイム労働者に組合加入資格はあるが、組合員がいない」場合は、「労

働条件、処遇の改善要求」33.6%、「組合加入の勧誘活動」10.5%、「パートタイ

ム労働者の雇用についての労使協議」9.4%等となっている 12

 

。 

（２）パートタイム労働法の施行状況 

①（独）労働政策研究・研修機構「短時間労働者実態調査」結果 

 改正パートタイム労働法の施行後 2 年間の短時間労働者の雇用管理の状況

等については、以下のとおりとなっている 13

 

。 

＜改正パ－トタイム労働法の施行に伴う雇用管理等の見直しの状況＞ 

○ 改正パートタイム労働法の施行に伴い、62.6%の事業所が、雇用管理等の見

直しを「実施した」と回答している。 

その具体的な内容（複数回答）は、｢労働条件通知書等で、特定事項（賞与、

昇給、退職金）を明示するようにした｣（45.6%）が最も多く、以下、｢正社員

と短時間労働者の職務内容の区分（違い）を明確にした｣（14.1%）、｢短時間労

働者も福利厚生施設（食堂、休憩室、更衣室等）を利用できるようにした｣

（11.7%）、｢短時間労働者から正社員への転換推進措置を設けた｣（11.4%）、｢短

時間労働者の賃金等処遇を（正社員との均等・均衡や、意欲・能力等を考慮し

                         
11 図表 13参照。なお、この図表で、「パートタイム労働者」とは、「その事業所の一般の

労働者より 1日の所定労働時間が短い者、1日の所定労働時間が同じであっても１週の

所定労働日数が少ない者及び事業所においてパートタイマー、パート等と呼ばれている

労働者」をいう。 
12 図表 14参照。なお、この図表で、「パートタイム労働者」とは、「一般の正規労働者よ

り 1日の所定労働時間が短いか、又は 1週間の所定労働日数が少ない労働者」をいう。 
13 全国の常用労働者 5人以上の 10,000事業所及び当該事業所の短時間労働者（正社員以

外の労働者で、パートタイマー、アルバイト、準社員、嘱託、臨時社員等の名称にかか

わらず、1週間の所定労働時間が正社員よりも短い労働者）58,583 人に対し、平成 22

年 4月 1日現在の短時間労働者の雇用管理の状況等について、同年 6～7月に調査票を

配布。有効回収率は、事業所調査については 30.4%、個人調査については 10.6%である。 

なお、この調査結果については、「短時間労働者」の文言をそのまま引用する。 
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改善した｣（10.9%）、｢短時間労働者にも教育訓練を実施するようにした｣（10.7%）

となっている 14

 

。 

＜第 6 条関連＞ 

○ 短時間労働者の雇入れ時に労働条件を明示している事業所は 97.3%あり、そ

の方法（複数回答）については、「主に労働条件通知書、労働契約書等書面を

交付している」が 89.5%となっている 15

 

。 

＜第 7 条関連＞ 

○ 短時間労働者に就業規則が「適用 16される」事業所は 85.1%で、作成に当た

っての意見の聴取方法は、「短時間労働者の過半数が加入する労働組合または

短時間労働者の過半数を代表する者の意見を聞いている」（37.1%）が最も多く、

何らかの方法で短時間労働者の意見を聴いている事業所は 8割を超えている 17

 

。 

＜第 8 条関連＞ 

○ 短時間労働者の人数が最も多い職種に就いている短時間労働者 18のうち、正

社員と職務（「業務の内容」及び「責任の程度」）がほとんど同じ短時間労働者

が「いる」事業所は 24.4%となっている 19

 

。 

○ 正社員と職務がほとんど同じ短時間労働者の 1時間当たり賃金の正社員賃

金に対する割合について、「正社員より高い」が 3.9%、「正社員と同じ（賃金

差はない）」が 17.5%となっている。一方、「正社員よりも賃金額が低い」（69.5%）

場合に、正社員の「6割以上」とする事業所が 8割超となっている 20

「正社員より（短時間労働者の）賃金割合が低い」理由（複数回答）につ

いては、「勤務時間の自由度が違うから」が 52.6%、「そういった契約内容で労

働者が納得しているから」が 46.6%、「人事異動の幅や頻度が違うから」が 29.5%、 

「残業の時間数、回数が違うから」が 24.7%となっている

。 

21

 

。 

                         
14 図表 15 参照 
15 図表 16参照 
16 改正パートタイム労働法第 7条では、就業規則の作成・変更の際には、パートタイム労

働者の過半数を代表する者の意見を聴くよう、事業主の努力義務を定めている。 
17 図表 17参照 
18 調査対象である全短時間労働者の 84.4%に該当する。当該職種以外の職種でも、パート

タイム労働法第 8条の 3要件に該当する短時間労働者は存在していると考えられる。 
19 図表 18 参照 
20 図表 19 参照 
21 図表 20参照 
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○ 短時間労働者では、「職務が同じ正社員がいる」とした者は 15.9%、「責任の

重さは違うが、同じ業務の正社員がいる」とした者は 38.9%となっている。少

なくとも業務が正社員と同じ短時間労働者（54.8%）に関し、正社員と比較し

た自らの賃金水準について、53.1%が「正社員より賃金水準は低いが納得して

いる」とする一方、28.1%が「正社員より賃金水準は低く納得していない」と

している 22

 

。 

○ 「正社員より賃金水準は低いが納得している」理由（複数回答）については、

「責任の重さが違うから」（46.6%）、「もともとそういった内容で自分も納得し

ているから」（44.2%）、「勤務時間の自由度が違うから」（37.7%）などが多くな

っている。一方、「正社員より賃金水準は低く納得していない」と回答した理

由は、「正社員と同じ内容の仕事をしているのに差があるから」（73.9%）が多

くなっている 23

 

。 

○ 正社員と「職務」がほとんど同じ短時間労働者が「いる」事業所 24.4%のう

ち、「人材活用の仕組み等（人事異動の有無等）」について、「正社員と（全期

間を通じて）同じ者がいる」事業所は 13.3%であり、このうち、「無期契約 24

一方、短時間労働者数で見ると、最も人数が多い職種に就いている短時間

労働者のうち、正社員とほとんど同じ「職務」に就いている割合は 3.4%であ

り、このうち、「人材活用の仕組み等」も正社員と（全期間を通じて）同じ割

合は 10.8%であり、そのうち無期契約の割合は 29.7%となっている。 

」

の短時間労働者がいる事業所は 39.6%となっている。 

この結果、パートタイム労働法第 8 条の 3 要件に該当する短時間労働者が

「いる」事業所が、短時間労働者を雇用している事業所に占める割合は 1.1%、

パートタイム労働法第 8 条の 3 要件に該当する短時間労働者が、短時間労働

者総数に占める割合は 0.1%となっている 25 26

 

。 

＜第 9 条関連＞ 

○ 短時間労働者の賃金を決定する際、考慮している要素（複数回答）について、

「能力、経験」（59.6%）、「職務の内容」（55.7%）が「地域での賃金相場」（43.5%）

                         
22 図表 21参照 
23 図表 22参照 
24 「無期契約」とは「期間の定めのない労働契約を結んでいる場合」及び「期間を

定めて労働契約を結んでいても、期間の定めのない労働契約と同視することが社

会通念上相当とされる場合」として調査した。 
25 図表 23参照 
26 図表 24参照 
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を上回り、「職務の成果」（32.1%）、「最低賃金」（30.8%）が続いている 27

 

。 

○ 手当及び各種制度の実施状況（複数回答）について、通勤手当（80.7%）、健

康診断（79.8%）などで正社員と短時間労働者ともに実施している割合が高い。

正社員に対してのみ実施している制度としては、退職金（79.8%）、役職手当

（75.3%）、家族手当（69.7%）、住宅手当（50.3%）などとなっている。 

  また、定期的な昇給について、正社員に対してのみ実施している割合は

47.8%、正社員と短時間労働者ともに実施している割合は 32.7%、人事評価・

考課について、正社員に対してのみ実施している割合は 41.4%、正社員と短時

間労働者ともに実施している割合は 42.5%となっている 28

 

。 

○ 同じ仕事を行っている正社員が「いる」短時間労働者が、賃金以外の待遇等

で仕事が同じ正社員と取扱いが異なっており、納得できないと考えているもの

（複数回答）では、「賞与」（45.8%）、「定期的な昇給」（29.1%）、「退職金・企

業年金」（24.7%）が多くなっている 29

 

。 

＜第 10条関連＞ 

○ 短時間労働者全般に対する教育訓練の実施状況について、多い順に「日常的

業務を通じた計画的な教育訓練(OJT)」（57.1%）、「入職時のガイダンス(Off-JT)」

（54.2%）、「職務遂行に必要な能力を付与する教育訓練(Off-JT)」（38.2%）と

なっており、正社員に比べ、実施率は低くなっているものの、パートタイム労

働者が従事する職務に必要な導入訓練は一定程度実施されている。 

一方で、「キャリアアップのための教育訓練(Off-JT)」については、正社員

に対する実施率が約 6割であるのに対し、17.6%にとどまっている。 

また、正社員と職務が同じ短時間労働者に対して行っている教育訓練の内容

についても、同様の傾向となっている 30

 

。 

＜第 12条関連＞ 

○ 短時間労働者から正社員への転換推進措置について、「実施している」事業

所は 48.6%であり、実施方法（複数回答）としては、「正社員を募集する場合、

その募集内容を短時間労働者に周知している」（51.0%）、「試験制度など正社員

転換制度を導入している」（45.6%）、「正社員のポストを社内公募する場合、短

                         
27 図表 25参照 
28 図表 26参照 
29 図表 27参照 
30 図表 28参照 



 

9 

 

時間労働者にも応募機会を与えている」（38.5%）となっている 31

また、短時間労働者から正社員への転換推進措置を「実施している」事業所

での、過去 3 年間の正社員への転換状況をみると、転換実績が「ある」割合

は 39.9%となっている。また、その場合の応募者に対する転換者の割合では、

「80%以上」が 67.6%となっている

。 

32

 

。 

○ 短時間労働者から正社員への転換推進措置を「実施している」事業所（48.6%）

のうち、実施する上で支障が「ある」割合は 30.5%であり、支障の理由（複数

回答）は、「正社員としてのポストが少ない」（43.3%）、が最も多くなっている。

また、転換推進措置を「実施していない」事業所（48.4%）での、その理由（複

数回答）についても、「正社員としてのポストが少ない」（32.8%）が最も多く

なっている 33

 

。 

○ なお、短時間労働者から正社員への転換推進措置を「実施している」事業所

のうち 36.8%は、フルタイム有期契約労働者や短時間正社員のような中間形態

を設けている 34

 

。 

○ 過去 3年間に正社員を新たに採用する際、在籍する短時間労働者を外部応募

者より優先させて採用したことが「ある」事業所は 18.3%となっている。これ

に対し、今後の優先採用方針については、約半数（50.4%）の事業所が、優先

採用したい・優先採用を考えたいとしている 35

 

。 

＜第 13条関連＞ 

○ 改正パートタイム労働法の施行後 2 年間に、短時間労働者から待遇に係る

説明を「求められたことがある」事業所は 22.3%となっており、このうち、求

められた内容を「説明している」割合は 98.5%となっている 36

 

。 

○ 現在の会社や仕事に対する不満・不安について、37.6%の短時間労働者が「な

い」としている一方、59.0%の短時間労働者が「ある」としている。その内容

（複数回答）は、多い順に「賃金が安い」（52.4%）、「雇用が不安定」（26.1%）、

                         
31 図表 29参照 
32 図表 30参照 
33 図表 31参照 
34 図表 32参照。なお、「無期契約社員」とは「（調査事業所にとっての）いわゆる正規型

労働者とは異なる雇用管理区分（例えば勤務地限定や職種限定等）をいう。」として調

査した。 
35 図表 33 参照 
36 図表 34参照 
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「正社員になれない」（23.6%）、「有給休暇がとりにくい」（21.8%）、「短時間労

働者としては仕事がきつい」（20.8%）などとなっている 37

 

。 

＜その他（事業所調査）＞ 

○ 短時間労働者を雇用している理由（複数回答）は、多い順に、「人件費が割

安なため（労務コストの効率化）」（46.2%）、「簡単な仕事内容のため」（41.7%）、

「1 日の忙しい時間帯に対処するため」（38.0%）などが続き、「定年社員の再

雇用のため」（27.2%）も一定数みられた 38

 

。 

○ 短時間労働者が最も多い職種について、「契約期間の定めがある」事業所は

85.9%、「契約期間の定めがない」事業所は 12.5%であった 39

 

。 

＜その他（個人調査）＞ 

○ 短時間労働者の就業している理由（複数回答）は、「主たる稼ぎ手ではない

が、家計の足しにするため」（43.3%）が最も多く、これに「主たる稼ぎ手では

ないが、生活を維持するには不可欠なため」（27.7%）、「生きがい・社会参加の

ため」（24.8%）、「家計の主たる稼ぎ手として、生活を維持するため」（24.0%）

となっている 40

 

。 

○ 短時間労働者を選択した理由（複数回答）について、「自分の都合の良い時

間（日）に働きたいから」（36.8%）が最も多く、以下、「勤務時間・日数が短

いから」（31.1%）、「家庭の事情（育児・介護等）で正社員として働けないから」

（23.1%）、「就業調整（年収や労働時間の調整）ができるから」（21.3%）、「正

社員として採用されなかったから」（16.3%）、「正社員として働くことが、体力

的・精神的に難しいから」（14.8%）となっている 41

 

。 

○ 今後の働き方については、「短時間労働者を続けたい」が 69.9%となってい

る一方、「正社員になりたい」は 18.8%となっている 42

 

。 

○ 「雇用期間の定めがある」としている短時間労働者は 83.2%、「雇用期間の

定めがない」としている短時間労働者は 15.5%となっている。 

                         
37 図表 35参照 
38 図表 36参照 
39 図表 37参照  
40 図表 38参照 
41 図表 39参照 
42 図表 40参照 
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○ 短時間労働者のうち、「就業調整をしている」割合は 25.0%となっている。

その理由（複数回答）としては、「自分の所得税の非課税限度額（103 万円）

を超えると税金を支払わなければならないから」が 47.8%、次いで「一定額（130

万円）を超えると配偶者の健康保険、厚生年金等の被扶養者からはずれ、自分

で加入しなければならなくなるから」が 36.8%、「一定額を超えると配偶者の

税制上の配偶者控除が無くなり、配偶者特別控除が少なくなるから」が 26.5%

と続いている 43

 

。 

②  都道府県労働局雇用均等室による指導状況等 

＜都道府県労働局雇用均等室への相談＞ 

○ パートタイム労働に関する相談件数について、平成20年度は13,647件あり、

その内訳は、事業主からの相談が 61.8%（8,435件）、短時間労働者からの相談

が 20.6%（2,811件）となっており、施行初年度であったため、法律の内容に

関する問合せが多かった 44

  平成 21年度の相談件数は 5,222件あり、事業主からの相談が 57.0%（2,978

件）、短時間労働者からの相談が 24.3%（1,270 件）となっており

。 

45、平成 22

年度の相談件数は 6,307件あり、事業主からの相談が 43.9%（2,767件）、短時

間労働者からの相談が 35.8%（2,255件）となっている 46

 

。 

○ 短時間労働者からの相談内容 47

 

については、各年度とも「労働条件の文書交

付等」及び「待遇に関する説明」に関するものが多く、施行初年度には、「差

別的取扱いの禁止」及び「賃金の均衡待遇」に関するものも多かったが、平成

22年度には、「通常の労働者への転換」の方が多くなっている。 

○ 事業主からの相談内容 48

 

については、各年度で、「労働条件の文書交付等」

及び「通常の労働者への転換」が多く、「差別的取扱いの禁止」が続いている。 

 

 

 

                         
43 図表 41参照 
44 図表 43参照 
45 図表 44参照 
46 図表 45参照 
47「指針」（第 14条）及び「その他（年休、解雇、社会保険等）」を除く。 
48 注釈 47と同じ。 
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＜都道府県労働局雇用均等室による指導（パートタイム労働法第 16 条）＞ 

○ 平成 20年度は、6,273事業所に対し報告徴収 49を実施し、このうち何らか

のパートタイム労働法違反が確認された 4,813事業所に対し、8,900件の是正

指導を行った 50

  また、平成 21 年度は、13,992 事業所に対し報告徴収を実施し、このうち

12,172事業所に対し、25,928件の是正指導を行い

。 

51、平成 22年度は、12,590

事業所に対し報告徴収を実施し、このうち 11,157事業所に対し、26,091件の

是正指導を行った 52

  なお、平成 21年 2月より、都道府県労働局雇用均等室に配置される、事業

主に対し専門的な助言及び支援等を行う「均衡待遇・正社員化推進プランナー」

が増員されたため、平成 21年度以降の報告徴収実施事業所数及び是正指導件

数が増加している。 

。 

 

○ 是正指導の内容としては、各年度で、「通常の労働者への転換」及び「労働

条件の文書交付等」に関するものが多くなっており、各々が、是正指導件数全

体の約 2割～約 3割を占めている。 

賃金等の待遇について、「賃金の均衡待遇」に関する是正指導は一定程度あ

るものの、「差別的取扱いの禁止」に関するものは、平成 20 年度以降、7 件、

7件、3件ずつと少なくなっている。 

 

＜紛争解決援助（パートタイム労働法第 21・22 条）＞ 

○ 平成 20～22年度の都道府県労働局長による紛争解決援助の申立件数は、14

件あり、内訳は「労働条件の文書交付等」が 2件、「差別的取扱いの禁止」が

6件、「通常の労働者への転換」が 3件、「待遇に関する説明」が 3 件となって

いる。 

調停は、平成 20 年度に 3 件の申請があり、すべて「差別的取扱いの禁止」

であった。 

都道府県労働局長による紛争解決援助及び調停は、すべてパートタイム労

働者からの申立又は申請であった 53

 

。 

 

                         
49 「報告徴収」とは、事業所への現地実地調査等を行うことのほか、法の施行に関し必要

な事項につき事業主から報告を求めることをいう。 
50 図表 47参照 
51 図表 48参照 
52 図表 49参照 
53 図表 50参照 
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（３）諸外国のパートタイム労働法制 54

○ 日本のパートタイム労働対策の在り方を検討する上での示唆を得る観点か

らは、EU諸国等諸外国のパートタイム労働法制の検討は有意義であると考え

られる。その際、EU諸国等では、職務給制度が中心であることや、産業別に

設定される協約賃金が、フルタイム労働者・パートタイム労働者を問わず適

用されること等、日本の雇用システムとの違いを考慮することが重要である

  

55

 

。 

①  1997 年 EU パートタイム労働指令 

○ EUでは、1990年代以来、競争の激化と高失業率の中、労働市場の柔軟

性（フレクシビリティ）と雇用の安定性（セキュリティ）の両立という

問題意識の下、パートタイム労働という雇用形態を選択できる「柔軟性」

と、パートタイム労働を選択しても、フルタイム労働との均等待遇が保

障される「公平性」を両立し、パートタイム労働による新たな雇用を創

出していくこと 56

 これらを踏まえ、差別の除去によるパートタイム労働の質の改善、自

発的な基礎の下でのパートタイム労働の発展促進及び労働時間の柔軟な

編成に貢献することを目的（第 1 条）として、1997 年にパートタイム労

働指令が採択された。 

が目指された。 

     

＜待遇＞ 

○ パートタイム労働者の待遇に関する規定としては、 

・「雇用条件に関して、パートタイム労働者 57

                         
54 この節の「待遇」に関する記述については、（独）労働政策研究・研修機構「雇用形態

による均等処遇についての研究会報告書」（平成 23年 7月）を参照している。 

は、パートタイムで労働す

るというだけの理由では、客観的な根拠によって正当化されない限り、

55 なお、EU ではパートタイム労働者の均等待遇については、男女同一賃金原則の間接性

差別禁止法理及び 1976年男女均等待遇指令の間接差別条項により、ほぼ判例が確立し

てきており、また、イギリスでも、パートタイム労働者に対する差別的取扱いは、間接

差別法理により対応されている。（独）労働政策研究・研修機構「雇用形態による均等

処遇についての研究会報告書」（平成 23年 7月）47 頁及び 69頁 
56 なお、パートタイム労働者は男性と比べ、女性が多くを占めることから、パートタイム

労働を理由とする不利益取扱いを禁止することで、雇用における間接性差別の主たる原

因を解消することも、パートタイム労働指令採択の目的の一つと考えられる。（独）労

働政策研究・研修機構「雇用形態による均等処遇についての研究会報告書」（平成 23年

7月）47頁 
57 「パートタイム労働者」とは、その通常の労働時間が、週労働時間ベース又は 1年以内

の雇用期間の平均労働時間で算定して、比較可能なフルタイム労働者の通常の労働時間

よりも短い被用者をいう（第 3条第 1項）。 
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比較可能なフルタイム労働者よりも不利な取扱いを受けないものとす

る。」（第 4条第 1項） 

・「適切な場合には、時間比例の原則が適用されるものとする。」（第 4条

第 2項） 

・「客観的な理由によって正当化される場合には、加盟国は、国内法、労

働協約又は慣行に従って労使と協議した上で、それが適切であれば、

特定の雇用条件の適用を、勤続期間、実労働時間又は賃金資格に従う

ものとすることができる。パートタイム労働者に特定の雇用条件を適

用させる資格は第 4 条第 1 項に示された非差別原則を考慮して定期的

に見直されるものとする。」（第 4 条第 4 項）とされ、パートタイム労

働者に対する不利益取扱いを禁止している。 

 

○ この場合の、比較対象者は、「同一事業所において、勤続期間や資格／

技能を含む他の考慮事項に適切な考慮を払いつつ、同一の又は類似の労

働／職業に従事するところの、同一類型の雇用契約又は雇用関係を有す

るフルタイム労働者」（第 3条第 2項）であり、「同一の事業所において

比較可能なフルタイム労働者がいない場合には、比較は適用可能な労働

協約について行い、適用可能な労働協約がない場合には国内法、労働協

約又は慣行に従う。」（第 3条第 2項）とされている。 

 

＜パートタイム労働とフルタイム労働との間の転換＞ 

○ パートタイム労働とフルタイム労働との間の転換に関する規定につい

ては、 

「使用者は可能な限り、 

(a)事業所内で応募可能なフルタイム労働からパートタイム労働への転

換の希望 

(b)パートタイム労働からフルタイム労働への転換、又は機会があれば

その労働時間の延長の希望 

(c)フルタイム労働からパートタイム労働への又はその逆の転換を促進

するために、事業所内の応募可能なフルタイム又はパートタイム労働

の職に関する情報の適時の提供 

(d)高技能職や管理職も含め、企業内のあらゆるレベルでパートタイム

労働に就くことを促進し、適当であればパートタイム労働者のキャリ

ア機会と職業移動性を高めるための職業訓練の受講を促進するため

の措置 

(e)既存の労働者代表機関に対する企業内のパートタイム労働について

の適切な情報提供 
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 を考慮すべきである。」（第 5条第 3項）とされている。 

 

＜運用の実態＞ 

○ 1997 年パートタイム労働指令に基づく新たな判例は、ほとんどない

状況 58

 

であるが、同指令の国内法化等による各国法制の枠組みの中で、

パートタイム労働者の問題が対応されている（下記②参照）。 

② EU諸国のパートタイム労働法制 

○ EU諸国においては、1997年 EUパートタイム労働指令の国内法化等によ

り、パートタイム労働に関する法制を制定している。その内容を概括す

ると、次のとおりである。 

 

＜待遇＞ 

○ 客観的（合理的）な理由なく、パートタイム労働を理由として、比較可

能なフルタイム労働者と比べて、使用者は、パートタイム労働者に対し、

賃金を含む労働条件に関して不利益な取扱いをしてはならないとされて

いる。 

パートタイム労働者の待遇改善等を目的とすることから、比較可能なフ

ルタイム労働者と比べ、パートタイム労働者を不利に取り扱うことを禁

止するが、パートタイム労働者を有利に取り扱うことは許容する、片面

的規制（不利益取扱い禁止原則）と解されている。強行規定であって、

原則として、直接差別を禁止している。 

 

○ 履行確保手段には、司法上の救済のほか、行政機関による監督 59、行政

型ADRによる紛争処理 60等 61

立証責任については、司法上の救済の場合には、原告たるパートタイム

労働者が、①原告労働者と比較可能なフルタイム労働者が同一労働に従事

していること（同一労働に従事する比較対象者が存在していること）、及

び②両者の間に待遇格差があることを立証し、これが認められると、不利

益取扱いが推定され、使用者は抗弁として、③客観的（合理的）な理由に

より、その待遇格差が正当化されるものであることを立証しなければなら

ず、立証責任が使用者に転換されることとなる。 

がある。 

                         
58（独）労働政策研究・研修機構「雇用形態による均等処遇についての研究会報告書」(平

成 23 年 7月)47頁 
59 フランス 
60 イギリス 
61 フランスの有期契約労働及び派遣労働に係る不利益取扱いについては、刑事制裁がある。 
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  司法上の救済では、原告たるパートタイム労働者と比較可能なフルタイ

ム労働者との間で、客観的（合理的）な理由のない待遇格差が認められ

た場合、使用者は、当該労働者に対し、法違反による損害賠償義務等を

負うものである。 

 

○ パートタイム労働に係る不利益取扱い禁止原則の適用に当たっては、比

較対象者（上記の「比較可能なフルタイム労働者」をいう。）が必要であ

り、原則として、比較対象者は、パートタイム労働者と同一使用者に雇

用されていることが求められる。また、比較対象者は、同一労働に従事

する労働者として現に実在することが原則とされている。このように、

比較対象者は、パートタイム労働者と同一の労働に従事していること（同

一労働要件）が求められるが、解釈運用の実態をみると、問題となる給

付の性質が基本給など職務内容に関連する場合は、同一労働要件が求め

られるものの、食事手当や福利厚生など給付の性質が職務内容に関連し

ない場合は、同一労働要件が求められない傾向がみられる 62

基本給など職務内容に関連する給付が問題となっている場合に、パー

トタイム労働者と比較対象者との間で職務が異なる（同一労働に該当し

ない）ときは、パートタイム労働に係る不利益取扱い禁止原則は、適用

されていない。 

。 

 

○ パートタイム労働に係る不利益取扱い禁止原則の適用に当たり、適切な

場合には、フルタイム労働者とパートタイム労働者間で、労働時間数に

応じた待遇確保（時間比例原則）が求められている。 

 

○ 比較対象者が同一労働に従事しているか否かは、パートタイム労働者と

の職務内容の同一・類似性 63

 

をもって判断される傾向にある。 

○ 客観的（合理的）理由の有無については、問題となる給付等の性質・目

的に応じて柔軟な判断がなされる傾向がみられている 64

 

。 

○ 職務関連給付（基本給、職務手当など）については、同一労働である比

較対象者を必要とし、勤続期間、学歴、資格、職業格付けが異なる場合

には、客観的正当化事由として認められている。 

                         
62 ドイツ、フランス 
63 ドイツ（同一又は類似業務）、フランス（同じ格付けで同等の業務）、イギリス（同一又

は類似労働）、スウェーデン（同一又は類似労働） 
64 ドイツ、フランス 
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職務関連以外の給付等については、比較対象者を必要とするが、同一

労働要件は求められず、客観的（合理的）な理由がない限り、量的に分

割可能な給付は比例原則による給付が求められるとともに、量的に分割

不能な給付（食事手当等）や福利厚生施設の利用等は全面的に認められ

る傾向にある。 

 

＜パートタイム労働とフルタイム労働との間の転換＞ 

○ 労働時間の変更を希望する労働者に対し、事業所で補充の行われる相応

の職に関する情報を提供することや、従業員代表機関に対し、パートタ

イム職とフルタイム職との間の相互転換に関する情報を提供することが、

事業主に義務付けられている 65

また、一定の要件を満たす労働者は、契約上の労働時間の変更を求め

ることができ、使用者は、会社の利益に反する場合を除き、同意しなけ

ればならない

例がある。 

66

 

とされている例がある。 

＜納得性＞ 

○ パートタイム労働者が不利益に取り扱われたと考える場合に､事業主に

対し、当該不利益な取扱いの理由について、書面による説明を求めるこ

とができ、当該書面が訴訟での証拠として認められる例 67

また、事業主は、パートタイム労働の状況を、企業委員会又は従業代表

に通知しなければならない

がある。 

68

  

とされている例がある。 

                         
65 ドイツ 
66 オランダ 
67 イギリス 
68 フランス 
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２ 検討に当たっての基本的考え方  

 

（１）パートタイム労働者の公正な待遇の確保 

1でみたとおり、雇用者総数に占めるパートタイム労働者の割合は 4分の 1に

達している 69

また、パートタイム労働者の活用の進んでいる業種などにおいて基幹的役割を

担うパートタイム労働者

。 

70

一方、パートタイム労働者の待遇については、年齢や勤続年数にかかわらず、

賃金はほとんど変わらず、通常の労働者に対してのみ支給されている手当も多く、

教育訓練の実施率も通常の労働者に比べて低い等、通常の労働者との間に格差が

生じている。このようなことから、待遇に対して不満・不安を持つパートタイム

労働者も相当程度存在している

も存在していることから、日本経済を支える労働力と

して、パートタイム労働者は引き続き重要である。 

71

このような待遇の格差については、パートタイム労働者と通常の労働者との間

で、職務、働き方や待遇の決定方法が異なることが一つの理由と考えられる。 

。 

即ち、日本の雇用システムは、大企業を中心に、企業と通常の労働者との間で、

職業生涯を通じてキャリア形成 72

                         
69 この背景には、バブル崩壊以降の厳しい経済情勢の中で、「人件費が割安な」パートタ

イム労働者を求める企業側の需要の高まりや、ICT化等により定型化した業務について、

パートタイム労働者が従事するようになってきたことがあると考えられる。なお、厚生

労働省「パートタイム労働者総合実態調査」（平成 18年）と（独）労働政策研究・研修

機構「短時間労働者実態調査」（平成 22年）を比較すると、「短時間労働者を雇用する

理由」（複数回答）について、「人件費が割安なため」が減少している一方で、「簡単な

仕事内容なため」は増加している。図表 36参照 

を図ることを合意し、その雇用を保障し、生涯

また、「都合の良い時間（日）に働きたい」としてパートタイム労働を選択する者が

あることに加え、「正社員として採用されなかった」パートタイム労働者が一定程度存

在していることもあると考えられる。 
70 職務が正社員とほとんど同じパートタイム労働者がいる事業所について、厚生労働省

「パートタイム労働者総合実態調査報告」によると、平成 13年の 40.7%から平成 18年

には 51.9%に増加しているが、（独）労働政策研究・研修機構「短時間労働者実態調査」

によると、平成 22年には、24.4%となっている。 

  一方、同じ仕事を行っている正社員がいるとするパートタイム労働者について、厚生

労働省「パートタイム労働者総合実態調査報告」によると、平成 18年には 56.8%となっ

ており、（独）労働政策研究・研修機構「短時間労働者実態調査」によると、平成 22年

には 54.8%となっている。 
71 「職務が同じ正社員がいる」又は「責任の重さは違うが、同じ業務の正社員がいる」と

したパートタイム労働者（全体の 54.8%）に関し、正社員と比較した自らの賃金水準に

ついて、53.1%が「正社員より賃金水準は低いが納得している」とする一方、28.1%が「正

社員より賃金水準は低く納得していない」としており、「納得できない」理由としては、

「正社員と同じ内容の仕事をしているのに差があるから」が 73.9%となっている。 
72 「キャリア形成」とは、労働者が自らの職業生活設計に即して必要な職業訓練等を受け
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賃金と貢献度に基づき賃金を決定しつつ、集中的に訓練を行う仕組みとして機能

を果たしてきた。また、労使間の信頼醸成という点でも効果的であり、一つのソ

フトパワーとしてこれまでの日本企業の競争力の源泉となってきた 73

一方、パートタイム労働者については、職務の内容が軽易であることが多いこ

と、有期労働契約であることが多いこと等から、その賃金は、外部労働市場の需

給関係や地域の賃金相場の影響を強く受けている。また、教育訓練投資の回収が

見込み難いため、教育訓練については、職務に従事するための導入訓練は実施さ

れるものの、キャリア形成のための訓練は限定的なものとされる傾向にある。 

。 

このような日本の雇用システムの特徴を踏まえながらも、パートタイム労働者

についても働き・貢献に見合った公正な待遇を実現するため、平成 20 年 4 月か

ら施行されたパートタイム労働法では、通常の労働者と同視すべきパートタイム

労働者について差別的取扱いを禁止するとともに、その他のパートタイム労働者

については、通常の労働者との均衡のとれた待遇確保に努めるよう事業主に求め

ている。 

しかしながら、通常の労働者とパートタイム労働者の間に、依然として待遇の

格差が存在する中で、パートタイム労働者も含めて労働者の働き・貢献に見合っ

た公正な待遇をより一層確保していくことは、社会の公正という観点から、極め

て重要である。 

 

（２）パートタイム労働者が能力を発揮する社会 

人口減少社会を迎えようとしており 74、今後、ますます労働力供給が制約され

る日本では、「全員参加型社会」75

一方、短時間労働は、様々な事情により就業時間に制約のある者が従事しやす

い働き方として、また、ワーク・ライフ・バランスを実現しやすい働き方として、

位置付けることができる。したがって、パートタイム労働者が能力を十分に発揮

できるような条件を整備しつつ、その積極的な活用をしていくことは、女性や高

齢者の就業拡大にもつながることが期待される。その条件整備として、パートタ

イム労働者の均衡待遇の確保を一層促進していくとともに、均等待遇を目指して

いくことが必要である。 

の実現に向け、若者、女性、高齢者、障害者

をはじめ就労を希望する者の支援を進めることが重要な課題となっている。 

                                                                           
る機会が確保され、必要な実務経験を積み重ね、実践的な職業能力を形成することをい

う。 
73 厚生労働省「雇用政策研究会報告書」（平成 22年 7月）14～15頁及び（独）労働政策研

究・研修機構「雇用形態による均等処遇についての研究会報告書」（平成 23年 7月）15

頁参照 
74 図表 51参照 
75 図表 52及び 53参照 
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なお、これらを踏まえ、パートタイム労働者一人一人が、キャリアの見通しを

持ち、均等な待遇を得て、高い意欲を持ち続け、その能力を有効に発揮すること

により、企業でも生産性が向上し高い経営パフォーマンスが生み出され、ひいて

は日本経済の持続的発展がもたらされることになるであろう 76

  

。 

（３）パートタイム労働者の多様な就業実態や企業の雇用管理制度等を踏まえた

対応 

1でみたとおり、パートタイム労働者の中には、勤務時間や日数が柔軟な働き

方を自ら選択している者も多い一方で、待遇や雇用の安定について不満・不安

を持つ者や、通常の労働者として採用されずパートタイム労働を選択せざるを

得なかった者もいる。なお、女性労働者については、依然として女性が家庭責

任の多くを担っている現状の中 77、「家庭の事情（育児・介護等）で正社員とし

て働けない」としてパートタイム労働者を選択している者 78

また、定型的で軽易な職務に従事する者だけでなく基幹的役割を担う者も存

在し、若年層や高齢層を中心に男性のパートタイム労働者が増える

や出産、育児等によ

り離職した後、再就職の機会にパートタイム労働者しか選択できなかった者も

存在している。 

79

一方、企業では、例えば、パートタイム労働者について基幹的職務に従事す

る者を中心に職務給に職能要素も組み合わせた賃金体系を採用するなど、雇用

管理や給付の実態は様々となってきている。 

など、働き

方の実態は非常に多様になっている。 

今後のパートタイム労働対策の在り方については、パートタイム労働者や通

常の労働者の多様な就業実態や、企業の雇用管理の多様な実態を踏まえ、きめ

細かく対応できる方策を検討する必要がある。 

                         
76 （独）労働政策研究・研修機構「非正規社員のキャリア形成－能力開発と正社員転換の

実態－」労働政策研究報告書 No.117 （2010年 3月）によれば、パートタイム労働者を

含む非正規社員について、OJT、Off-JT ともに、企業内訓練を受講した場合には、職業

能力に関する自己評価が高まるとともに、生産性も向上し、また、企業において、非正

規社員にとりキャリア形成機会の見通しがあるほど、非正規社員は、仕事内容の高度化

等による技能の向上を経験している。 
77 厚生労働省「変化する賃金・雇用制度の下における男女間賃金格差に関する研究会報告

書」（平成 22年 4月）3頁参照 
78 （独）労働政策研究・研修機構「短時間労働者実態調査」（平成 22年）によると、「家

庭の事情（育児・介護等）で正社員として働けない」としてパートタイム労働者を選ん

でいる女性は 28.5%となっている。 
79 1 週間の所定労働時間が 35時間未満の労働者は、1989年には、男性 367万人、そのう

ち 15～34歳層は 122万人（33.2%）、55～64歳層は 92万人（25%）であったが、2010 年

には、男性 447万人、そのうち 15～34歳層は 143万人（32%）、55～64歳層は 191万人

（42.8%）となっている。 
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３ パートタイム労働の課題 

 

（１）通常の労働者との間の待遇の異同 

イ 差別的取扱いの禁止（パートタイム労働法第 8 条） 

    パートタイム労働者が、パートタイム労働という理由のみで不合理な待遇

を受けることなく、日本経済を支える重要な労働力として、高い意欲を持ち

続け、その能力を有効に発揮していくためには、働きや貢献に見合った待遇

が確保されることが重要である。そのため、パートタイム労働法では、「通

常の労働者 80

「通常の労働者と同視すべき」であるかどうかを判断するに当たっては、

日本の雇用システムが、ある程度長期の雇用を想定して、人材育成を行うと

ともに待遇が決定されていることから、長期的な観点を無視できないため、

①職務の内容（業務の内容及び責任の程度）が同一であることに加え、②人

材活用の仕組み・運用等が同一であること、③事業主と無期労働契約（反復

更新することにより、無期労働契約と同視できる有期労働契約を含む。）を

締結していることを要件としている。 

と同視すべき」パートタイム労働者について、差別的取扱いを

禁止している。 

3要件に該当するパートタイム労働者は、実態調査によると、調査対象パ

ートタイム労働者の 0.1%81

                         
80 パートタイム労働法で、「通常の労働者」とは、「当該業務に従事する者の中にいわゆる

正規型の労働者がいる場合は、当該正規型の労働者をいい、当該業務に従事する者

の中にいわゆる正規型の労働者がいない場合については、当該業務に基幹

的に従事するフルタイム労働者 (以下「フルタイムの基幹的労働者」とい

う。 )」をいう。「いわゆる正規型の労働者」については、「社会通念に従い、当該労

働者の雇用形態、賃金体系等（例えば、労働契約の期間の定めがなく、長期雇用を前提

とした待遇を受けるものであるか、賃金の主たる部分の支給形態、賞与、退職金、定期

的な昇給又は昇格の有無）を総合的に勘案して判断するものであること」とされ、「フ

ルタイムの基幹的労働者」については、「当該業務に恒常的に従事する 1 週間の

所定労働時間が最長の、正規型の労働者でない者を指し、一時的な業務の

ために臨時的に採用されているような者は含まないものであること。ただ

し、この者が、当該事業所において異なる業務に従事する正規型の労働者

の最長の所定労働時間と比較してその所定労働時間が短い場合には、その

ような者は「通常の労働者」に含めることとはならないものであること」

とされている。平成 19年 10月 1日付け基発第 1001016号、職発第 1001002 号、能発第

1001001号、雇児発第 1001002号「短時間労働者の雇用管理の改善等に関する法律の施

行について」第 1の 3（3） 

となっているが、今後、第 8条の規定を活用して

81 （独）労働政策研究・研修機構「短時間労働者実態調査」（平成 22年）で、短時間労働

者の人数が最も多い職種に就いている短時間労働者のうち、3 要件に該当する短時間労

働者が、短時間労働者総数に占める割合は 0.1%となっている。なお、「短時間労働者の

人数が最も多い職種に就いている短時間労働者」は、調査対象である全短時間労働者の
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パートタイム労働者の雇用管理の改善を進める余地は小さい状況となって

いる。 

3要件を満たすパートタイム労働者が少ないのは、企業で、パートタイム

労働法を遵守するため、通常の労働者とパートタイム労働者の職務内容を明

確に区分したり、雇用処遇制度を改善するなど、上記要件に即して差別的取

扱い禁止対象となるパートタイム労働者の活用の解消を図っていることも

その要因と考えられる 82

このような現状を踏まえ、日本の雇用慣行の下、上記 3要件がパートタイ

ム労働者の均等待遇の確保を図る手段として合理性を有しているか、単に企

業のネガティブ・チェックリストとして機能しているのではないか、また、

あらゆる待遇につき一律に 3要件が不可欠となるのかなどの点を含め、その

在り方について検討する必要があると考えられる。 

。 

 ロ 均衡待遇の確保（パートタイム労働法第 9条） 

   1でみたとおり、事業主が、パートタイム労働者の賃金を決定する際に

考慮している要素について、「能力、経験」や「職務の内容」が、「地

域での賃金相場」や「最低賃金」を上回り、また、「職務の成果」も考

慮されるようになり、一定の効果はあると考えられる。 

しかしながら、会社や仕事に対し不満・不安があるパートタイム労働者は

約 6割となっており、そのうち、賃金に対する不満・不安が最も高くなって

おり、パートタイム労働者の待遇改善に対するニーズは高いと考えられる。

同時に、都道府県労働局雇用均等室による是正指導も一定程度実施している

ことから、より一層の待遇改善を推進する方策について検討する必要がある

と考えられる。 

 

（２）待遇に関する納得性の向上（パートタイム労働法第 13 条） 

1でみたとおり、「業務が正社員と同じ」又は「業務及び責任が正社員と

同じ」とするパートタイム労働者のうち、「正社員より賃金水準は低いが、

納得している」とする者が 53.1%となっており、パートタイム労働法第 13

条の効果は一定程度あったと考えられる。一方で、会社や仕事に対し不満・

不安があるパートタイム労働者は約 6割となっており、また、都道府県労働

局雇用均等室に対するパートタイム労働者の相談内容についても、第 13条

に関するものは、第 6条に関するものに次いで多くなっていることから、パ

                                                                           
84.4%に該当する。 

82 （独）労働政策研究・研修機構「短時間労働者実態調査」（平成 22年）によると、改

正パートタイム労働法の施行に伴い、「正社員と短時間労働者の職務内容の区分（違い）

を明確にした」事業所が 14.1%となっている。 
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ートタイム労働者が、事業主に対し説明を求める潜在的なニーズは一定程度

あると考えられる。 

しかしながら、1でみたとおり、過去 2年間に実際にパートタイム労働者

から待遇に係る説明を求められた事業主は 2割程度となっており、パートタ

イム労働者は、実際には、事業主に説明を求めることが必ずしも容易でない

状況がうかがえる 83

このため、パートタイム労働者が、事業主から、安心して十分な説明を受

けられるよう、「パートタイム労働者からの求め」という要件が必要である

かどうかも含めて検討し、パートタイム労働者の納得性をより一層向上させ

る方策を検討する必要があると考えられる。 

。 

 

（３）教育訓練（パートタイム労働法第 10条）  

   1 でみたとおり、第 10 条第 1 項に関していえば、通常の労働者と職務が

同じパートタイム労働者に対する、職務遂行に必要な能力を付与する教育訓

練の実施率は、通常の労働者に対する実施率よりも低くなっている。 

また、第 10 条第 2 項に関していえば、パートタイム労働者が従事する職

務に必要な導入訓練は、事業所で一定程度実施されている一方、キャリア形

成 84

なお、能力開発基本調査を分析すると、パートタイム労働者を含む正社員

以外

のための教育訓練については、必ずしも十分に行われていない。 

85に対するOff-JT及び計画的なOJTの実施率、さらに自己啓発の実施率

についても、正社員の実施率の約半分となっている 86

このように、第 10 条の規定の実効性は、特にパートタイム労働者のキャ

リア形成という観点からは、必ずしも十分ではないと考えられる。 

。 

    パートタイム労働者にとっては、キャリア形成の機会が十分得られないこ

とは、働くインセンティブが阻害され、さらに、待遇が改善する機会が得ら

れないことから、通常の労働者との待遇の格差を是正することが難しくなる

おそれがある。このため、教育訓練を通じてパートタイム労働者のキャリア

形成を促進していくための方策を検討する必要があると考えられる。 

                         
83 その原因としては、パートタイム労働者の契約上の地位（交渉力）が弱いこと等が考え

られる。 
84 「キャリア形成」とは、労働者が自らの職業生活設計に即して必要な職業訓練等を受け

る機会が確保され、必要な実務経験を積み重ね、実践的な職業能力を形成することをい

う。 
85 「正社員以外」とは、常用労働者のうち、「嘱託」、「契約社員」、「パートタイム労働者」

又はそれに近い名称で呼ばれている人などをいう。なお、派遣労働者及び請負労働者は

含まない。厚生労働省「平成 22年度能力開発基本調査」 

86第 6回研究会資料 3参照 
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（４）通常の労働者への転換の推進（パートタイム労働法第 12条） 

1でみたとおり、パートタイム労働者の通常の労働者への転換推進措置を

実施している事業所は約半数であり、そのうち、過去 3年間に実際にパート

タイム労働者を通常の労働者へ転換させた事業所は約 4割となっており、そ

の更なる推進が必要であると考えられる。 

また、1でみたとおり、パートタイム労働者は、雇用が不安定であったり、

勤続が長いにもかかわらず有期労働契約であることを不満・不安に感じてお

り、雇用の安定を志向する一方で、様々な事情により、勤務時間や日数が柔

軟な働き方を自ら選択し、通常の労働者への転換よりも、むしろパートタイ

ム労働者を続けたいと考えている者の方が多い。 

1で、正社員への転換推進措置を実施している事業所の約 4割で中間形態

を設けていることも示したが、このような現状を踏まえると、パートタイム

労働者にとっては、責任や拘束度などの面から働き方の大きく異なる「通常

の労働者」への転換だけでなく、雇用の安定というパートタイム労働者のニ

ーズに応える方策があるかどうかについて検討する必要があると考えられ

る。 

    

（５）パートタイム労働法の実効性の確保 

イ 事業主に対する報告徴収、勧告等（パートタイム労働法第 16条） 

パートタイム労働法違反を把握した場合については、都道府県労働局雇用

均等室で、助言・指導・勧告により是正を図っているが、長期間にわたり是

正されない事案も見られる。 

また、パートタイム労働法の主要規定である第 8 条及び第 9 条に係る助

言・指導・勧告については、事業所でのパートタイム労働者及び通常の労働

者の就業実態や、賃金制度等の雇用管理制度及びその運用について、事業主

に対し詳細な資料の提出を求めヒアリングを実施することが不可欠となる

が、事業主の協力が得られない場合もある。 

このため、事業主に対し、より強力に法の遵守を求める方策について検討

する必要があると考えられる。 

 

  ロ 紛争解決援助（パートタイム労働法第 21・22条） 

1でみたとおり、紛争解決援助の利用実績が少ないが、これについては、

例えば、第 8条該当者として紛争解決援助を開始したが、事後的に、該当者

ではないことが明らかになった場合には、紛争解決援助を継続できなくなる
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ように、義務規定に係る紛争のみを対象としていること 87

このため、パートタイム労働法の実効性をより一層確保するためには、

これらの課題を踏まえた紛争解決援助の在り方について検討する必要があ

ると考えられる。 

や、さらなる周知

が必要であることなどが理由であると考えられる。 

 

（６）その他  

○ 税制、社会保険制度等関連制度 

1でみたとおり、現在、就業調整を行っているパートタイム労働者は 4人

に 1人 88

現在の社会保険制度では、健康保険・厚生年金に加入している者の被扶

養配偶者は保険料を負担していない。しかし、年間収入が 130万円を超える

と、国民健康保険・国民年金の被保険者に、労働時間や勤務日数が通常の労

働者のおおむね 4分の 3以上になると、健康保険・厚生年金の被保険者とな

り、自ら保険料を負担しなければならず、手取り収入がかえって減少してし

まう場合がある。加えて、事業主もパートタイム労働者を雇用する理由とし

て「人件費が割安なため」を挙げている

、就業調整を行う必要がないとして就業調整の水準以下で働く者が

約 4 割となっている。パートタイム労働者が就業調整を行う理由としては、

社会保険制度や税制等の適用に伴う負担の存在が挙げられる。 

89

また、税制上の配偶者控除については、世帯の収入の逆転現象は解消さ

れているが、事業主が支給する家族手当等については、配偶者の所得要件を

税制上の配偶者控除と同様の 103 万円以下とする制限を設けている企業が

今なお多数であり、これを超える場合には、家計としての所得が減少してし

まうこともある。こうした社会保険制度、税制等の適用に伴う負担の存在が、

パートタイム労働者が就業調整を行う一因となっていると考えられる。 

ことから、事業主は、パートタイ

ム労働者への健康保険・厚生年金の適用に伴う負担の増加を懸念すると考え

られる。 

このような税・社会保険制度、事業所の手当制度を前提とすると、就業

調整は、パートタイム労働者にとっても、一定の経済合理性を有するとも考

えられる 90

                         
87 なお、このような場合には、紛争解決援助を打ち切り、第 16条に基づく報告徴収に切

り替え、行政指導を行うか、又は、個別労働関係紛争の解決の促進に関する法律（平成

13 年法律第 112号）に基づく個別労働紛争解決制度の利用を勧奨している。 

。ただし、社会保険の適用を受けることには、保険料負担によっ

88 （独）労働政策研究・研修機構「短時間労働者実態調査」（平成 22年） 
89 図表 36 参照 
90 年収・手取り額への税・社会保険制度等の影響については、第 7回研究会資料 5・12頁

参照 
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て手取り収入が減少するという側面があるものの、厚生年金の給付など負担

に応じてより手厚い保険給付を得ることができるという側面もある。パート

タイム労働者が就業調整を行う背景には、社会保険の適用を受けることのメ

リットについて、理解が必ずしも進んでいない現状があると考えられる。 

一方で、有配偶の女性パートタイム労働者のうち、就業調整を行ってい

る者は、就業調整を行っていない者に比べ、週所定労働時間数は約 22%短く、

また、時間当たり賃金額は約 6%低くなっている 91との推計結果が示すとおり、

就業調整は、労働時間数の低下をもたらすことにより、キャリア・ラダー92

  

の

形成を抑制し、パートタイム労働者の職業能力を発揮する機会を阻害すると

ともに、賃金の上昇が抑制されることにより、パートタイム労働者の待遇の

改善をも阻害していると考えられる。 

                         
91樋口美雄「『専業主婦』保護政策の帰結」八田達夫・八代尚宏編『「弱者」保護政策の

経済分析』日本経済新聞社（平成 7年）及び神谷隆之「女性労働の多様化と課題－税・

社会保険制度における位置づけ」『フィナンシャル・レビュー』（平成 9年 12月号）

の分析枠組みを踏襲し、（独）労働政策研究・研修機構「短時間労働者実態調査」（平

成 22 年）に基づき、就業調整による週所定労働時間数、時間当たり賃金額への影響を

推計。第 7回研究会資料 6参照 
92 「キャリア・ラダー」とは、「現在の仕事に固定されることなく条件の良い仕事へ移行

が可能な環境」のことをいう。厚生労働省「雇用政策研究会報告書」（平成 22 年 7月）

18 頁 
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４ 検討に当たっての留意事項 

 

（１）有期労働契約の在り方の検討との整合性確保  

有期労働契約の在り方については、昨年 10月以降、労働政策審議会労働

条件分科会で、均等・均衡待遇及び正社員への転換の推進も含め、検討が進

められており、本年 8月、これまでの労使の意見や今後の検討での留意点等

を整理した「議論の中間的な整理」が公表された。 

パートタイム労働者の多くが有期労働契約で雇用されていることから、

パートタイム労働対策の在り方については、有期労働契約の在り方の検討と

整合性を図りつつ、検討する必要がある。 

       

（２）比較法の視点に基づく検討 

EUでは、EU指令及びその国内法化等による各国の法制で、パートタイム

労働、有期契約労働、派遣労働等の雇用形態を理由とする、合理的な理由の

ない不利益取扱いが禁止されている。 

その背景には、人権保障の観点のみならず、人的資源を最大限活用する

ことは企業競争力の向上につながり、経済成長や雇用の増大をもたらすとい

う雇用政策的な観点がある。 

他方、アメリカでは契約自由の原則から、雇用形態に基づく不利益取扱

いは禁止されていない。その背景には、フルタイム・無期契約労働者などの

正規型又は正規型類似の労働者についても EUや日本のような解雇保護規制

がないという事情がある。 

このように、雇用形態に基づく不利益取扱いについては、国際的にみて

対応が分かれている。 

また、EU諸国のような、パートタイム労働であることを理由とする合理

的な理由のない不利益取扱いを禁止する法制については、基本的に裁判によ

る実現となっている一方、日本のパートタイム労働法については、雇用の分

野における男女の均等な機会及び待遇の確保等に関する法律（昭和 47年法

律第 113号。以下「男女雇用機会均等法」という。）等と同様に、行政指導

による法の実現を基本としている。 

法の実現手段も含め、比較法の視点に基づき検討するに当たっては、各

国の法制度の背後にある考え方や、賃金制度、社会保障制度、労働市場の在

り方など、パートタイム労働を取り巻く諸制度の相違にも十分留意する必要

がある。 
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（３）社会保障・税一体改革成案及び第 3次男女共同参画基本計画  

   本年 7月 1日に、「社会保障・税一体改革成案」（以下「成案」という。）

が閣議報告された。 

成案は、「社会保障改革の推進について」（平成 22年 12月 14日閣議決定）

に基づき、政府・与党による社会保障改革に関する集中的な検討の成果をも

とに、社会保障と税の一体改革の具体的方向について取りまとめたものであ

り、①子ども・子育て、②医療・介護等、③年金、④就労促進、⑤貧困・格

差対策等の分野での具体策及び工程が示されている。 

このうち、④就労促進の具体的改革項目として、「ディーセント・ワーク

（働きがいのある人間らしい仕事）の実現を図る」が挙げられており、パー

トタイム労働法の見直しについては、社会保障と税の一体改革の具体化の一

つとして行われるべきものである。 

また、昨年 12月 17日に、第 3次男女共同参画基本計画（以下「基本計画」

という。）が閣議決定された。 

基本計画では、「労働者が、多様でかつ柔軟な働き方を選択でき、それぞ

れの職務や能力に応じた適正な処遇・労働条件が確保されることは、女性の

能力発揮の促進を図る上での重要な課題である。このため、同一価値労働同

一賃金に向けた均等・均衡待遇の推進の取組として、パートタイム労働者と

正社員との均等・均衡待遇の推進など、多様な働き方の雇用の質を向上させ

るための施策を推進する。」とされている。今後のパートタイム労働対策に

ついては、基本計画に留意し検討する必要がある。 

 

（４）東日本大震災が企業に与える影響 

 本年 3月 11日、東日本大震災が発生した。 

 東日本大震災は、その被害が東日本の極めて広域に及ぶだけでなく、大

規模な地震と津波に加え原子力発電施設の事故が重なるという、未曾有の複

合的な大災害であり、被災地域の経済活動の停滞が連鎖的に全国各地の企業

活動や国民生活に支障を及ぼしているため、今後のパートタイム労働対策の

検討に当たり留意が必要である。 

 なお、この点に関し、このような厳しい社会経済情勢だからこそ、パー

トタイム労働者の意欲と能力を活用することが重要であるとの意見があっ

た。 
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第２ 今後のパートタイム労働対策 

 

第 2では、第 1でみてきた事項に留意しつつ、パートタイム労働者の雇用管理

の改善等をより一層進めるために考えられる選択肢を整理することとする。 

選択肢については、当面の課題として措置すべきもの、中長期的な課題とすべ 

きもの、法律による対応が必要なもの、ガイドライン等の実行上の対応により可

能となるものがあると同時に、各選択肢が並立し得るもの、しないものがあり、

その組合せは非常に多岐にわたるものと考えられる。 

しかし、以下では、このような措置すべき時点や手法、また、相互関係にとら

われず、考えられる選択肢を幅広く整理することとする。 

 

１ 通常の労働者との間の待遇の異同 

 

（１） 均等待遇の確保  

 イ 均等待遇の考え方 

パートタイム労働者に対する均等待遇を確保するための法的対応の考え方

としては、各国の関連法制を踏まえると、日本のパートタイム労働法では、「通

常の労働者と同視すべき」パートタイム労働者、即ち 3要件に該当する者であ

るかどうかを厳格にとらえ、同視すべき場合には、事業所の人事制度や賃金制

度・給付内容の如何にかかわらず、例外なく差別的取扱いを禁止 93

一方、EU諸国等の法制は、パートタイム労働であることを理由とする合理的

な理由のない不利益取扱いを禁止

し、通常の

労働者との間で同一性の要件を満たす場合に、賃金を含む待遇全般について同

一に取り扱わなければならないという方法を採っている。 

94

                         
93 パートタイム労働法は、一般に通常の労働者の待遇の方が、パートタイム労働者の待遇

よりも良いものであることを前提に、パートタイム労働者の雇用管理の改善等の措置を

講ずることにより、通常の労働者との間の公正な待遇の確保を図ることを目的としてい

ることから、差別的取扱いを禁止することにより、結果的にパートタイム労働者の待遇

の引下げを行うことは予定していない。 

する方法であり、パートタイム労働である

94「EU 諸国では、雇用分野における差別を禁止する法制として、人種、性別などを理由と

する差別を禁止する人権保障に係る「均等待遇原則（差別的取扱い禁止原則）」、及び非

正規労働者の処遇改善等の観点から、雇用形態（パートタイム労働・有期契約労働・派

遣労働）を理由とする不利益取扱いを禁止する雇用形態に係る「均等待遇原則（不利益

取扱い禁止原則）」が存在する。」 

「EU 対象国（EU、ドイツ、フランス、イギリス及びスウェーデン）において、雇用形

態に係る「均等待遇原則」とは、非差別原則等とも称され、差別禁止の範疇で議論され

ていることも少なくないが、その規制内容を法的に分析すると、差別的取扱い禁止原則

とは異なり、非正規労働者の処遇改善の観点から、賃金を含む労働条件等につき、雇用
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ことを理由とする不利益取扱いのみを要件とし、「合理的な理由」を柔軟に解

することにより、様々な制度・給付の目的や性質に応じた対応を可能としてい

る。 

 

 ロ 今後の在り方 

  ① 3要件の在り方とパートタイム労働者であることを理由とする合理的な

理由のない不利益取扱いの禁止 

 

○ パートタイム労働法第 8条の 3要件の在り方については、家族的責任との

両立など様々な事情により、短時間勤務や限定された勤務地を志向するパー

トタイム労働者にとって「人材活用の仕組み・運用等が同一であること」の

要件を満たすことは困難であり、「職務の内容が同一であること」の要件の

みでよいのではないかという意見や、職務の内容ではなく、長期的な観点か

ら、職務遂行能力等に基づき待遇が決められることが一般的な日本では、「職

務の内容が同一であること」との要件はむしろ有効ではなく、「人材活用の

仕組み・運用等が同一であること」との要件のみでよいのではないかという

意見があった。 

  また、職務の変更に伴う職務遂行能力の向上により賃金を決定する職能給

の場合には、「人材活用の仕組み・運用等が同一であること」を、通常の労

働者とパートタイム労働者との待遇を同じくする要件とすることは合理的

であり、職務に基づき賃金が決定されている場合には、「職務の内容が同一

であること」を要件とすることは合理的であるが、そういった賃金制度の違

いを考慮せず、すべての事業主に対し、一律に 3要件を適用していることが

問題ではないかとの意見もあった。 

  なお、「通常の労働者と同視すべき」パートタイム労働者を判断する 3要

件のうち、無期労働契約（反復更新することにより無期労働契約と同視でき

る有期労働契約を含む。）であることの要件については、有期労働契約の在

り方に関する議論の状況も見つつ、検討することが必要と考えられる。 

                                                                           
形態（パートタイム労働・有期契約労働・派遣労働）を理由とする不利益取扱いを禁止

するものと解される。 

 雇用形態に係る「均等待遇原則（不利益取扱い禁止原則）」は、正規・非正規労働者間

の処遇格差が問題となる中、主に労働政策上の要請から、非正規労働者の処遇改善等を

図ることを目的として導入された原則であることから、正規労働者と比べて、非正規労

働者を不利に取り扱うことを禁止し、かつ、有利に取り扱うことは許容する、片面的規

制であることが特徴である。 

なお、雇用形態の違いを理由とする異別取扱いは、客観的（合理的）理由があれば許

容される。」（独）労働政策研究・研修機構「雇用形態による均等処遇に関する研究会報

告書」（平成 23年 7月）30～31頁 
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さらに、今後のパートタイム労働法の見直しに当たっては、第 8条の規定

を活用したパートタイム労働者の雇用管理の改善の実効を上げていくため

には、その適用範囲を広げていくことを検討すべきであり、その際には、第

8条の 3要件が、企業のネガティブ・チェックリストとして機能しているの

ではないかとの懸念及び事業所の賃金制度が多様であることに対応する観

点から、事業主はパートタイム労働者であることを理由として、合理的な理

由なく不利益な取扱いをしてはならないとする法制を採ることが適当では

ないかとの意見もあった。 

 

○ この点に関し、「合理的な理由」は個別の事案で判断されるため、事業主

にとって、何が「合理的な理由」に当たるか等の判断を行うことが難しく、

どのような雇用管理を行うべきかがあらかじめ明らかではないため、かえっ

て紛争が増大するのではないかとの指摘もある。また、行政指導を行うこと

が困難な場合も生じるのではないかとの意見もある。 

  このような問題点を踏まえ、労使双方にとり予測可能性を確保するために、

「合理的な理由」の考慮要素となり得るものについて、一定の例をガイドラ

インで示すこととし、行政指導等による履行確保の際に利用するとともに、

司法手続で参考とされることを期待することが適当ではないかとの意見も

あった。 

この場合に、EU諸国では、「合理的な理由」として、雇用形態に係る不利

益取扱い禁止原則については、勤続年数、学歴、資格、職業格付け等、「同

一（価値）労働同一賃金原則」については、労働時間や就業場所の変更にど

れだけ対応できるかという点やキャリアコースなどが考慮されている 95

                         
95 第 2回研究会資料 5参照。これに関連し、「雇用形態に係る不利益取扱い禁止原則の適

用に当たり、異別取扱いを許容する客観的（合理的）理由については、問題となる給付

等の性質・目的に応じて柔軟な判断がなされる傾向がみられ、その判断要素も、勤続期

間、学歴、資格、職業格付けなど様々な点が考慮に入れられている。」「EU対象国にお

ける雇用形態に係る不利益取扱い禁止原則の判例等の中で、異別取扱いを許容する客観

的（合理的）理由の判断要素として、人材活用の仕組み・運用等が明示的に取り上げら

れたものはなかった。しかし、・・・人権保障に係る「均等待遇原則」に由来する「同

一（価値）労働同一賃金原則」に関して、人材活用に通ずる要素について異別取扱いの

正当化事由と解する考え方が見られた。このことは、日本及び EU対象国における正規

労働者と非正規労働者の働き方の違いに留意する必要はあるものの、EU対象国におけ

る雇用形態に係る不利益取扱い禁止原則についても、同様の考え方が認められる可能性

を示唆しているように思われる。」（独）労働政策研究・研修機構「雇用形態による均等

処遇についての研究会報告書」（平成 23年 7月）34 頁 

こ

とを踏まえると、日本の雇用システムでの「合理的な理由」の考慮要素の例

としても、諸外国の例を参考に、幅広く考えられるのではないかとの意見が

あった。 
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なお、「合理的な理由」の考慮要素を検討するに当たっては、間接差別を

構成する要件 96

 

との関係に留意することが必要であるとの意見があった。 

 ○ また、通常の労働者との間で同一性要件を満たす場合に同一待遇を求め

る法制と、パートタイム労働であることを理由とする合理的な理由のない不

利益取扱いを禁止する法制を比較した場合、前者の「同一性要件」の判断と

後者の「合理的な理由」の判断は一定程度重複すると考えられ、前者の要件

の一部又は全部の不充足を給付内容に応じて「合理的な理由」の根拠とみる

こともできるため、両者の法制は連続性を持ち得るとの意見があった。一方

で、「同一性要件」や「合理的な理由」の各構成要素の立証責任の分配につ

いては、前者の法制のもとでパートタイム労働者が訴訟を提起した場合には、

労働者側が 3つの「同一性要件」を満たす事実を立証し、事業主がこれに対

する反証を行うこととなるが、後者の法制でも、給付内容に応じ労働者側が

比較可能性の立証を行い、使用者が「合理的な理由」の根拠となる事実を立

証することとなるため、立証責任の一部が転換されるに過ぎないと考えられ

るが、いずれにしても、立証責任の在り方も整理する必要があるとの意見が

あった。さらに、後者の法制を採る場合には、職務関連給付（基本給等）と

職務関連給付以外の給付（通勤手当、忌引き等）ごとに、要件の在り方や時

間比例原則を適用するかどうかについて検討する必要があるとの意見があ

った。 

 

○ このように、パートタイム労働法第 8条については、3要件の在り方を含

め、適用範囲の拡大の方策について十分に議論する必要がある。仮に、すべ

てのパートタイム労働者を対象として、事業主はパートタイム労働者である

ことを理由として、合理的な理由なく不利益な取扱いをしてはならないとす

る法制を採る場合には、「合理的な理由」に係る事業主の予測可能性の確保、

その場合の労使間のコミュニケーションの在り方、行政の関与の在り方、司

法手続を踏まえた私法上の効力の設定等について十分に議論する必要があ

ると考えられる。 

 

② フルタイム有期契約労働者  

○ この他、パートタイム労働法第 8条の限られた適用範囲を広げていくとの

観点から、パートタイム労働法の施行状況をみると、パートタイム労働法が

                         

96 男女雇用機会均等法第7条及び雇用の分野における男女の均等な機会及び待遇の確保等

に関する法律施行規則（昭和 61年労働省令第 2号）第 2条参照 
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適用されないフルタイム有期契約労働者に関する相談が一定件数挙がって

いること 97

  「短時間労働者の雇用管理の改善等に関する法律の一部を改正する法律案

に対する附帯決議」（平成 19年 5月 24日参議院厚生労働委員会）でも「い

わゆるフルタイムパート（所定労働時間が通常の労働者と同じである有期契

約労働者）についても本法の趣旨が考慮されるべきであることを広く周知し、

都道府県労働局において、相談に対して適切に対応すること」とされており、

パートタイム労働法第 14条第 1項に基づく「事業主が講ずべき短時間労働

者の雇用管理の改善等に関する措置等についての指針」（平成 19年厚生労働

省告示第 326号。以下「パートタイム労働指針」という。）第二の三で、「所

定労働時間が通常の労働者と同一の有期契約労働者については、短時間労働

者法第二条に規定する短時間労働者に該当しないが、短時間労働者法の趣旨

が考慮されるべきであることに留意すること」とされている。 

が注目される。 

  有期契約労働者に係る均等・均衡待遇や正社員転換等については、現在、

労働政策審議会労働条件分科会で、その在り方が検討されている。 

 

○ これらを踏まえ、パートタイム労働者と同様に雇用管理の改善が必要であ

るフルタイム有期契約労働者について、実質的に期間の定めがないとみられ

るものを含め、パートタイム労働法の適用対象の拡大の可否という視点から

検討することが重要であると考えられ、有期労働契約の在り方に関する議論

を見極めつつ、検討する必要があると考えられる。  

 

（２） 均等待遇の対象とならないパートタイム労働者の待遇改善 

イ 待遇改善の考え方 

○ パートタイム労働法第 8条の均等待遇の対象とならない場合であっても、

パートタイム労働者の待遇改善に対するニーズは高いものと考えられる。都

道府県労働局雇用均等室では、パートタイム労働法第 9条に係る一定の是正

指導を実施しているが、規定の実効性を確保しつつ、より一層の待遇改善の

実現を進めて行くことが課題となっている。 

 

○ この点に関し、パートタイム労働法第 9条の努力義務を義務化することに

より、規制が強化されるとともに、これまで対象外とされていた紛争解決援

助制度も利用できるようになり、実効性の確保にも資することになるという

                         
97 都道府県労働局雇用均等室に対するパートタイム労働者からの相談件数のうち、「指針」

（第 14 条）に関するものは、各年度で 1割程度を占め、「労働条件の文書交付等」や「待

遇に関する説明」に次ぐものとなっているが、このうち、一定程度のものがフルタイム

有期契約労働者に関するものと考えられる。 
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考え方もあり得る。 

 一方、通常の労働者と同視すべきパートタイム労働者、又は通常の労働者

に比べ不利益な取扱いとすることに合理的な理由がないパートタイム労働

者については、待遇について通常の労働者と同じ制度を適用することは当然

であるが、それ以外のパートタイム労働者の賃金については、外部労働市場

の需給関係や、地域の賃金相場の影響を強く受けるのに対して、通常の労働

者の賃金は、生涯賃金と貢献度に基づき内部労働市場で決定されているとい

う違いがあること、また、企業内に多様な人材がいることが企業の競争力と

して必要であることから、企業の中で複数の賃金制度が存在することは認め

ざるを得ないという意見もあった。 

また、パートタイム労働者の採用時の賃金は市場で決まる一方、通常の労

働者の初任給は、一般的には労使間の協議を通じて決まるものであり、採用

時の賃金の違いを理由として、同じ仕事をしているにもかかわらず、賃金が

異なることも合理的と考えられ、パートタイム労働者の採用時の賃金水準に

ついては、別途、最低賃金などの政策的議論をする必要があるという意見も

あった。 

更に、パートタイム労働者と通常の労働者の均衡賃金の決め方として、通

常の労働者と同視すべきパートタイム労働者、又は通常の労働者に比べ不利

益な取扱いとすることに合理的な理由がないパートタイム労働者の均等賃

金とパートタイム労働者の採用時の市場賃金とを線で引いた賃金制度によ

ることは考えられ、採用時の賃金が公正かどうかは、市場をどう捉えるかに

よるという意見もあった。 

このような点を踏まえ、パートタイム労働法第 9条の在り方を検討する必

要がある。 

 

ロ 今後の在り方  

○ 第 9条第 1項については、事業主は、「通常の労働者との均衡を考慮しつ

つ」「その雇用する短時間労働者の職務の内容、職務の成果、意欲、能力又

は経験等を勘案し」職務関連賃金を決定するように努めることとされており、

事業主が行うべき内容が必ずしも明確でないとも考えられる。 

一方で、賃金制度や雇用管理の取組は、個々の事業所ごとに多様であるこ

とから、待遇改善の在り方について、法律等で一律の基準を設けることには

限界があるとの意見もあった。 

  このため、パートタイム労働者の待遇を一層改善するためには、個々の事

業所ごとに、雇用管理の取組やパートタイム労働者のニーズ等の実情に応じ

て、事業主が、自主的にパートタイム労働者の雇用管理の改善等を計画的に
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進めること（いわば積極的改善措置 98

この場合に、例えば、次世代育成支援対策推進法（平成 15 年法律第 120

号）の枠組みを参考に、厚生労働大臣が指針を定め、待遇を改善する具体的

取組をより一層明確にするとともに、この指針に則して、事業主がパートタ

イム労働者の雇用管理の改善等のための行動計画を策定することが考えられ

る。 

の取組）が重要であるとの意見があっ

た。 

行動計画の具体的な内容としては、パートタイム労働者の賃金水準の改善、

パートタイム労働者の賃金制度の見直し、パートタイム労働者に対する教育

訓練の実施、通常の労働者への転換の推進等、個々の事業所の実情に応じた

幅広いものを認めることが考えられる。 

また、次世代育成支援対策推進法の枠組みでは、事業主が、一般事業主行

動計画を策定し、その行動計画に定めた目標を達成するなどの一定の基準を

満たした場合には、その旨の認定を受けることができ、認定を受けた事業主

（以下「認定事業主」という。）は、厚生労働大臣の定める表示を付すことが

できることとされている 99

認定事業主に対する割増償却制度の創設の他、雇用数を一定以上増加させ

た企業に対する法人税額の税額控除制度の創設を盛り込んだ雇用促進税制が

本年度導入されたことを踏まえ、パートタイム労働者の雇用管理の改善等の

ための行動計画を策定した事業主に対し、一定のインセンティブを付与し取

組を促進することが適当であると考えられる。 

。 

 

○ このように、第 9 条第 1 項については、事業主に対し、通常の労働者との

均衡を考慮しつつ、一定の要素を勘案し職務関連賃金を決定することを義務

付けることが適当かどうか、むしろ、事業主が、パートタイム労働者の雇用

管理の改善等を計画的に進めることを促進する枠組みとすることが適当かど

うかについて、十分に議論する必要があると考えられる。 

 

 

 

                         
98 男女共同参画社会基本法（平成 11年法律第 78号）第 2条第 2号 

  なお、事業主の自主的な取組を促そうとする枠組みに関連し、「EUにおいては、社会

の複雑性・不確実性が高まる中、実体規制のみを通じた法違反による事後救済のみでは

十分に効果が上がらないことから、当事者自らによる改善に向けた取組を促す手続規制

を活用する例も見られる。」（独）労働政策研究・研修機構「雇用形態による均等処遇に

ついての研究会報告書」（平成 23年 7月）37頁 
99 次世代育成支援対策推進法第 12条～第 14条 



 

36 

 

ハ 留意点 

○ 均衡待遇の確保の検討に際しては、仮に、パートタイム労働法第 8条に

関し、パートタイム労働者であることを理由とする、合理的な理由のない

不利益取扱いを禁止する法制を採る場合の、第 9条の在り方について検討

する必要があると考えられる。 

このような法制を採っているフランスでは、合理的な理由の有無を柔軟に

判断し、合理的な理由が認められれば事業主に重ねて対応が求められるこ

とはなく、均衡という考え方はないとされている。 

しかしながら、パートタイム労働者全体の待遇改善を目指すためには、①

異なる取扱いに合理的な理由があるパートタイム労働者の待遇について、

合理的な理由のない不利益取扱い禁止とは別に、待遇の改善を図る方法、

②不利益取扱い禁止に係る「合理的な理由」を解釈する中で、均衡の概念

も含め柔軟に解釈する方法（法的に妥当であるかの検討は別途必要になる。）

等について、検討する必要が出てこよう。 

なお、事業主がパートタイム労働者の雇用管理の改善等のための行動計画

に基づき取組を行っている場合、これを、合理的な理由の有無を判断する

際の一つの考慮要素とすることも考えられるとの意見があった。 

 

（３） 職務評価  

イ 職務評価の考え方 

○ パートタイム労働者と通常の労働者との間で、均等・均衡待遇の確保を更

に進めるため、職務分析・職務評価が重要であるとの考え方がある 100

 職務分析・職務評価は、職務の内容を把握するための一つのツールである。

具体的には、職務分析は、職務に関する情報を収集・整理し、職務の内容を

明らかにするプロセスであり、職務評価は、職務分析により明らかにされた

職務の内容に基づき、異なる職務の間で、その大きさを比較し、明確にする

ためのプロセスである

。 

101

 また、職務評価の手法については、職務の全体を捉えて比較する単純比較

法や、職務を構成要素に分解し、構成要素ごとにレベルを付与して判断する

要素比較法、各構成要素に重み付けした上、各構成要素に点数を付与し判断

。 

                         
100 「短時間労働者と通常の労働者との均等・均衡待遇の確保を更に進めるため、参考とな

る先進的な雇用管理事例のほか、職務分析の手法や比較を行うための指標（モノサシ）

について内外の情報を収集するとともに、事業主に対し、それらを提供することにより、

その取組を支援すること。」短時間労働者の雇用管理の改善等に関する法律の一部を改

正する法律案に対する附帯決議（平成 19年 5月 24日参議院厚生労働委員会） 
101 厚生労働省「職務分析・職務評価実施マニュアル」6 頁 
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する要素別点数法等がある 102 103

 

。 

○ イギリス、スウェーデン、カナダ等では、人権保障の観点からの主として

男女間の差別的取扱い禁止の賃金面での一原則である「同一価値労働同一賃

金原則」104

 

に基づく、「同一価値労働」を測るツールとして、職務分析・職

務評価が活用されているが、ここでは、男女間の問題ではなく、雇用形態間

の問題であるパートタイム労働者と通常の労働者との間の待遇の問題に適

用することについて検討する。 

○ この研究会では、職務分析・職務評価の専門家にヒアリングを行ったが、

その中で、職務評価を実施することにより、通常の労働者とパートタイム労

働者のそれぞれの職務評価点が明らかになり、職務評価点に見合った賃金を

計算することができ、その差に応じた賃金を支払うことができるとの見解が

示された。また、①裁判などの紛争解決のツールやガイドラインの設定等に

用いる 105

                         
102 厚生労働省「職務分析・職務評価実施マニュアル」29 頁 

、②ベンチマーク職務のチェックツールとして、イギリスのような

103 ILO 職務評価ガイドブック（Promoting equality: Gender-neutral job evaluation for 

equal pay: A stap-by-step guide）、イギリス、カナダ等の職務評価の手法をみると、

一般に、「知識・技能」「責任」「負担」「労働環境」が 4大要素とされ、これをさらに 2

次的要素に細分化し、2次的要素に重み付けした上、職務の大きさを点数で表し、さら

に、一定の幅の点数を括り一つのグレードとし、一つのグレードに属する職務を同一価

値の職務とする要素別点数法が採られている。また、このような分析的手法に基づく職

務評価の結果について、イギリスでは、訴訟における証拠として採用される。 
104「EU 対象国において、『同一（価値）労働同一賃金原則』とは、人権保障の観点から、

主として性別など個人の意思や努力によって変えることのできない属性等を理由に、あ

る労働者が、他の労働者と比較して、同一（価値）の労働をしていると認められるにも

かかわらず、他の労働者より低い賃金の支払いを受けている場合に、他の労働者と同一

の賃金の支払いを義務づけるものであり、人権保障に係る『均等待遇原則（差別的取扱

い禁止原則）』の賃金に関する一原則と位置付けられるものである。 

 その帰結として、『同一（価値）労働同一賃金原則』も、『均等待遇原則（差別的取扱

い禁止原則）』一般と同様、一方の属性を持つ者を他方より有利に取り扱うことも許さ

ない両面的規制である。 

また、『同一価値労働同一賃金原則』は、元々、男女間の賃金差別につき、性別の違

いによる職務分離がみられる中、『同一労働同一賃金原則』では十分に是正できないこ

とから、異なる職務間でも適用ができるよう、同一労働から同一価値労働へ比較対象を

拡大したものである。」（独）労働政策研究・研修機構「雇用形態による均等処遇に関す

る研究会報告書」（平成 23年 7月）31頁 
105 なお、イギリスでは、労働者が、平等法（Equality Act 2010）に基づき「同一価値労

働同一賃金」違反として雇用審判所に提訴した場合、裁判所より付託された「独立専門

家」が同一価値労働であるかどうかの報告書を作成し、裁判所がその報告書を採用する

かどうかを判断することとされている。 

日本でも、イギリス等の例を参考に、職務評価を紛争解決のツールとすることが考え
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平等賃金レビュー 106等を企業が作成する場合の指標として利用することが

できるとの見解も示された。ただし、職務評価は、単一の賃金体系を企業に

要請するものではなく、また、企業にとっての職務の序列を決めるものであ

り、その得点に比例して賃金の水準を一律に決めるというものではない 107

  また、職務分析・職務評価のプロセスには相当程度の時間を要するとされ

ており

。 

108

このヒアリングの中で、そもそも賃金体系は、総額人件費を一人一人の社

員にどう配分するかという仕組みであって、職務給、職能給、成果給、属人

給等の組合せになっており、職務評価の結果は職務給には反映されるが、賃

金のすべてを決定するものではないとの意見があった。 

、さらに、職務の内容の変更については、一時点の職務を評価する

職務評価の考慮要素にはならないとされている。 

また、職務分析・職務評価は、相当程度の時間を要するプロセスが必要で

あること等から、法律等で企業に一律に強制することは適当ではないのでは

ないかとの意見があった。 

一方で、職務評価のプロセスを企業が明示することにより、使用者が、ど

のような価値を重視しているかを明らかにし、これを労使で共有することを

契機に、待遇についての議論が進むことが期待されるとの意見もあった。 

また、職務分析・職務評価の結果に基づき、通常の労働者とパートタイム

労働者の待遇を決定している場合には、合理的な理由の有無を判断する際の

一つの考慮要素とすることも考えられるとの意見があった。 

  さらに、労働者側が、賃金での差別を主張して訴訟を提起した場合などに、

使用者側は、賃金制度が合理的な基準に基づき設計されていることを反証す

る必要があり、職務評価制度が合理的であることはそのような場合に意味を

持ち得るため、使用者側の賃金制度を合理的なものとするインセンティブに

なるのではないかとの意見もあった。 

 

 

                                                                           
られる旨、職務評価の専門家からの意見があった。 

106 EOC(Equal Opportunity Commission)により作成された「平等賃金に関する行為準則

(Code of Practice on Equal Pay)」(2003 年)で事業主に対し推奨されているものであ

り、具体的には、事業主が、事業所における男女間賃金格差を確認し、格差がある場合

には、平等賃金のための行動計画を策定・実施するプロセスである。第 2回研究会資料

3・7～9頁及び資料 4 
107外部労働市場が活性化している諸外国では、職務評価の結果から当該職務に就いている

労働者の賃金額と労働市場賃金との比較を通じて外部競争力の検証に用いられるのに

対し、日本では、企業の職務の序列を明らかにするために用いられている、との見解も

示された。 
108 ILO 職務評価ガイドブックでは、大企業の場合、1週間に 2～3時間作業するとして、ス

テップ 1～5（職務分析）のプロセスに 2年程度かかるとされている。 
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 ロ 今後の在り方 

○ 職務評価について、イの特性を踏まえると、また、日本では、大企業を中

心に、企業の経営戦略に応じて、職能資格制度等の社員格付け制度を活用し

た人事管理が行われていること、小規模企業の 4割が賃金表を作成していな

い状況にあること 109を考慮すると、パートタイム労働者と通常の労働者と

の間の待遇格差是正の観点から、中小規模の企業を含めた事業主に広範に職

務分析・職務評価を義務付けることは困難であり、むしろ、事業主が、その

雇用管理の在り方やパートタイム労働者のニーズ等の実情に合わせて、職務

評価制度を導入し、労使間で職務評価のプロセス及び結果を共有し、これを

踏まえ通常の労働者とパートタイム労働者との間の待遇について議論を進

めることを促していくことが一つの方向性として考えられる 110

このため、事業主が定めるパートタイム労働者の雇用管理の改善等のため

の行動計画で、職務評価を具体的な取組のメニューの一つとして位置付け、

企業の実情に応じて、職務評価制度の導入を促していくことが考えられる。 

。 

なお、日本の賃金制度については、職務給や職能給等の組合せとなってい

ることや、職務分析の結果が、職務等級基準のみならず職能等級基準でも活

用され得ることから、行動計画により、職務評価と職業能力評価を一体とし

て実施することを促すことも考えられる。 

また、現在、厚生労働省が作成している職務分析・職務評価実施マニュア

ルについては、中小企業も含めたすべての事業主の理解を促進するため、簡

便な単純比較法を中心に説明したものとなっているが、より複雑な要素別点

数法に基づくマニュアルを作成して事業主に提供することにより、そのニー

ズに応じた活用を促していく必要があると考えられる。 

   

ハ 留意点 

職務評価を実施した結果、パートタイム労働者の賃金を上昇させる一方で、

通常の労働者の賃金を下げることが課題となることも考えられる。 

                         
109 （独）労働政策研究・研修機構「雇用形態による均等処遇に関する研究会報告書」（平

成 23 年 7月）38 頁 
110 イギリス及びスウェーデンでは、職務分析・職務評価制度を個別企業単位で導入するこ

とを義務付けてはいないものの、政策的に誘導を進める一方、ドイツ及びフランスでは

職務分析・職務評価は一般的ではなく、同一価値労働であるか否かにつき争いがある場

合には、裁判所が判断するなど、職務分析・職務評価制度の位置付けが、国によって異

なることにも留意が必要である。（独）労働政策研究・研修機構「雇用形態による均等

処遇についての研究会報告書」（平成 23年 7月）38 頁 
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一般に、就業規則の変更により労働条件を引き下げる場合に、変更後の就

業規則を労働者に周知させ、かつ、就業規則の変更が合理的なものであると

きは、変更後の就業規則に定めるところによるとされている 111

職務評価を実施した結果、就業規則を変更することにより、一部の労働者

の労働条件を引き下げることの合理性については、ケースバイケースの判断

となるが、多数組合の合意や、総額人件費は減らさない中で配分を改めたに

過ぎないことを合理性判断の要素としている判例を踏まえると、この 2つの

要素がそろうと合理性が肯定されやすくなるのではないか、特に、パートタ

イム労働者の待遇改善のために多数組合が合意した場合には、相当程度尊重

されるのではないかとの意見があった。 

。 

ただし、労働条件の不利益変更は、事案に応じて労使間で話合いを尽くし

ていたかどうかという問題であり、裁判になった場合には、裁判官が個別に

合理的かどうかを判断するものであるから、多数組合の合意があれば、又は、

総額人件費が一定であれば一部の労働者の労働条件を切り下げてもよいとは

簡単には言えない面があることに留意すべきである 112

  

との意見があった。 

                         
111 労働契約法（平成 19年法律第 128号）第 10条 
112 なお、イギリスの自治体では、男女間の賃金格差解消のため、職務評価を実施し、新し

い賃金制度を導入する一方、高過ぎた男性の賃金については、激変緩和として数年をか

け徐々に引き下げることを労働協約で合意したところ、このような措置は、女性に対す

る差別であると争われた事例がある。その際、裁判所は、激変緩和措置としてではあっ

ても男女間の賃金格差は続くことから違法である判断したが、その後、平等法で、「賃金

格差を縮小するという長期的目的」に基づく男女間賃金格差は合理性があるとし、立法

的に解決された例がある。第 2回研究会資料 4・5頁参照 
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２ 待遇に関する納得性の向上  

 

イ 納得性の向上に係る考え方 

○ パートタイム労働法第 13条では、事業主はその雇用するパートタイム労

働者から求めがあったときは、待遇の決定に当たって考慮した事項について

パートタイム労働者に説明しなければならないこととされているが、パート

タイム労働者が、事業主から、安心して十分な説明を求めるというのは現実

には必ずしも容易ではない状況であると考えられる。 

 

ロ 今後の在り方  

○ パートタイム労働者が説明を求め易くする方策を考えると、現行の規定に

加えて、例えば、現在、パートタイム労働指針 113

   このことにより、契約上の地位（交渉力）が弱いことでパートタイム労働

者が事業主に説明を求めることを躊躇している状況を改善し、納得性を向上

させることができると考えられる。 

で規定されている、パー

トタイム労働者が、事業主に対し、待遇の決定に当たって考慮した事項の説

明を求めたことを理由とする不利益取扱いの禁止を法律に規定することが

考えられる。 

   また、事業主が説明を義務付けられている「待遇に関する決定をするに当

たって考慮した事項」の具体化のため、説明すべき内容の具体例を示すこと

も考えられる。 

ただし、説明義務の内容としては何が適当かについて、労使の意見も聴き

つつ検討する必要があると考えられる。 

 

○ 一方、パートタイム労働者からの求めにかかわらず、パートタイム労働者

に対し、待遇の決定に当たって考慮した事項について説明することを、事業

主に義務付けることも考えられる。しかしながら、これに関しては、賃金制

度を含めた雇用管理改善の取組やパートタイム労働者のニーズ等は個々の

事業所ごとに多様であることから、一律の規制を設けることよりも、むしろ、

事業所ごとの実情に応じ、柔軟なコミュニケーションを集団的労使関係の中

で行うことができるような枠組みを設けることの方が重要であるとの意見

があった。 

もとより労働組合が存在する場合には、当然、当該労働組合がそのよう

な役割を果たすものである 114

                         
113 パートタイム労働指針第三の三（二） 

が、パートタイム労働者について、労働組合

114 厚生労働省「今後の労働契約法制の在り方に関する研究会報告書」（平成 17年 9月 15

日）17 頁 
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への組織率は近年上昇傾向にあるものの、特に、業種によっては必ずしもパ

ートタイム労働者の意見が十分反映され得る状況にはないと考えられるこ

とから、事業所内での集団的労使関係の在り方について考慮する必要がある。 

このため、ドイツの事業所委員会やフランスの従業員代表制度を参考に、

事業主、通常の労働者及びパートタイム労働者を構成員とし、パートタイム

労働者の待遇等について協議することを目的とする労使委員会を設置する

ことが適当ではないかとの考え方がある 115

ただし、日本では、一般的には労使委員会の枠組みは構築されていないこ

とから、パートタイム労働者についてのみ同制度を構築することに関して検

討が必要となろう。 

。 

 

ハ 留意点 

○ 仮に、パートタイム労働者であることを理由とする合理的な理由のない不

利益取扱いを禁止する法制を採用する場合には、上記のようなパートタイム

労働者をも構成員とする労使委員会を設置し、事業主が当該委員会で説明責

任を果たし、労使間で合意していることを、合理的な理由の考慮要素になる

ことを明示し、手続的な面で積極的な意義を与えることが適当ではないかと

の意見があった。 

 このようなことは、労使双方にとっての予測可能性の点から重要であるが、

一方で、EU諸国では、正規・非正規の問題については、労使が差別を生み出

しているという議論があることを踏まえると、最終的には、裁判所が、合理

的な理由の有無を判断する際に、非正規労働者も代表されているかという手

続の公正さを審査することが重要であるとの意見もあった。 

 

                         
115 ドイツの事業所委員会やフランスの従業員代表制度では、一定の要件を満たせば、パー

トタイム労働者も選挙権及び被選挙権を付与されること等、比較法の視点も踏まえると、

事業主、通常の労働者及びパートタイム労働者を代表する者を構成員とし、パートタイ

ム労働者の待遇等について協議することを目的とする委員会を、事業所ごとに設置する

ことが有効であるとの考え方がある。 

日本における常設的な労使委員会としては、労働時間等の設定の改善に関する特別措

置法 (平成 4年法律第 90号)第 6条に定める労働時間等の設定の改善に関する事項を調

査審議し、事業主に対し意見を述べることを目的とする委員会がある。当該委員会は、

事業主及び当該事業主の雇用する労働者を代表する者を構成員とし（委員の半数以上が

労働者代表であることが必要）、当該委員会が一定の事項について行った決議について

労使協定に代わる効力が与えられている（第 7条）。また、労働者代表については、使

用者は、労働者代表であること等を理由とする不利益取扱いをしないようにすることと

されている（労働時間等の設定の改善に関する特別措置法施行規則（平成 4年労働省令

第 26 号）第 1条第 2項）。 
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○ なお、イギリスでは、パートタイム労働者が不利益に取り扱われたと考え

る場合に、事業主に対し、当該不利益な取扱いの理由について、書面による

説明を求めることができ、当該書面が訴訟での証拠として認められる法制が

ある。 

  このような枠組みについては、パートタイム労働者の納得性が向上すると

も考えられるが、他方で、事業主が、書面のひな形を用意し形式的な対応に

終わってしまい効果が期待されない場合もあり得る点に留意すべきである。 
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３ 教育訓練  

 

イ 教育訓練の考え方 

  ○ パートタイム労働法第 10条の規定の実効性、中でも、パートタイム労働

者のキャリア形成が必ずしも十分でないことが課題となっている中、パート

タイム労働者に対する計画的な教育訓練の機会を確保することにより、その

キャリア形成を図ることは、パートタイム労働者の待遇を改善する観点から

重要であると考えられる。 

 

○  企業内で、パートタイム労働者に対するキャリア形成のための教育訓練が

十分に行われていないのは、パートタイム労働者のキャリア・ラダーが整備

されておらず、教育訓練を実施しても配置するポストが無いためではないか

との意見があった。 

また、教育訓練の機会を確保する上で、 

・ 教育訓練は、将来、パートタイム労働者をどのように活用しようかとい

う経営戦略に応じて行われるものであるため、事業主に対し、パートタイ

ム労働者のキャリア・ラダーを整備することが、パートタイム労働者の意

欲の向上や人材確保に役立つというメッセージを発し、パートタイム労働

者の活用を促進する仕組みとすることが適当であるとの意見 

・ パートタイム労働者は、通常の労働者と異なり、労働契約の締結時点で、

事業主と将来のキャリア見通しについて合意していないため、このような

合意ができる仕掛けがまず必要ではないかという意見 

・ キャリア・ラダーを明確にし、それに応じた教育訓練についても可視化

することは、パートタイム労働者に対し、教育訓練の目的が明確に伝わり、

安心して訓練を受けることができることとなり、その結果、離職率も低下

するとともに、事業主にとっても、教育訓練のコストの回収が見込まれる

ため教育訓練を実施し易くなる仕組みとなるとの意見 

があった。 

現状では、通常の労働者とは異なり、事業主とパートタイム労働者との間

でキャリアの見通しについて合意が無いが、パートタイム労働者のキャリ

ア・ラダーが明確になれば、労使双方にとり教育訓練のインセンティブが高

まると考えられる。 

 

ロ 今後の在り方 

  ○ パートタイム労働者へのキャリア形成のための教育訓練については、経営

戦略に応じて行われるものであること等を踏まえると、法律等により一律の

基準を設け、事業主に義務付けることは困難であり、むしろ、事業主が、パ
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ートタイム労働者の活用方針について行動計画を作成し、その中に、パート

タイム労働者のキャリア・ラダーの整備や、これに応じたパートタイム労働

者に対する計画的な教育訓練の実施を盛り込むこととし、それに対して、政

策的なインセンティブを付与し誘導していくことが考えられる。 

    この場合、教育訓練と、待遇改善、通常の労働者への転換等の問題につい

ては、相互に関連するものであるため、これらを一体として盛り込むことが

適当である。 

    また、事業主による行動計画策定に対する政策的なインセンティブとして

は、次世代育成支援対策推進法の枠組みを参考に、基準を満たす行動計画を

策定した事業主に対し表示を付与したりするなど、一定のインセンティブを

付与し取組を促進することが適当であると考えられる。 

    なお、これに関連し、事業主にとって必ずしも利益にはならないが、社会

全体として見れば重要な訓練の実施を促していくことも必要であり、これを

誘導する方法の一つは社会的評価であるため、事業主にインセンティブを与

えるような政策的な手法について検討することが必要であるとの意見があ

った。 

     

○ また、パートタイム労働者を含めた非正規労働者の職業訓練に関し、その

受講は生産性向上にはつながっているが、賃金の上昇には結びついていない

との調査結果 116

このため、きめ細かなキャリア・コンサルティング、実践的な職業訓練、

訓練終了後の職業能力評価や職務経歴等のジョブ・カードへのとりまとめを

通じ、安定的な雇用への移行等を促進する「ジョブ・カード制度」、職業能

力を客観的に評価することを目的として、仕事をこなすために必要な「知識」

と「技術・技能」に加えて、「成果につながる職務行動例（職務遂行能力）」

を、業種別、職種・職務別に整理した「職業能力評価基準」、実践的な職業

能力の評価・認定制度として検討されている「キャリア段位制度」の一層の

普及・促進が重要であると考えられる。 

があり、職業訓練を受講しても、それによって身につけた能

力情報が労働市場に伝達されにくい状況にあることがうかがわれることか

ら、職業訓練を通して得られた経験・能力を評価しやすい仕組みを普及させ

る必要があると考えられる。 

  なお、前述のような職業能力評価制度の整備等を通して、職業訓練により

得られた経験・能力を評価しやすい仕組みが普及すると、労働力の流動化を

通じて企業が汎用的な訓練を行うインセンティブが低減することから、労働

                         
116（独）労働政策研究・研修機構「非正規社員のキャリア形成－能力開発と正社員転換の

実態－」（労働政策研究報告書 No.117 2010 年 3月）第 3章 
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者本人の職業訓練が一層重要なものになると考えられ、パートタイム労働者

個人の能力開発支援への強化も併せて重要になると考えられる。その一方で、

パートタイム労働者の能力情報が市場に伝達されにくい状況がある限り、訓

練には外部性が伴う 117

  

のであるから、職業訓練を提供する企業への政策的

支援も継続させる必要がある。 

                         
117 第 6回研究会資料 3参照 
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４ 通常の労働者への転換の推進  

 

（１）通常の労働者への転換の推進  

 イ 考え方 

○ 通常の労働者への転換推進措置に関し、通常の労働者への転換をさらに推

進していくことが課題となっている。 

現在、正社員転換推進措置を実施している事業所の割合は約半数となっ

ており、また、措置を実施している事業主や措置を実施していない事業主が、

パートタイム労働者を通常の労働者へ転換する上で支障と考えている最も

大きな理由は、「正社員のポストがない」ことであるが、これは、単に総量

としての通常の労働者のポストがないからなのか、あるいは、パートタイム

労働者を通常の労働者として位置付ける制度的な枠組み、即ちキャリア・ラ

ダーが作られていないからなのかを考える必要がある。 

好事例 118や調査 119

 

から、パートタイム労働者を活用しようとの経営戦略

を採る事業主の下では、パートタイム労働者のキャリア・ラダーが設けられ、

その結果、通常の労働者への転換が促進される傾向がみられており、このこ

とを踏まえた対応を考える必要がある。 

 ロ 今後の在り方 

○ パートタイム労働者は、様々な事由により短時間の勤務を選択しているこ

とから、フルタイムの正社員よりもむしろ短時間正社員への転換がニーズに

かなうケースが多いのではないかと考えられる。しかしながら、現在、短時

間正社員制度については、通常の労働者が、育児・介護・傷病からの復帰等

のために利用している場合が多く、通常の労働者以外からの転換は少ない状

況にある 120

  日本のパートタイム労働者は、職務給であることが多い一方で、短時間正

社員に転換する場合には、職能等級基準に格付けし、職能給を適用する必要

があることも、短時間正社員制度が導入されにくい理由の一つと考えられる。 

。 

  また、恒常的に短時間正社員として働けることは理想だが、日本企業の働

き方の特徴として、個々の社員の職務が必ずしも明確でない中で、社員同士

                         
118 第 7回研究会資料 3参照 
119 （社）全国労働基準関係団体連合会「パートタイマーの人事・賃金制度に関する調査研

究報告書」（平成 18年 3月） 
120 短時間正社員制度を導入・運用している企業のうち、正社員の育児・介護・傷病からの

復帰を利用事由としている企業は、それぞれ 78.6%、57.7%、30.4%となっているのに対

し、正社員以外からの転換を利用事由としている企業は、11.8%となっている。（独）労

働政策研究・研修機構「短時間労働者実態調査」（平成 22年） 
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が補い合いながら柔軟に職務を遂行していることが見られることから、短時

間正社員制度導入のためには、人事管理の在り方を変える必要が生じ得る。 

  いずれにしても、フルタイムの通常の労働者の働き方を変え、労働時間を

短くすることが、パートタイム労働者からフルタイムの通常の労働者への転

換や、短時間正社員制度の導入を促進することに資するものと考えられる。 

したがって、フルタイムの通常の労働者の長時間労働の是正を図りつつ、

パートタイム労働者の能力を有効に発揮させる観点から、事業主自らが行動

計画を作成し、その中で、パートタイム労働者のキャリア・ラダーを設け、

計画的な教育訓練を実施し、最終的に、通常の労働者へ転換するための措置

を講じることを促進するアプローチが考えられる。 

なお、パートタイム労働者から短時間正社員への転換について、パートタ

イム労働を長期の試用期間として利用させるものとならないよう、パートタ

イム労働者の均等・均衡待遇や雇用保障の確保も併せて必要であるとの意見

もあった。 

 

○ 通常の労働者への転換をさらに推進することに関しては、事業主が通常の

労働者を募集・採用する場合に、同種の業務に従事するパートタイム労働者

であって希望する者に対し、応募機会を優先的に与えるとともに、優先的に

採用することにより、パートタイム労働者の通常の労働者への転換を推進す

るとの考え方 121

こうした考え方に対しては、パートタイム労働者が、募集・採用しようと

する通常の労働者と同種の業務に従事する場合だけでなく、業務の遂行のた

めに、一定の能力、経験等が必要とされる場合もあることから、パートタイ

ム労働者に応募機会を優先的に与えた場合であっても、優先的に採用するこ

とまで義務付けることは、企業の採用の自由を制約する懸念があり、慎重に

検討する必要があると考えられる。 

もある。 

 

（２）「勤務地限定」、「職種限定」の無期労働契約  

 イ 考え方 

○ 通常の労働者への転換推進措置に関し、通常の労働者への転換よりも、柔

軟な働き方のまま雇用の安定を望むパートタイム労働者のニーズへの対応

についても課題となっている。 

このため、「雇用政策研究会報告書」及び「有期労働契約研究会報告書」

で提言されていることを踏まえ、パートタイム労働者が、勤務地や職種を限

                         
121 韓国「期間制及び短時間勤労者の保護等に関する法律」（2007年）第 7条第 1項。第 2

回研究会資料 2参照 
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定した契約期間の定めのない雇用形態 122

 

に転換することを支援する施策等

の在り方について検討する必要があると考えられる。 

 ロ 今後の在り方 

○ 「勤務地限定」、「職種限定」の無期契約労働者については、勤務地や職種

が限定されていることを志向するパートタイム労働者のニーズに対応し、か

つ、無期労働契約となることから、パートタイム労働者の雇用が安定すると

考えられる一方で、事業所の閉鎖や職種の廃止の際の雇用保障の在り方につ

いて整理が必要であると指摘されている 123

これについては、事業所の閉鎖等に伴い、「勤務地限定」等の無期契約労

働者が解雇された場合に、当該事業所の閉鎖の合理性や被解雇者の選定基準

の合理性等について審査されることはあるが、整理解雇法理の 4要件が柔軟

に適用され、解雇が有効とされた裁判例が多いとの指摘

。 

124

これに対し、仮に、事業所の閉鎖等に伴う解雇が有効と判断された事例が

多いのであれば、事業主がパートタイム労働者に対し、「勤務地限定」等の

無期契約労働者の選択肢を提示する場合には、その旨を十分に説明するよう

義務付ける必要があるのではないかとの意見があった。 

があった。いず

れにしても、今後、関連判例の内容の整理が必要であると考えられる。 

 

○ また、パートタイム労働者から通常の労働者への転換の目的については、

雇用の安定とキャリアアップの双方であると考えられるが、「勤務地限定」

等の無期契約労働者については、雇用の安定に視点を置いた考え方であるた

め、パートタイム労働者にとって、現行の転換措置の水準を切り下げないよ

うにするためには、キャリアアップの観点から、教育訓練等の支援を行うこ

とが必要ではないかとの意見があった。 

 

 （３）パートタイム労働とフルタイム労働との間の相互転換 

イ 考え方 

○ EUパートタイム労働指令では、使用者は、可能な限り、パートタイム

労働とフルタイム労働との間の転換の希望や、両者の間の転換に関する情

                         
122 厚生労働省「雇用政策研究会報告書」（平成 22年 7月）16～17頁及び厚生労働省「有

期労働契約研究会報告書」（平成 22年 9月）24頁で、このような雇用形態を労使が選択

し得るような環境整備の検討が提言されている。 
123 厚生労働省「雇用政策研究会報告書」（平成 22年 7月）16～17頁及び厚生労働省「有

期労働契約研究会報告書」（平成 22年 9月）24頁 
124 水町勇一郎「派遣業務の消滅による派遣労働者の労働契約の終了－ジョブアクセスほか

事件」ジュリスト 1422号（2011.5.1-15）148頁 
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報提供を考慮するよう定められている。これを受け、EU諸国では、労働

者が労働時間を柔軟に選択できるようにするため、パートタイム労働とフ

ルタイム労働との間の相互転換を促進する法制をとっている。 

例えば、ドイツでは、労働時間の変更を希望する労働者に対し、事業

所で補充の行われる相応の職に関する情報を提供することや、従業員代

表機関に対し、パートタイム職とフルタイム職との間の相互転換に関す

る情報を提供することが、事業主に義務付けられている 125

また、オランダでは、一定の要件を満たす労働者は、契約上の労働時

間の変更を求めることができ、使用者は、会社の利益に反する場合を除

き、同意しなければならない

。 

126

 

とされている。 

  ロ 今後の在り方 

○ このような相互転換は、パートタイム労働のメリットをより広げるも

のであり、多様な働き方を選択できる環境作りの一つとして、また、ワ

ーク・ライフ・バランスの観点からも有効と考えられる 127

しかしながら、通常の労働者とパートタイム労働者との間の待遇の格

差が大きい日本では、まずは、両者の間の待遇の格差を是正していくこ

とが必要であり、相互転換については、その状況を見極めつつ実現を目

指していくことが考えられる。 

。 

 

  

                         
125 ドイツ「パートタイム労働・有期労働契約法」（2001 年）第 7条。第 2回研究会資料 2

参照 
126 オランダ「労働時間調整法」（2000 年）第 2条。第 2回研究会資料 2参照 
127 なお、育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律（平成

3年法律第 76号。以下「育児・介護休業法」という。）では、男女とも希望どおり仕事

と家庭を両立できる社会の実現を目指し、3 歳未満の子を持つ労働者が利用できる短時

間勤務制度を義務付ける規定が設けられている（第 23条第 1項）。 
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５ パートタイム労働法の実効性の確保  

 

（１） 事業主に対する報告徴収、勧告等 

○ 事業主による一層のパートタイム労働法の遵守が課題となる中、他法の規

定例 128

 

も参考に、事業主が、都道府県労働局雇用均等室による勧告に従わな

かった場合のその旨の公表や、過料を課す対象の拡大を検討することが考え

られる。 

（２） 紛争解決援助 

○ 紛争解決援助の利用実績が少ないことは、義務規定に係る紛争のみを対象

としていることも理由の一つと考えられることから、事業主が一層パートタ

イム労働法を遵守するためには、対象範囲を努力義務規定に広げることも考

えられる。 

しかしながら、例えば、第 9条に係る紛争解決援助の際、賃金の均衡をどの

程度図ればよいか等についてメルクマールとなるような判例の集積があるか

どうか、また、第 9条が賃金水準に言及していない中、都道府県労働局長の

助言等や均衡待遇調停会議の調停案の中で、賃金の水準に言及することが適

当かという問題もあると考えられる。 

このため、努力義務規定についても紛争解決援助の対象とすることが可能か

どうか、可能な場合にはいかなる手続の下でいかなる内容の援助を行うこと

が妥当と考えられるかについて検討する必要があると考えられる。 

 

（３）その他 

 ○ 法の実現手段については、法違反に対する刑事制裁、私法上の権利義務の設

定・実現を通じた民事上の紛争解決、行政指導等、様々な手法があるが、パー

トタイム労働者にとって利用しやすく、かつ法の実現が確実に図られるような

手段が講じられることが重要である。 

   このため、パートタイム労働法の実効性を高めていくためには、その手段に

ついてさらに検討を進めることが有益であるが、EU諸国の動向等も踏まえ 129

                         
128男女雇用機会均等法では、厚生労働大臣（都道府県労働局長）が、義務規定に違反して

いる事業主に対し勧告をした場合に、当該事業主がこれに従わなかったときは、厚生労

働大臣は、その旨を公表することができることとしている（第 30条）。また、厚生労働

大臣（都道府県労働局長）が、事業主に対し、報告を求めた場合に、報告をせず、又は

虚偽の報告をした者を、過料に処することとしている（第 33条）。 

、

実体規制を通じた法違反による事後救済と併せて、当事者自らによる改善に向

育児・介護休業法でも、平成 21年の改正で、これらと同じ措置が盛り込まれた。 
129 イギリスの平等賃金レビュー等 
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けた取組を促す手続規制の活用、具体的には、事業主による自主的な行動計画

の策定を促進する枠組みにより、パートタイム労働者全体の待遇の改善を図る

アプローチも、今後重要になると考えられる。 

   なお、パートタイム労働者に関する紛争については、労使が関与して解決を

図ることが重要であり、労働関係に関する専門的な知識経験を有する者が審判

員となっている労働審判制度や、公労使の三者構成によりあっせんを行う各都

道府県労働委員会による個別労働紛争解決制度で、パートタイム労働者の問題

が積極的に取り扱われることを期待するとの意見があった。 
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６ その他  

 

（１）フルタイム無期契約労働者の取扱い  

○ 通常の労働者を除くフルタイム無期契約労働者については、様々な形態

の労働者が含まれると考えられるが、勤務地や職種が限定されていること

を志向するパートタイム労働者にとり、勤務地や職種が限定されている無

期契約労働者は、通常の労働者への転換までの一つのステップとして効果

的であると考えられる。 

また、フルタイム無期契約労働者については、雇用の安定の観点からは、

有期労働契約が多いパートタイム労働者よりも保護が図られていると考え

られるが、長期的な観点からキャリア形成を含めた待遇が決定されていな

いことから、パートタイム労働者と同様に雇用管理の改善を図る必要があ

る場合も考えられる。 

一方で、現在、有期労働契約の在り方についての検討は進められている

が、フルタイム無期契約労働者については、その検討でも、パートタイム

労働法でも、対象となっていない。 

このため、今後、フルタイム無期契約労働者の実態を踏まえ、何らかの

保護が図られるよう検討すべきであるとの意見があった。 

 

（２）税制、社会保険制度等関連制度  

○ 「社会保障・税一体改革」では、働き方に中立的な制度を目指すととも

に、国民年金に加入している非正規雇用者の将来の年金権の確立等のため、

厚生年金制度及び健康保険制度の適用拡大が検討されている 130

 パートタイム労働者については、税や社会保険制度に関して、就業調整

が今なお広く行われている状況にあるが、就業調整は、パートタイム労働

者本人の職業能力の発揮や、待遇改善の機会を阻害するのみならず、賃金

の上昇を抑制し、労働市場の賃金決定機能を歪めるものであることから、

働き方に中立的な税・社会保険制度の構築を早急に図ることが必要である。 

。 

なお、税制上の配偶者控除については、世帯の収入の逆転現象は解消さ

れているが、事業主が実施する家族手当等について、配偶者の所得要件を

税制上の配偶者控除と同様の 103万円以下とする制限を設けている企業が

今なお多数であることが就業調整の一因となっていることから、労使間の

協議を通じて配偶者の所得を基準とする家族手当の在り方について改善を

図ることが期待される。 

                         
130 「社会保障・税一体改革成案」（平成 23年 6月 30日）参照 
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１ パートタイム労働者数  
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＜参考＞ 
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 資料出所：労働力調査（平成22年）（総務省） 
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 資料出所：労働力調査（総務省） 
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４ 業種別、規模別、職種別、年齢別の状況  
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５ 業種別、規模別、職種別、年齢別の状況  



パートタイム労働者数の分布（企業規模別） 

企業規模別雇用者に占めるパート労働者の割合（男女計） 

 資料出所：労働力調査（平成22年）（総務省） 

単位：万人（％） 

  男女計 男性計 女性計 

合計 1,414  100.0  449  100.0  966  100.0  
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パートタイム労働者の分布（年齢別） 

 資料出所：労働力調査（平成22年）（総務省） 
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            単位：万人（％） 

  男女計 男性計 女性計 

合計 1,432  100.0  447 100.0  985 100.0  

１５～２４歳 181  12.6  83 18.6  97 9.8  

２５～３４歳 198  13.8  60 13.4  138 14.0  

３５～４４歳 298 20.8  59 13.2  239 24.3  

４５～５４歳 282  19.7  53 11.9  229 23.2  

５５～６４歳 312  21.8  104 23.3  209 21.2  

６５歳以上 161  11.2  87 19.5  74 7.5  

７ 業種別、規模別、職種別、年齢別の状況  
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7.5  

2.2  

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100% 

男女計 

男性 

女性 

週１～１４時間 週１５～２９時間 週３０～３４時間 週３５～３９時間 週４０～４８時間 週４９時間以上 

6.7  

14.6  

20.2  

14.7  

18.1  

34.1  

48.0  

48.9  

41.2  

47.7  

15.6  

11.9  

10.6  

13.2  

12.9  

13.3  

8.8  

5.9  

8.8  

7.7  

25.9  

13.7  

10.1  

17.6  

12.9  

5.2  

3.0  

3.2  

4.4  

1.3  

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100% 

製造業 

卸売業、小売業 

宿泊業、飲食サービス業 

生活関連サービス業、娯楽業 

医療、福祉 

週１～１４時間 週１５～２９時間 週３０～３４時間 週３５～３９時間 週４０～４８時間 週４９時間以上 

 資料出所：労働力調査（平成22年）（総務省） 注）呼称「パート・アルバイト」について集計 

８ パートタイム労働者の就業実態  



勤続年数 

資料出所：賃金構造基本統計調査（平成22年）（厚生労働省） 

3.0 
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4.0 
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5.1 

5.4 

2.0  

3.0  

4.0  

5.0  

6.0  

平成2

年 

7 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 

（年） 
パートタイム労働者の平均勤続年数 

男性 

女性 

０年 
26.2% 

１～２年 
33.9% 

３～４年 
15.4% 

５～９年 
15.2% 

１０年以上 
9.3% 

男性 

０年 
17.9% 

１～２年 
26.1% 

３～４年 
16.8% 

５～９年 
23.0% 

１０年以上 
16.2% 

女性 

９ パートタイム労働者の就業実態  



一般労働者とパートタイム労働者の年齢階級別１時間あたり所定内給与額 

  資料出所：賃金構造基本統計調査（平成22年）（厚生労働省） 

1,032 

1,211 

1,427 

1,677 

1,940 

2,232 

2,480 2,513 

2,363 

1,706 

1,584 
1,529 

954 

1,142 

1,311 
1,415 

1,493 1,528 1,528 1,506 
1,419 

1,257 1,220 1,257 

856 
953 

1,061 
1,150 1,145 1,149 1,189 1,185 

1,122 
1,205 1,181 

1,263 

836 
928 1,007 

1,027 1,007 995 998 983 970 980 969 991 

500 

1,000 

1,500 

2,000 

2,500 

3,000 

～19歳 20～24歳 25～29歳 30～34歳 35～39歳 40～44歳 45～49歳 50～54歳 55～59歳 60～64歳 65～69歳 70歳～ 

一般労働者（男性） 

一般労働者（女性） 

パート労働者（男性） 

パート労働者（女性） 

（円） 

（年齢階級） 

10 パートタイム労働者の賃金  



一般労働者とパートタイム労働者の勤続年数別１時間当たり所定内給与額 

資料出所：平成17年・22年賃金構造基本統計調査（厚生労働省） 
       厚生労働省雇用均等･児童家庭局短時間・在宅労働課による特別集計 

1,420 

1,512 
1,598 

1,779 
1,956 

2,557 

1,410 

1,512 

1,623 
1,727 

1,989 

2,601 

1,176 
1,257 

1,301 
1,359 

1,466 

1,779 

1,148 
1,184 1,242 

1,310 

1,453 

1,742 

984 1,030 

1,084 
1,162 

1,338 

1,463 

980 
1,030 

1,115 1,185 
1,224 

1,428 

951 
956 972 

994 1,021 
1,049 

899 926 948 970 971 
1,006 

800 

1,000 

1,200 

1,400 

1,600 

1,800 

2,000 

2,200 

2,400 

2,600 

2,800 

0 年 １～２年 ３～４年 ５～９年 10～14年 15 年以上 

（円） 平成17年・平成22年（全産業） 

男性一般労働者（平成22年） 

男性一般労働者（平成17年） 

女性一般労働者（平成22年） 

女性一般労働者（平成17年） 

男性パート労働者（平成22年） 

男性パート労働者（平成17年） 

女性パート労働者（平成22年） 

女性パート労働者（平成17年） 

11 パートタイム労働者の賃金  



一般労働者とパートタイム労働者の１時間当たり所定内給与額、格差の推移 

 資料出所：賃金構造基本統計調査（平成22年）（厚生労働省） 

年 
男  性 女  性 

一般労働者 
パートタイム   

労働者 
格差       

（一般＝１００） 
一般労働者 

パートタイム   
労働者 

格差       
（一般＝１００） 

  （円） （円）  （円） （円）   
平成元年 1,542  855  55.4  934  662  70.9  

５年 1,904  1,046  54.9  1,187  832  70.1  

１０年 2,002  1,040  51.9  1,295  886  68.4  

１５年 2,009  1,003  49.9  1,359  893  65.7  

１６年 1,999  1,012  50.6  1,376  904  65.7  

１７年 2,035  1,069  52.5  1,365  942  69.0  

１８年 2,010  1,057  52.6  1,349  940  69.7  

１９年 2,016  1,085  53.8  1,373  962  70.1  

２０年 2,010  1,071  53.3  1,387  975  70.3  

２１年 1,981  1,086  54.8  1,399  973  69.5  

２２年 1,978  1,081  54.7  1,396  979  70.1  

55.4  

57.8  58.3  58.1  

54.9  54.2  
55.3  

54.2  

51.7  51.9  
50.8  51.2  50.7  

48.9  
49.9  50.6  

52.5  52.6  
53.8  53.3  

54.8  54.7  

70.9  
72.0  71.8  71.8  

70.1  70.6  70.4  
69.3  

68.0  68.4  
67.3  66.9  66.4  

64.9  65.7  65.7  

69.0  69.7  70.1  70.3  69.5  70.1  

45.0  

50.0  

55.0  

60.0  

65.0  

70.0  

75.0  

2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 

（％） 

平成元年 

一般労働者（男・女）を100とした場合のパート
タイム労働者の賃金割合 
（１時間あたり所定内給与額） 

男性 

女性 

（年） 

12 パートタイム労働者の賃金  



労働組合の加入状況 

 資料出所：労働組合基礎調査（平成22年）（厚生労働省） 
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（％） （万人） 

13 パートタイム労働者の組織率  



 資料出所：労働組合活動実態調査（平成22年）（厚生労働省） 

47.1  

20.4  
11.9  

2.6  

13.6  

30.5  

1.9  4.1  

19.3  

4.0  

96.5  
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41.2  

－ 

52.0  

84.8  

5.9  
11.8  

45.7  

3.7  

41.3  

3.2  1.4  
－ 

10.5  

33.6  

1.1  1.7  
9.4  

1.8  

30.1  

8.3  
2.6  3.8  

0.3  

11.0  

0.5  1.6  

10.9  
4.3  

0.0  

10.0  

20.0  

30.0  

40.0  

50.0  

60.0  

70.0  

80.0  

90.0  

100.0  

パ
ー
ト
タ
イ
ム
労
働
者
に 

関
す
る
取
組
「
あ
り
」 

相
談
窓
口
の
設
置
、
ア
ン 

ケ
ー
ト
等
で
の
実
態
把
握 

パ
ー
ト
タ
イ
ム
労
働
者
に
関
す 

る
集
会
、
勉
強
会
等
の
開
催 

組
合
員
の
加
入
資
格
の
付
与 

組
合
加
入
の
勧
誘
活
動 

労
働
条
件
、
処
遇
の
改
善
要
求 

パ
ー
ト
タ
イ
ム
労
働
者
個
人
が 

加
入
す
る
労
働
組
合
と
の
連
携 

離
職
後
の
再
就
職
支
援 

（
企
業
内
の
正
社
員
化
も
含
む
） 

パ
ー
ト
タ
イ
ム
労
働
者
の 

雇
用
に
つ
い
て
の
労
使
協
議 

そ
の
他 

（％） 

計 組合加入資格があり、組合員がいる（24.3%） 組合加入資格はあるが、組合員がいない（7.0%） 組合加入資格がない（68.7%） 

取組の内容（複数回答） 

パートタイム労働者に関する取組内容別労働組合割合 

※事業所にパートタイム労働者がいる労働組合を100とした数値である。 

14 労働組合のパートタイム労働者に関する取組の状況  



62.6  

45.6  

14.1  11.7  11.4  10.9  10.7  

1.9  1.2  0.9  2.8  

28.1  

9.3  
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40  
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60  

70  

実
施
し
た
も
の
が
あ
っ
た 

短
時
間
労
働
者
の
労
働
条
件
通
知
書
等
で
、
特

定
事
項
（賞
与
、
昇
給
、
退
職
金
）を
明
示
す
る
よ

う
に
し
た 

正
社
員
と
短
時
間
労
働
者
の
職
務
内
容
の
区
分

（違
い
）を
明
確
に
し
た 

短
時
間
労
働
者
も
福
利
厚
生
施
設
（食
堂
、
休
憩

室
、
更
衣
室
等
）を
利
用
で
き
る
よ
う
に
し
た 

短
時
間
労
働
者
か
ら
正
社
員
へ
の
転
換
推
進
措

置
を
設
け
た 

短
時
間
労
働
者
の
賃
金
等
処
遇
を
（正
社
員
と
の

均
等
・均
衡
や
、
意
欲
・能
力
等
を
考
慮
し
て
）改

善
し
た 

短
時
間
労
働
者
に
も
教
育
訓
練
を
実
施
す
る
よ

う
に
し
た 

短
時
間
労
働
者
と
職
務
等
が
同
じ
、
正
社
員
側
の

賃
金
等
処
遇
を
見
直
し
た 

正
社
員
の
中
に
新
た
な
雇
用
区
分
を
設
け
た 

短
時
間
労
働
者
の
所
定
労
働
時
間
を
正
社
員
と

同
じ
に
し
た 

そ
の
他 

（施
行
前
か
ら
す
で
に
実
施
し
て
い
た
場
合
を
含

め
）特
に
実
施
し
た
も
の
は
な
い 

無
回
答 

改正パ－トタイム労働法の施行に伴う雇用管理等の見直し 
（事業所調査） 

改正パ－トタイム労働法の施行を機に実施したもの 

「実施したものがあった」場合の内容（複数回答） 

(%) 

資料出所：短時間労働者実態調査（平成22年）（労働政策研究・研修機構） 

15 パートタイム労働法の施行状況  



主に就業規則

を交付している 
25.1  

主に労働条件

通知書・労働契

約書等書面を

交付している 
89.5  

主に口頭で説

明している 
8.9  その他 

1.3  
0  

10  
20  
30  
40  
50  
60  
70  
80  
90  

100  H22 

H18 労働条件を明

示している 
94.9 

労働条件を明

示していない 
3.5 

不明 
1.7 

0% 20% 40% 60% 80% 100% 

労働条件を明

示している 
97.3  労働条件を明

示していない 
0.6  

不明 
2.0  

0% 20% 40% 60% 80% 100% 

主に就業規則

を交付している 
15.5 

主に労働条件

通知書・労働契

約書等書面を

交付している 
39.9 

主に口頭で説

明している 
40.8 

その他 
3.8 

0 

10 

20 

30 

40 

50 

60 

「明示している」場合の方法（単一回答） 

「明示している」場合の方法（複数回答） 

資料出所：パートタイム労働者総合実態調査（平成18年）（厚生労働省） 

資料出所：短時間労働者実態調査（平成22年）（労働政策研究・研修機構） 

短時間労働者の採用時における労働条件の明示方法（事業所調査） 

※方法については、平成18
年と22年で集計方法が異な

るため、単純に比較はできな
い。 

(%) 

(%) 

労働条件の明示（第６条関係） 

16 パートタイム労働法の施行状況  



就業規則作成の際の短時間労働者からの意見聴取（第７条関係） 

短時間労働者

に適用される 
85.1% 

就業規則が短

時間労働者に

適用されない 
5.9% 

事業所に就業

規則がない

（作成中も含

む） 
1.4% 

無回答 
7.6% 過半数が加

入の組合な

どから意見を

聞いている 
37.1% 

過半数以下

が加入の組

合などから意

見を聞いてい

る 
7.0% 

全ての短時

間労働者を

対象に個別

に意見を聞い

ている 
13.8% 

その他の方

法で短時間

労働者の意

見を聞いてい

る 
24.7% 

短時間労働

者の意見を

聞いていない 
17.4% 

H22 

H18 

事業所のパー

トの過半数が

加入している

労働組合の意

見を聞いてい

る 
8.1% 

事業所のパー

トの一部（半数

以下）が加入し

ている労働組

合の意見を聞

いている 
1.8% 

事業所のパー

トの過半数を

代表する者の

意見を聞いて

いる 
17.4% 

パートの一部

（半数以下）を

代表する者の

意見を聞いて

いる 
8.6% 

すべてのパー

トを対象に個

別に意見を聞

いている 
16.1% 

その他の方法

でパートの意

見を聞いてい

る 
15.2% 

パートの意見

を聞いていな

い 
32.7% パートに適

用される 
65.7% 

パートに適

用されない 
17.8% 

事業所に

就業規則

はない（作

成中も含

む） 
12.5% 

不 明 
4.0% 

就業規則の適用の有無 意見聴取の方法 

資料出所：パートタイム労働者総合実態調査（平成18年）（厚生労働省） 
短時間労働者実態調査（平成22年）（労働政策研究・研修機構） 

17 パートタイム労働法の施行状況  



職務がほとんど同じ短時間労働者がいる事業所割合 

職務が正社

員とほとんど

同じパートが

いる 
51.9% 

職務が正社

員とほとんど

同じパートは

いない 
47.1% 

不明 
1.0% 

H18 
１割未満 
32.2% 

１割以上

３割未満 
18.6% 

３割以上

５割未満 
14.1% 

５割以上

８割未満 
8.4% 

８割以上 
26.7% 

正社員と職

務がほとんど

同じ短時間

労働者が 
いる 

24.4% 
正社員と職

務がほとんど

同じ短時間

労働者がい

ない 
74.2% 

無回答 
1.5% 

H22 

１割未満 
9.7% 

１割以上３

割未満 
6.6% 

３割以上５

割未満 
3.3% 

５割以上８

割未満 
6.4% 

８割以上 
34.3% 

無回答 
39.6% 

正社員と職務がほとんど同じパートの有無 正社員と職務がほとんど同じ者の「パート」全体に占める割合 

正社員と職務がほとんど同じ短時間労働者の有無 同職種に就いている短時間労働者中の正社員と 
    職務がほとんど同じ短時間労働者の割合 

資料出所：パートタイム労働者総合実態調査（平成18年）（厚生労働省） 

資料出所：短時間労働者実態調査（平成22年）（労働政策研究・研修機構） 

差別的取扱いの禁止（第８条関係）、均衡待遇（第９条関係） 

18 パートタイム労働法の施行状況  



職務が正社員とほとんど同じ短時間労働者の正社員との賃金額の差の有無 

ある 
81.7% 

ない 
16.9% 

不 明 
1.4% 

H18 

H22 

94.5  

6.2  

0  

20  

40  

60  

80  

100  

パートの方が低い パートの方が高い 

正社員と職務がほとんど同じパートの 
１時間当たりの賃金額の差 

正社員と職務がほとんど同じ短時間労働者の
１時間当たりの賃金額の差 

賃金額の差の内容（複数回答） 

正社員より

高い 
3.9% 

正社員より

低い 
69.5% 

正社員と

同じ（賃金

差はない） 
17.5% 

無回答 
9.1% 賃金差

がある 
73.4% 

正社員よりも賃金額が低い場合の正社員の
賃金額に対する割合 

８割以上 
36.3  

６割以上 
８割未満 

48.2  

４割以上 
６割未満 

14.3  

４割未満 
1.2  

0% 20% 40% 60% 80% 100% 

資料出所：パートタイム労働者総合実態調査（平成18年）（厚生労働省） 

資料出所：短時間労働者実態調査（平成22年）（労働政策研究・研修機構） 

(%) 
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職務が正社員とほとんど同じ短時間労働者の正社員との賃金額の差がある理由（事業所調査） 

H18 

H22 
52.6  

24.7  
29.5  

15.9  

2.8  
13.5  

46.6  

14.7  

2.8  
0  

10  
20  
30  
40  
50  
60  

勤
務
時
間
の
自
由
度
が

違
う
か
ら 

残
業
の
時
間
数
、
回
数

が
違
う
か
ら 

人
事
異
動
の
幅
や
頻
度

が
違
う
か
ら 

正
社
員
に
は
企
業
へ
の
貢

献
が
よ
り
期
待
で
き
る

か
ら 

正
社
員
の
賃
金
を
下
げ

る
こ
と
が
で
き
な
い
か
ら 

短
時
間
労
働
者
の
賃
金

を
上
げ
る
余
裕
が
な
い

か
ら 

そ
う
い
っ
た
契
約
内
容
で

労
働
者
が
納
得
し
て
い

る
か
ら 

そ
の
他 

無
回
答 

72.7  

31.1  

14.5  
8.3  

32.9  

8.4  
15.9  

0 
10 
20 
30 
40 
50 
60 
70 
80 

勤
務
時
間
の
自
由
度
が

違
う
か
ら 

残
業
の
時
間
数
、
回
数

が
違
う
か
ら 

正
社
員
に
は
転
居
を
伴

う
異
動
が
あ
る
か
ら 

転
居
を
伴
う
異
動
は
な

い
が
、
人
事
異
動
の
幅
や

頻
度
が
違
う
か
ら 

正
社
員
に
は
企
業
へ
の
貢

献
が
よ
り
期
待
で
き
る

か
ら 

正
社
員
の
賃
金
を
下
げ

る
こ
と
が
で
き
な
い
か

ら 

そ
の
他 

パートと職務がほとんど同じ正社員との賃金額の差がある場合の低い理由（３つまで複数回答） 

正社員と職務がほとんど同じ短時間労働者がいる事業所で、正社員より（短時間労働者の）賃金割合が低い理由 
（３つまで複数回答） 

資料出所：パートタイム労働者総合実態調査（平成18年）（厚生労働省） 

資料出所：短時間労働者実態調査（平成22年）（労働政策研究・研修機構） 

(%) 

(%) 
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同じ仕事を

行っている正

社員がいる 
56.8% 

同じ仕事を

行っている

正社員は 
いない 
42.0% 

不明 
1.2% 

  同じ仕事を行っている正社員の有無、及び同じ仕事を行っている正社員がいる場合の 
賃金水準に対する納得性（短時間労働者調査） 

正社員と同等も

しくはそれ以上

に評価されてい

ると思う 
6.0% 

正社員より賃金

は低いと思う

が、納得できる 
40.0% 

正社員より賃金

は低く、正当に

評価されていな

いのではないか

と思い、納得で

きない 
20.3% 

わからない（考

えたことがない） 
33.7% 

同じ内容の業

務・責任の重

さも同じ正社

員がいる 
15.9% 

責任の重さは

違うが、同じ

業務の正社

員がいる 
38.9% 

同じ内容の業

務を行ってい

る正社員は

いない 
38.8% 

無回答 
6.4% 

正社員と同等

もしくはそれ

以上の賃金

水準である 
3.5% 

正社員より賃

金水準は低

いが、納得し

ている 
53.1% 

正社員より賃

金水準は低

く、納得して

いない 
28.1% 

わからない

（考えたこと

がない） 
14.9% 

無回答 
0.4% 

資料出所：パートタイム労働者総合実態調査（平成18年）（厚生労働省） 

資料出所：短時間労働者実態調査（平成22年）（労働政策研究・研修機構） 

H22 

H18 

（責任の
重さにか
かわら
ず）いる 
54.8% 
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賃金水準について納得できる理由･納得できない理由 
（正社員と同じ仕事を行っており、賃金水準が低い短時間労働者） 

46.6  
37.7  

10.6  
3.0  

6.9  

44.2  

2.1  
0  

10  

20  

30  

40  

50  

責
任
の
重
さ
が
違
う
か

ら 

勤
務
時
間
の
自
由
度
が

違
う
か
ら 

残
業
の
時
間
数
、
回
数

が
違
う
か
ら 

人
事
異
動
や
転
勤
の
頻

度
が
違
う
か
ら 

正
社
員
に
は
、
企
業
へ
の

貢
献
が
よ
り
期
待
さ
れ

て
い
る
か
ら 

も
と
も
と
そ
う
い
っ
た

内
容
で
自
分
も
納
得
し

て
い
る
か
ら 

そ
の
他 

73.9  

5.4  
11.3  5.9  

0  
10  
20  
30  
40  
50  
60  
70  
80  

正
社
員
と
同
じ
内
容
の

仕
事
を
し
て
い
る
の
に

差
が
あ
る
か
ら 

人
事
異
動
な
ど
の
違
い

を
考
慮
し
て
も
差
が
大

き
す
ぎ
る
か
ら 

同
じ
地
域
・職
種
の
短
時

間
労
働
者
等
の
相
場
よ

り
低
い
か
ら 

そ
の
他 

(%) (%) 

資料出所：短時間労働者実態調査（平成22年）（労働政策研究・研修機構） 

納得できる理由（複数回答） 納得できない理由（複数回答） 

納得できる賃金水準 
（正社員と同じ仕事を行っている短時間労働者） 

正社員と同じ

（差はない） 
19.5% 

９割程度 
10.9% 

８割程度 
26.6% 

７割程度 
15.6% 

６割程度 
7.6% 

５割以下でも

構わない 
3.6% 

無回答 
16.3% 

N=同じ仕事を行っている正社員と比較した賃金水準について、 
「正社員より賃金水準は低いが納得している」 
「正社員より賃金水準は低く納得していない」 
「分からない（考えたことがない）」 

と回答した者に質問 
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  職務がほとんど同じでかつ人材活用の仕組みも同じ短時間労働者がいる
事業所の割合 

１割未満 
10.4% 

１割以上３割

未満 
6.3% 

３割以上５割

未満 
2.1% 

５割以上８割

未満 
2.1% 

８割以上 
52.1% 

無回答 
27.1% 

正社員と職務がほとんど同じでかつ人材活用
の仕組みも同じ短時間労働者の有無 

同職種に就いている短時間労働者中、正社員と 
職務がほとんど同じで人材活用の仕組み等も同じ 

短時間労働者の割合 

資料出所：短時間労働者実態調査（平成22年）（労働政策研究・研修機構） 

H22 

全期間、正社

員と同じ者がい

る 
13.3% 

一定期間、正

社員と同じ者が

いる 
4.7% 

全員、正社員と

は異なる 
73.1% 

無回答 
8.9% 

正社員と
同じ者が
いる
18.0% 
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全短時間労働者数 91,384人

短時間労働者の中で最も人数が多い職種に就いてい

る短時間労働者数 77,101人

正社員と職務がほとんど同じ短時間労働者数

2,647人

正社員と職務がほとんど同じかつ

人材活用の仕組みが同じ短時間労働者数

286人（うち有期：201人、無期85人）

100%
84.4%

2.9% 0.3%
無期：0.1%

資料出所：短時間労働者実態調査（平成22年）（労働政策研究・研修機構） 

・正社員と職務がほとんど同じ短時間労働者（１要件）の割合は2.9%（事業所割合では20.5%） 
・正社員と職務がほとんど同じかつ人材活用の仕組みが同じ短時間労働者（２要件）の割合は0.3%（事業所割合では2.7%） 
・正社員と職務がほとんど同じかつ人材活用の仕組みが同じで無期契約の短時間労働者（３要件）の割合は0.1%（事業所割合では1.1％） 

働き方が正社員と同じ短時間労働者の存在割合 

短時間労働者に占める割合 事業所に占める割合 

短時間労働者を雇用している事業所 1,764事業所

当該事業所でもっとも短時間労働者の人数が多い職

種に正社員がいる事業所 1,482事業所

正社員と職務がほとんど同じ短時間労働者が

いる事業所 361事業所

正社員と職務がほとんど同じかつ人材活用の

仕組みが同じ短時間労働者がいる
事業所 48事業所（うち無期あり19事業所）

100%
84.0%

20.5%

2.7%
無期：1.1%
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短時間労働者の賃金の決定要素（事業所調査） 

H18 

パート労働者の採用時の賃金決定の際に考慮した内容（複数回答） 

H22 

55.7  

32.1  

59.6  

43.5  

30.8  

14.1  
5.5  

15.0  
4.1  

0  
10  
20  
30  
40  
50  
60  
70  

職
務
の
内
容
（業
務
の
内

容
及
び
責
任
の
重
さ
） 

職
務
の
成
果 

能
力
、
経
験 

地
域
で
の
賃
金
相
場 

最
低
賃
金 

年
齢 

学
歴 

そ
の
他 

無
回
答 

短時間労働者の賃金決定の際、考慮している要素（複数回答） 

資料出所：パートタイム労働者総合実態調査（平成18年）（厚生労働省） 

資料出所：短時間労働者実態調査（平成22年）（労働政策研究・研修機構） 

(%) 

(%) 

31.4  

14.4  
26.1  

71.7  

19.1  
12.7  7.4  

1.2  
0 

10 
20 
30 
40 
50 
60 
70 
80 

仕
事
の
困
難
度 

同
じ
職
種
の
正
社
員
の

賃
金 

経
験
年
数 

同
じ
地
域
・職
種
の

パ
ー
ト
の
賃
金
相
場 

地
域
・産
業
別
最
低
賃

金 

年
齢 

そ
の
他 

不
明 
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手当及び各種制度の実施状況 （事業所調査） 

資料出所：短時間労働者実態調査（平成22年）（労働政策研究・研修機構） 

正社員、短時間労働者全般の手当・各種制度の実施状況（複数回答） 

32.7  
42.5  

80.7  

3.9  
8.4  

4.5  3.2  

48.6  

9.4  6.9  

79.8  

58.9  

16.3  

32.8  

7.8  

47.8  
41.4  

11.6  12.5  

75.3  
69.7  

50.3  
43.7  

79.8  

41.5  

14.2  

33.4  
27.2  

13.9  

1.9  
0  

10  

20  

30  

40  

50  

60  

70  

80  

90  

定
期
的
な
昇
給 

人
事
評
価
・考
課 

通
勤
手
当 

精
勤
手
当 

役
職
手
当 

家
族
手
当 

住
宅
手
当 

賞
与 

退
職
金 

企
業
年
金 

健
康
診
断 

慶
弔
休
暇 

共
済
会
へ
の
加
入 

保
養
施
設
の
利
用 

託
児
施
設
の
利
用 

（%） 

正社員及び短時間労働者の両方に対し実施 

正社員に対してのみ実施 
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10.5  

2.9  

29.1  

6.9  
9.1  

6.9  5.2  
1.9  

4.5  5.4  

45.8  

24.7  

4.2  
7.2  7.0  

4.9  3.8  

10.1  

1.4  
4.8  

2.7  
4.5  2.8  

1.0  
3.4  

7.5  

29.1  

0  

5  

10  

15  

20  

25  

30  

35  

40  

45  

50  

昇
進
・昇
格 

配
置
転
換 

定
期
的
な
昇
給 

教
育
訓
練
機
会 

人
事
評
価
・考
課 

通
勤
手
当 

精
勤
手
当 

役
職
手
当 

家
族
手
当 

住
宅
手
当 

賞
与 

退
職
金
・企
業
年
金 

財
産
形
成
制
度 

産
前
・産
後
休
業
制
度 

育
児
休
業
制
度 

介
護
休
業
制
度 

看
護
休
暇 

慶
弔
休
暇 

雇
入
時
健
康
診
断 

定
期
健
康
診
断 

共
済
会
へ
の
加
入 

慶
弔
見
舞
金 

保
養
施
設
の
利
用 

託
児
施
設
の
利
用 

社
内
行
事
へ
の
参
加 

そ
の
他 

無
回
答 

賃金以外の処遇等で仕事が同じ正社員と取扱いが異なっており 
納得できないと考えているもの（複数回答） 

（個人調査） 

資料出所：短時間労働者実態調査（平成22年）（労働政策研究・研修機構） 

(%) 

N=同じ仕事を行っている正社員がいる短時間労働者に質問 
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教育訓練の実施状況（事業所調査） 

H22 

H18 

79.3  78.3  
72.2  

57.9  

43.8  

2.7  5.4  

54.2  57.1  

38.2  

17.6  15.8  13.4  9.9  

58.9 
66.2 

46.2 

24.2 
17.8 

12.0  

0  
10  
20  
30  
40  
50  
60  
70  
80  
90  

入
職
時
に
ガ
イ
ダ
ン
ス 

（OFF-JT

）を
行
っ
て
い
る 

日
常
的
業
務
を
通
じ
た
、 

計
画
的
な
教
育
訓
練 

（OJT

）を
行
っ
て
い
る 

職
務
遂
行
に
必
要
な 

能
力
を
付
与
す
る
教
育
訓
練 

（OFF-JT
）を
行
っ
て
い
る 

キ
ャ
リ
ア
ア
ッ
プ
の
た
め
の 

教
育
訓
練
（OFF-JT

）を 

行
っ
て
い
る 

自
己
啓
発
費
用
を 

補
助
し
て
い
る 

教
育
訓
練
等
は 

ほ
と
ん
ど
行
っ
て
い
な
い 

無
回
答 

正社員に対して 
短時間労働者全般（職務の異同問わず）に対して 
正社員と職務が同じ短時間労働者（いる場合）に対して 

（％） 

正社員、短時間労働者全般及び正社員と職務が同じ短時間労働者
（いる場合）の教育訓練機会（複数回答） 

18.3  
28.7  

10.9  

0 
10 
20 
30 
40 

O
FF-JT 

計
画
的
な

O
JT 

自
己
啓
発 

費
用
の
補
助 

パートに実施している教育訓練等の内容（複数回答） 
（％） 

資料出所：パートタイム労働者総合実態調査 
（平成18年）（厚生労働省） 

資料出所：短時間労働者実態調査（平成22年）（労働政策研究・研修機構） 

教育訓練（第10条関係） 
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短時間労働者から正社員への転換推進措置の実施状況（事業所調査） 

48.6  

実施している 
45.8 

48.4  

実施していない 
50.3 

3.0  

無回答 
3.9 

0% 20% 40% 60% 80% 100% 

H22 

H18 

51.0  

38.5  
45.6  

10.7  

0 

10 

20 

30 

40 

50 

60 

正
社
員
を
募
集
す
る
場
合
、
そ

の
募
集
内
容
を
短
時
間
労
働

者
に
周
知
し
て
い
る 

正
社
員
の
ポ
ス
ト
を
社
内
公
募

す
る
場
合
、
短
時
間
労
働
者
に

も
応
募
機
会
を
与
え
て
い
る 

試
験
制
度
な
ど
正
社
員
転
換

制
度
を
導
入
し
て
い
る 

そ
の
他
（教
育
訓
練
等
） 

資料出所：パートタイム労働者総合実態調査（平成18年）（厚生労働省） 
短時間労働者実態調査（平成22年）（労働政策研究・研修機構） 
※平成18年は措置内容は調査していない。 

実施方法（複数回答） 

% 

正社員への転換推進措置（第12条関係） 
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正社員転換の実績 

あり 
30.5  

なし 
61.5  

不明 
8.0  

0% 20% 40% 60% 80% 100% 

あり 
39.9  

なし 
47.3  

無回答 
12.8  

0% 20% 40% 60% 80% 100% 

H18 

H22 

過去５年間（平成１３年１０月～平成１８年９月）にパートを正社員へ転換させた労働者の有無別事業所の割合 

過去３年間（平成１９年４月～平成２２年３月）に短時間労働者を正社員へ転換させた労働者の有無別事業所の割合 

注）正社員とパートの両方を雇用している事業所を母数としている。 

注）正社員転換推進措置を実施している事業所を母数としている。 

資料出所：パートタイム労働者総合実態調査（平成18年）（厚生労働省） 
短時間労働者実態調査（平成22年）（労働政策研究・研修機構） 
※平成18年は応募者数及び転換者数は調査していない。 

 

7.2  5.0  8.4  11.8  67.6  

0% 20% 40% 60% 80% 100% 
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（正社員転換推進措置がある事業所） 

30.2  16.9  16.3  16.9  5.3  14.5  
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短時間労働者に占める過去３年間の正社員への転換者の割合 
（正社員転換推進措置があり、転換実績がある事業所） 
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正社員転換推進措置を実施する上での支障 
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30.5% 
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無回答 
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資料出所：短時間労働者実態調査（平成22年）（労働政策研究・研修機構） 
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正社員転換推進措置（中間形態の有無） 

⑤短時間正社員制度の導入状況 

中間の

雇用形

態を設
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中間の
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(%) 

資料出所：短時間労働者実態調査（平成22年）（労働政策研究・研修機構） 
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原則として優先的

に採用したい 
9.6% 

職種によっては優

先的に採用するこ

とを考えたい 
14.2% 

個別に能力等の

ある者については

優先的に採用 
26.6% 優先させるつもり

はない 
13.6% 

分からない 
26.7% 

無回答 
9.2% 

短時間労働者の優先採用方針 

ある 
18.3  

ない 
76.2  

無回答 
5.5  

0% 20% 40% 60% 80% 100% 

資料出所：短時間労働者実態調査（平成22年）（労働政策研究・研修機構） 

過去３年間に正社員を新たに採用する際、在籍する短時間労働者を 
外部の応募者より優先させて採用したことの有無（実績） 

今後、正社員を新たに採用する際、在籍する短時間労働者を外部の応募
者より優先させて採用することについての考え方（今後の意向） 
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待遇に関する説明及び苦情の申し出を受けた場合の自主的解決 

資料出所：パートタイム労働者総合実態調査（平成18年）（厚生労働省） 
短時間労働者実態調査（平成22年）（労働政策研究・研修機構） 
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待遇についての説明（第13条関係）、苦情の自主的解決（第19条関係） 
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現在の会社や仕事に対する不満・不安 
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資料出所：パートタイム労働者総合実態調査（平成18年）（厚生労働省） 
短時間労働者実態調査（平成22年）（労働政策研究・研修機構） 

※平成18年は項目に入っていない。 

「不満・不安がある」場合の内容（複数回答） 
(%) 
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資料出所：パートタイム労働者総合実態調査（平成18年）（厚生労働省） 

資料出所：短時間労働者実態調査（平成22年）（労働政策研究・研修機構） 
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 契約期間の定めの有無・１回当たりの契約期間（事業所調査） 

短時間労働者の契約期間の定めの有無 

期間の 
定めあり 
85.9% 

期間の 
定めなし 
12.5% 

無回答 
1.6% 

１カ月以内 
1.0  
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２年超～ 
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0.5  

３年超 
0.2  

無回答 
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0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100% 

１回当たりの契約期間 

資料出所：短時間労働者実態調査（平成22年）（労働政策研究・研修機構） 
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もっとも多い実際の更新回数 

※短時間労働者の中でもっとも人数が多い
職種について調査している。 

契約期間 
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短時間労働者の就業理由（個人調査） 
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資料出所：パートタイム労働者総合実態調査（平成18年）（厚生労働省） 
短時間労働者実態調査（平成22年）（労働政策研究・研修機構） 
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短時間労働者を選択した理由（個人調査） 
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資料出所：パートタイム労働者総合実態調査（平成18年）（厚生労働省） 

資料出所：短時間労働者実態調査（平成22年）（労働政策研究・研修機構） 
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働
け
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病
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正
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と
し
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働
け
な
い

か
ら 

家
事
・育
児
の
事
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で
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と
し
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働
け
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い
か

ら
（左
記
を
除
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正
社
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と
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的
に
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働
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短時間労働者を選択した理由（複数回答） 
(%) 

(%) 
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今後の働き方に関する考え方 
（個人調査） 

短時間労働者を続

けたい 
69.9% 

正社員になりたい 
18.8% 

その他 
3.0% 

仕事をやめたい 
2.4% 

無回答 
5.9% 

うち 
現在の会社で
（94.1%） 
別の会社で 
（5.9％） 

うち 
現在の会社で
（58.1%） 
別の会社で 
（41.9％） 

パート等で仕

事を続けたい 
68.4% 

正社員になり

たい 
18.4% 

その他 
11.9% 

不明 
1.3% 

うち 
現在の会社で
（34.7%） 
別の会社で 
（65.3％） 

うち 
現在の会社で
（91.8%） 
別の会社で 
（8.2％） 

H18 H22 

資料出所：パートタイム労働者総合実態調査（平成18年）（厚生労働省） 

資料出所：短時間労働者実態調査（平成22年）（労働政策研究・研修機構） 

短時間正社員、地域限定正社員の選択志向 

73.0  

選びたい 
60.6  

7.0  

選びたくない 
23.5  

19.9  

無回答 
16.0  

0% 20% 40% 60% 80% 100% 

勤務地を限定 
した正社員 

短時間正社員 

今後の働き方の希望 
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25.0  

調整をしている 
20.4  

37.9  

調整の必要がない 
42.6  

25.1  

関係なく働く 
24.0  

2.9  

その他 
2.3  

6.2  

わからない 
8.4  

2.9  

不 明 
2.2  

0% 20% 40% 60% 80% 100% 

調整をしていない 68.9% 

調整をしていない 65.9% 

就業調整の有無 

65.8  
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23.2  
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0.3  
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額
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え
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と
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偶
者
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会
社
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配
偶
者
手
当
が
も
ら
え
な
く
な
る
か
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３
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偶

者
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康
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、
厚
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な
る
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間
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週
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所
定
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働
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２
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時
間
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上
に
な
る
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雇
用
保
険
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入

し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
た
め 

正
社
員
の
所
定
労
働
時
間
の
４
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の
３

以
上
に
な
る
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健
康
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険
、
厚
生
年
金

等
に
加
入
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な
い
か
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会
社
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合
に
よ
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雇
用
保
険
、
厚
生

年
金
等
の
加
入
要
件
に
該
当
し
な
い
よ
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に
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い
る
た
め 

現
在
、
支
給
さ
れ
て
い
る
年
金
の
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額

率
を
抑
え
る
又
は
減
額
を
避
け
る
た
め 

そ
の
他 

不 

明 

（％） 

H18 
H22 

就業調整をしている理由（複数回答） 

資料出所：パートタイム労働者総合実態調査（平成18年）（厚生労働省） 
短時間労働者実態調査（平成22年）（労働政策研究・研修機構） 

H18 

H22 

就業調整の有無及び就業調整をしている理由 
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326  232  222  

1,851  
2,401  

974  1,285  594  593  446  

9,143  8,435  

2,978  2,767  

318  497  454  

1,058  

2,811  

1,270  

2,255  

1,238  1,322  1,122  

12,052  

13,647  

5,222  

6,307  

0  

2,000  

4,000  

6,000  

8,000  

10,000  

12,000  

14,000  

16,000  

16年度 17年度 18年度 19年度 20年度 21年度 22年度 

短時間労働者 

事業主 

その他 

（件） 

平成20年4月 
改正パートタイ
ム労働法施行 

パートタイム労働関係相談件数の推移 （労働者・事業主・その他別） 
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相談内容の内訳（平成２０年度） 

43 パートタイム労働法の施行状況  

（単位：件）

事　項

第6条関係

（労働条件の文書交付等）

第7条関係

（就業規則の作成手続）

第8条関係

（差別的取扱いの禁止）

第9条関係

（賃金の均衡待遇）

第10条関係

（教育訓練）

第11条関係

（福利厚生施設）

第12条関係

（通常の労働者への転換）

第13条関係

（説明義務）

第14条関係

（指針）

第15条関係

（短時間雇用管理者）

その他

（年休,解雇,社会保険等）

短時間労働者 事業主 その他 合計

合計 2,811 ( 100.0% ) 8,435 ( 100.0% ) 2,401 ( 100.0% ) 13,647 ( 100.0% )

300 ( 10.7% ) 1,559 ( 18.5% ) 277 ( 11.5% ) 2,136 ( 15.7% )

23 ( 0.8% ) 265 ( 3.1% ) 59 ( 2.5% ) 347 ( 2.5% )

1,516 ( 11.1% )

292 ( 10.4% ) 777 ( 9.2% ) 235 ( 9.8% ) 1,304 ( 9.6% )

302 ( 10.7% ) 907 ( 10.8% ) 307 ( 12.8% )

397 ( 2.9% )

57 ( 2.0% ) 296 ( 3.5% ) 89 ( 3.7% ) 442 ( 3.2% )

53 ( 1.9% ) 264 ( 3.1% ) 80 ( 3.3% )

1,614 ( 11.8% )

292 ( 10.4% ) 398 ( 4.7% ) 121 ( 5.0% ) 811 ( 5.9% )

245 ( 8.7% ) 1073 ( 12.7% ) 296 ( 12.3% )

3,544 ( 26.0% )963 ( 34.3% ) 1,932 ( 22.9% ) 649 ( 27.0% )

1,249 ( 9.2% )

15 ( 0.5% ) 239 ( 2.8% ) 33 ( 1.4% ) 287 ( 2.1% )

269 ( 9.6% ) 725 ( 8.6% ) 255 ( 10.6% )



相談内容の内訳（平成２１年度） 

44 パートタイム労働法の施行状況  

（単位：件）

事　項

第6条関係

（労働条件の文書交付等）

第7条関係

（就業規則の作成手続）

第8条関係

（差別的取扱いの禁止）

第9条関係

（賃金の均衡待遇）

第10条関係

（教育訓練）

第11条関係

（福利厚生施設）

第12条関係

（通常の労働者への転換）

第13条関係

（説明義務）

第14条関係

（指針）

第15条関係

（短時間雇用管理者）

その他

（年休,解雇,社会保険等）

短時間労働者 事業主 その他 合計

123 ( 9.7% ) 441 ( 14.8% ) 89 ( 9.1% ) 653 ( 12.5% )

21 ( 1.7% ) 124 ( 4.2% ) 35 ( 3.6% ) 180 ( 3.4% )

382 ( 7.3% )

93 ( 7.3% ) 177 ( 5.9% ) 75 ( 7.7% ) 345 ( 6.6% )

96 ( 7.6% ) 198 ( 6.6% ) 88 ( 9.0% )

87 ( 1.7% )

11 ( 0.9% ) 68 ( 2.3% ) 16 ( 1.6% ) 95 ( 1.8% )

12 ( 0.9% ) 56 ( 1.9% ) 19 ( 2.0% )

799 ( 15.3% )

119 ( 9.4% ) 83 ( 2.8% ) 38 ( 3.9% ) 240 ( 4.6% )

93 ( 7.3% ) 538 ( 18.1% ) 168 ( 17.2% )

421 ( 8.1% )

6 ( 0.5% ) 191 ( 6.4% ) 27 ( 2.8% ) 224 ( 4.3% )

128 ( 10.1% ) 206 ( 6.9% ) 87 ( 8.9% )

合計

1,796 ( 34.4% )

1,270 ( 100.0% ) 2,978 ( 100.0% ) 974 ( 100.0% ) 5,222 ( 100.0% )

568 ( 44.7% ) 896 ( 30.1% ) 332 ( 34.1% )



相談内容の内訳（平成２２年度） 

45 パートタイム労働法の施行状況  

（単位：件）

事　項

第6条関係

（労働条件の文書交付等）

第7条関係

（就業規則の作成手続）

第8条関係

（差別的取扱いの禁止）

第9条関係

（賃金の均衡待遇）

第10条関係

（教育訓練）

第11条関係

（福利厚生施設）

第12条関係

（通常の労働者への転換）

第13条関係

（説明義務）

第14条関係

（指針）

第15条関係

（短時間雇用管理者）

その他

（年休,解雇,社会保険等）

短時間労働者 事業主 その他 合計

283

59 ( 1.4% )18

( 13.5% )174

163

5

848

2,255合計 ( 100.0% )

130

171

78

66

217

235

( 100.0% )

( 12.5% )

( 5.8% )

( 2.6% )

( 37.6% )

( 0.2% )

( 7.2% )

( 10.4% )

( 9.6% )

( 2.9% )

( 3.5% )

( 7.6% )

( 12.7% )352

( 3.8% )105

186 ( 6.7% )

141 ( 5.1% )

70 ( 2.5% )

199 ( 7.2% )

190 ( 6.9% )

47 ( 1.7% )

50 ( 1.8% )

505 ( 18.3% )

( 1.4% )

215 ( 16.7% )

62 ( 4.8% )

90 ( 7.0% )

92 ( 7.2% )

18 ( 1.4% )

( 6.4% )

( 2.3% )

406

404

143

2,767 1,285 ( 100.0% )

( 12.8% )809

( 2.9% )182

( 6.4% )

134 ( 2.1% )

114 ( 8.9% )

15 ( 1.2% )

922 ( 33.3% ) 469 ( 36.5% )

18

210 ( 3.3% )

( 100.0% )6,307

( 35.5% )2,239

937 ( 14.9% )

367 ( 5.8% )

476 ( 7.5% )



2,877  2,794  2,792  2,839  

6,273  
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0 0 0 0 
694 221 97 0 0 0 0 2 1 2 

0  

5,000  

10,000  

15,000  

20,000  

25,000  

30,000  
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報告徴収実施事業所数 助言件数 指導件数 勧告件数 

(件) 

平成20年4月 
改正パートタイム労働
法施行 

パートタイム労働関係報告徴収実施事業所数・助言等件数の推移 
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是正指導（助言）内容の内訳（平成２０年度） 

【第６条関係】 
2,143 
24.1% 

【第７条関係】 
390 

4.4% 
【第８条関係】 

7 
0.1% 

【第９条関係】 
1,045 
11.7% 

【第１０条関係】 
169 

1.9% 
【第１１条

関係】 
3 

0.03% 

【第１２条関係】 
2,953 
33.2% 

【第１３条関係】 
11 

0.1% 
【第１５条関係】 

1,471 
16.5% 

【その他】 
708 

8.0% 

第６条関係（労働条件の文書交付等） 

第７条関係（就業規則の作成手続） 

第８条関係（差別的取扱いの禁止） 

第９条関係（賃金の均衡待遇） 

第１０条関係（教育訓練） 

第１１条関係（福利厚生施設） 

第１２条関係（通常の労働者への転換） 

第１３条関係（待遇に関する説明） 

第１５条関係（短時間雇用管理者の選任） 

その他（指針） 

合計 
8,900件 
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是正指導（助言）内容の内訳（平成２１年度） 

【第６条】 
6,036 
23.3% 

【第７条】 
1,435 
5.5% 

【第8条】 
7 

0.03% 

【第9条】 
2,233 
8.6% 

【第10条】 
226 

0.9% 
【第11条】 

2 
0.01% 

【第12条】 
8,249 
31.8% 

【第13条】 
16 

0.1% 

【第15条】 
5,576 
21.5% 

【指針】 
2,148 
8.3% 

第６条関係（労働条件の文書交付等） 

第７条関係（就業規則の作成手続） 

第８条関係（差別的取扱いの禁止） 

第９条関係（賃金の均衡待遇） 

第１０条関係（教育訓練） 

第１１条関係（福利厚生施設） 

第１２条関係（通常の労働者への転換） 

第１３条関係（待遇に関する説明） 

第１５条関係（短時間雇用管理者の選任） 

その他（指針） 

合計 
25,928件 
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【第６条関係】 
6,133 
23.5% 

【第７条関係】 
2,963 
11.4% 

【第８条関係】 
3 

0.01% 

【第９条関係】 
1323 
5.1% 

【第１０条関係】 
300 

1.1% 
【第１１条関係】 

3 
0.01% 

【第１２条関係】 
7,193 
27.6% 

【第１３条関係】 
1 

0.004% 

【第１５条関係】 
5,094 
19.5% 

【その他】 
3,078 
11.8% 

第６条関係（労働条件の文書交付等） 

第７条関係（就業規則の作成手続） 

第８条関係（差別的取扱いの禁止） 

第９条関係（賃金の均衡待遇） 

第１０条関係（教育訓練） 

第１１条関係（福利厚生施設） 

第１２条関係（通常の労働者への転換） 

第１３条関係（待遇に関する説明） 

第１５条関係（短時間雇用管理者の選任） 

その他（指針） 

是正指導（助言）内容の内訳（平成２２年度） 

合計 
26,091件 
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紛争解決援助 

都道府県労働局長による紛争解決の援助 

②調停 

事  項 件 数 
第６条関係（労働条件の文書交付等） ２ 

第８条関係（差別的取扱いの禁止） ６ 

第１２条関係（通常の労働者への転換） ３ 

第１３条関係（待遇に関する説明） ３ 

合  計 １４ 

事  項 件 数 

第８条関係（差別的取扱いの禁止） ３ 

合  計 ３ 

20年度 21年度 22年度 

５ ３ ６ 

（ⅱ）申立受理件数の内訳（平成20～22年度） （ⅰ）申立受理件数の推移 

（ⅱ）申請受理件数の内訳（平成20～22年度） （ⅰ）申請受理件数の推移 

20年度 21年度 22年度 

３ ０ ０ 

（件） 
（件） 

（件） （件） 
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（西暦）

23.1%

(2010)

高齢化率

40.5%

3,646

合計特殊

出生率

1.261.39

(2010)

12,806万人

8,993

生産年齢人口（15～64歳）割合

63.7%

（2010）

752

7,096

3,635

1,196

4,595

11,927

生産年齢

人口割合

51.1%

高齢化率（65歳以上人口割合）

合計特殊出生率

人口（万人）

平成18年推計値 
（日本の将来人口推計） 

実績値 
（国勢調査等） 

2015 2025 2035 2045 2055 

資料：総務省統計局「国勢調査」、総務省統計局「推計人口（年報）」、厚生労働省｢人口動態統計｣、国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口（平成18年１2月推計）中位推計」 

51 日本の人口推移  

 ○ 日本の人口は近年横ばいであり、人口減尐局面を迎えている。2055年には9000万人を割り込み、 
  高齢化率は40％を超えると推計されている。 



 
2009年就業率  56.9% （15歳以上） 
 
 
 
2020年就業率  53.4% （15歳以上） 
   ※国立社会保障・人口問題研究所による性別・年齢別の将来    
    推計人口（2020年）に、2009年の各層の就業率を乗じ、2020 
    年の就業者数を試算。試算した就業者数の合計を2020年の 
    15歳以上人口で割ることにより、2020年の就業率を算出。 

現 状 
＜設定されている新成長戦略の目標＞ 
 
○ 2020年度までの平均で、名目3%、実質2%を上回る成長を目指す。 
 
○ 「新成長戦略」を通じた雇用創造等により、完全失業率はできる限り 
  早期に3%台への低下を目指す。 

「新成長戦略」に盛込まれた各施策を実施し、2020年就業率 80% (20～64歳) の達成を目標とする 

若者（20～34歳男女） 
77% （2009年：73.6%） 

＜考え方＞ 
①フリーター約半減を目標と
し、 フリーターのうち非就業フ
リーター（失業者＋非労働力
人口の一部）の約半数が就業
するとする。 
 
②失業率の低下（2009年5.8
～9.0%→2020年4.1～7.0%）
により就業者が増加。 
 
 

就業率の2020年目標 

女性（25～44歳女性） 
73% （2009年：66.0%） 

＜考え方＞ 
①非労働力人口のうち、「家
事・育児」や「勤務時間」を理
由として就業していない女性と
「知識・能力」面で不安を持つ
女性の就業希望を実現するこ
とにより就業者数が増加。 
 
②失業率の低下（2009年4.6
～6.3%→2020年3.2～5.1%）
により就業者が増加。 
 

高齢者（60～64歳男女） 
63% （2009年：57.0%） 

＜考え方＞ 
・2000年から施行されている
65  
 歳までの段階的な高年齢者  
 雇用確保措置の努力義務 
・2013年度からの公的年金支 
 給開始年齢（報酬比例部分） 
 の65歳への引上げ 
 
などの効果により、就業率上
昇トレンドが2020年まで継続
することを目標とする。 
 

その他の年齢層 
 

＜考え方＞ 
2020年の就業率（15歳以上）
が、2009年の就業率（15歳以
上）と同じ56.9%となるために
必要な全体の目標就業者数
（6,232万人）に達するよう、性
別・年齢別の各層の現在の失
業者及び非労働力人口中の
就業希望者の多寡に応じ、就
業者数を配分。 

年齢別の就業率が、現在のまま 
推移した場合 

現在の就業率56.9%（15歳以上）を維持
することを目標とする 

52 就業率の目標設定の考え方   



50% 

55% 

60% 

65% 

70% 

75% 

80% 

85% 

90 95 00 05 09 20 
（実績）                                        （推計値） 

高齢者（60～64歳男女） 
57.0% → 63% 

若者（20～34歳男女） 
73.6% → 77% 

女性（25～44歳女性） 
66.0% → 73% 

15歳以上男女 
56.9% → 56.9% 

労働市場への参加が 
進まないケース  

56.9% → 53.4% 

20～64歳男女 
74.6% → 80% 

（参考資料）実績値は総務省「労働力調査」による。目標値は（独）国立社会保障・人口問題研究所「将来推計人口」を用いて試算。 
（注）就業率の目標は、新成長戦略において、2020年度までの平均で名目3%、実質2%を上回る成長、失業率についてできる限り早期に3%台に低下すること、 
  等の目標が、各々達成されることが前提であり、経済情勢の変化等に応じて、変更することがあり得る。 

53 新成長戦略の就業率目標   



3,343 3,488 3,779 3,630 3,374 3,411 3,441 3,399 3,380 3,355 

655 
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1,001 1,273 1,633 1,677 1,732 1,760 1,721 1,755

0 

1,000 

2,000 

3,000 

4,000 

5,000 

6,000 

８５年 ９０年 ９５年 ００年 ０５年 ０６年 ０７年 ０８年 ０９年 １０年

正規 

（資料出所）2000年までは総務省「労働力調査（特別調査）」（2月調査）、2005年以降は総務省「労働力調査（詳細集計）」（年平均）による。 
    注）雇用形態の区分は、勤め先での「呼称」による。 

（32.6％） 

（16.4％） 

（万人） 

（33.0％） （33.5％） 

(＋44) (＋55) 

(＋37) (＋30) 

（26.0％） 
（20.9％） 

（20.2％） 

(－42) 

(＋28) 

（34.1％） 

(－19) 

（33.7％） 

非正規 パート 
848(48.3％) 

アルバイト 
345(19.7％) 

派遣社員 
96(5.5％) 

契約社員 
嘱託 

330(18.8％) 

その他 
137(7.8％) 

(-39) 

（34.3％） 

(＋34) 

(－25) 

○ 正規労働者数は近年減少傾向 

○ 非正規労働者の割合は雇用者の３分の１超にまで上昇。2008年秋以降の経済危機の影響により、

2009年は、対前年と比べ減少（39万人減）したが、2010年は再び増加（34万人増） 

○ 2010年の派遣労働者は96万人と２年連続の減少 

54 正規労働者及び非正規労働者の推移 



← パート  
      848万人 

← アルバイト 
      345万人 

← 派遣社員 
    96万人 

← 契約社員・嘱託 
     330万人 

← その他 
    137万人 

（資料出所）2000年までは総務省「労働力調査（特別調査）」（2月調査）、2005年からは総務省「労働力調査（詳細集計）」（年平均）による。 
      注）2005年以降の「契約社員・嘱託」と「その他」については，2000年以前の分類は，「嘱託・その他」 

○ 近年、特に契約社員・嘱託の増加により、非正規労働者数は増加傾向にある。 
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55 非正規労働者の推移（雇用形態別） 



○ 雇用者に占める雇用形態別の非正規雇用者割合を、性別にみると、 
    ・ 男性は、パートタイム・アルバイト、契約社員等の割合が高まる一方、08-10年にかけ派遣

社員の割合は減少 
    ・ 女性は、パートタイム・アルバイトが40％弱、契約社員等の割合が高まる傾向の一方、08-

10年にかけて、派遣社員の割合は減少 

（資料出所） 2000年までは総務省「労働力調査（特別調査）」（2月調査）、2005年以降は総務省「労働力調査（詳細集計）」（年平均）による。 
 （注） 雇用形態の区分は、勤め先での「呼称」による。 
     役員、学生を除く。      

56 非正規労働者の推移（性別・雇用形態別） 

9 

1.6 

10.9 

0 

2 

4 

6 

8 

10 

12 

90年  95年  00年  05年  06年  07年  08年  09年  10年  

パート・アルバイト 

派遣社員 

契約社員・嘱託・そ

の他 

39.8 

2.8 

10.1 

0 

5 

10 

15 

20 

25 

30 

35 

40 

45 

90年  95年  00年  05年  06年  07年  08年  09年  10年 

パート・アルバイト 

派遣社員 

契約社員・嘱託・そ

の他 

女性 男性 



1,106 

1,373 
1,677 

1,949 

2,225 

2,522 
2,717 2,744 

2,571 

1,836 
1,665 

1,599 

1,123 

1,421 

1,743 

2,034 

2,324 

2,646 

2,892 2,933 
2,786 

2,024 
1,908 1,845 

936 

1,076 
1,229 1,311 1,332 1,286 1,254 1,267 1,324 

1,590 
1,364 

1,168 

845 
948 

1,045 1,082 1,058 1,044 1,050 1,037 1,024 1,096 
1,098 1,166 

1,252 

1,142 
1,263 

1,358 1,356 1,293 1,254 1,249 1,334 1,339 

982 

0  

500  

1000  

1500  

2000  

2500  

3000  

3500  

 ～19歳  20～24  25～29  30～34  35～39  40～44  45～49  50～54  55～59  60～64  65～69  70歳～ 

（円） 

 （資料出所）「一般労働者」、「短時間労働者」、「正社員・正職員」、「正社員・正職員以外」については、厚生労働省「H22賃金構造基本調査」 
        「派遣労働者」については、厚生労働省「H20派遣労働者実態調査」 
      注）きまって支給する現金給与額と年間賞与を含む。派遣労働者について、年齢区分「65歳以上」を「65～69」に計上 

正社員・正職員 

一般労働者 

派遣労働者 短時間労働者 

正社員・正職員以外 

【用語の定義】 
・ 常用労働者：１～３のいずれかの労働者（１ 期間を定めずに雇われている労働者、 ２ １か月を超える期間を定めて雇われている労働者、 ３ 日々又は１か月以
内の期間を定めて雇われている労働者のうち、４月及び５月にそれぞれ18 日以上雇用された労働者） 

・ 一般労働者：「常用労働者」のうち「短時間労働者」以外の者  
・ 短時間労働者：同一事業所の一般の労働者より1日の所定労働時間が短い又は1日の所定労働時間が同じでも1週の所定労働日数が少ない労働者 
・ 正社員・正職員：「一般労働者」のうち、事業所で正社員、正職員とする者 
・ 正社員・正職員以外：「一般労働者」のうち、「正社員・正職員」に該当しない者 

○ 非正規労働者の給与は、ほぼ全ての世代で正社員の給与を下回っており、年齢による変化も少ない。 

57 雇用形態別の賃金カーブ（時給ベース） 
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契約社員・嘱託 

正規労働者 

派遣労働者 

200万円のライン 

パート・アルバイト 

（資料出所） 総務省「就業構造基本調査」（2007） 
 （注） 全労働者を対象としている。所得については、本業から通常得ている年間所得（税込み額）をいう。過去１年間に仕事を変えた者や新たに 
    仕事に就いた者については、新たに仕事に就いたときから現在までの収入を基に、１年間働いた場合の収入額の見積りによる。 

58 雇用形態別年間所得の分布  

○ 非正規労働者は、正規労働者よりも年間所得の分布のピークが低い位置にあり、特にパート・アルバイト
の約９割は年間所得200万円未満となっている。 



今後のパートタイム労働対策に関する研究会 開催要綱 

 

 

 

１ 開催目的 

短時間労働者の雇用管理の改善等に関する法律（平成 5年法律第 76号。以

下「パートタイム労働法」という。）については、平成 19 年に改正され、平

成 20年 4月 1日より施行されているが、同法の一部を改正する法律（平成 19

年法律第 72 号）附則第 7 条において、「政府は、この法律の施行後 3 年を経

過した場合において、この法律による改正後の短時間労働者の雇用管理の改

善等に関する法律の規定の施行の状況を勘案し、必要があると認めるときは、

当該規定について検討を加え、その結果に基づいて必要な措置を講ずるもの

とする。」とされている。 

現在、改正パートタイム労働法の施行後 3 年目を迎えていること等から、

この間の施行状況を含め、国内におけるパートタイム労働の実態を把握する

とともに課題を整理しつつ、今後のパートタイム労働対策について検討を行

うため、「今後のパートタイム労働対策に関する研究会」を開催する。 

 

２ 検討事項 

(1) パートタイム労働の実態 

(2) パートタイム労働の課題 

(3) 今後のパートタイム労働対策 

 

３ 運営 

(1) 本研究会は、厚生労働省雇用均等・児童家庭局長が学識経験者の参集を

求めて開催する。 

(2) 本研究会においては、必要に応じ、実務経験者等の出席を求めることが

ある。 

(3) 本研究会の議事については、別に本研究会において申し合わせた場合を

除き、公開とする。 

(4) 本研究会の座長は、参集者の互選により選出する。 

(5) 本研究会の庶務は、厚生労働省雇用均等・児童家庭局短時間・在宅労働

課において行う。 

 

 

 



 

 

参集者 

 

 

 

浅倉
あさくら
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こ

   早稲田大学大学院法務研究科教授 
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 浩
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一郎
いちろう

   学習院大学経済学部教授 

黒澤
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 昌子
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    政策研究大学院大学教授 

権
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丈
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 英子
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    亜細亜大学経済学部教授 
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 博樹
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    東京大学大学院情報学環教授 

水町
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   東京大学社会科学研究所教授 

   山川
やまかわ

 隆一
りゅういち

    慶應義塾大学法科大学院教授 

 

 

 

（○は座長。敬称略・五十音順） 

    

 

 

 



今後のパートタイム労働対策に関する研究会 開催経過 

 
 
第１回 （平成２３年２月３日） 
・パートタイム労働法の施行状況等について 

・今後の研究会の進め方について 
 

第２回 （３月７日） 
・諸外国のパートタイム労働法制等について 

 
第３回 （３月３０日） 

・関係者からのヒアリング 
【ヒアリング対象者】 

○日本労働組合総連合会            副事務局長   山口 洋子 氏 
○ UIゼンセン同盟(全国繊維化学食品流通サービス一般労働組合同盟） 

副書記長  田村 雅宣 氏 
○日本サービス・流通労働組合連合            事務局次長    石黒 生子 氏 

○（社）日本経済団体連合会            労働法制本部主幹    布山 祐子 氏 
労働政策本部主幹    鈴木 重也 氏 

○全国中小企業団体中央会      調査部長兼国際部長    三浦 一洋 氏 
労働政策部長  小林  信 氏 

○日本商工会議所                産業政策第二部担当部長  松本 謙治 氏 
                   

第４回 （４月１５日） 
・通常の労働者との間の待遇１、納得性１  

 
第５回 （５月２０日） 

・通常の労働者との間の待遇２、納得性２（職務評価） 
【ヒアリング対象者】 

○跡見学園女子大学マネジメント学部マネジメント学科 
准教授  禿 あや美 氏 

○筑波大学大学院ビジネス科学研究科国際経営プロフェッショナル専攻 
客員教授  山本 紳也 氏 

 
第６回 （６月３日） 

・教育訓練 
・通常の労働者との間の待遇３、納得性３ 

 
第７回 （６月１７日） 

・通常の労働者への転換の推進等 
 

第８回 （７月１５日） 
・「雇用形態による均等処遇についての研究会」報告書について 

 
第９回 （７月２９日） 

・報告書（案）について 
 

第１０回（９月１５日）  
・報告書（案）について 



   

１ 労働条件の文書交付・説明義務 
 ・ 労働基準法上の文書交付義務に加え、昇給、退職手当及び賞与の有無について、文書の交付等に 
  よる明示を事業主に義務付け（過料あり）（第６条） 
 ・ 待遇の決定に当たって考慮した事項について、パートタイム労働者から求めがあった場合の説明を 
  事業主に義務付け（第１３条） 
 

２ 均等・均衡待遇の確保の促進 
 ・ 全てのパートタイム労働者について、賃金の決定、教育訓練の実施及び福利厚生施設の利用に関 
  し、多様な就業実態に応じて、正社員と均衡のとれた待遇の確保に努めることを事業主に義務付け 
                                                    （第９条～第１１条）        
 ・ 特に、正社員と同視すべきパートタイム労働者について、差別的取扱いを禁止（第８条） 
    ※「正社員と同視すべきパートタイム労働者」：職務の内容及び人材活用の仕組みが正社員と同じで、無期労働契約 
      （反復更新により無期労働契約と同視できる有期労働契約を含む）を締結しているパートタイム労働者 
 

３ 通常の労働者への転換の推進 
 ・ 正社員の募集を行う場合のパートタイム労働者への周知、新たに正社員を配置する場合のパートタイ 
  ム労働者への応募の機会の付与、正社員への転換のための試験制度等、正社員への転換を推進する 
  ための措置を事業主に義務付け（第１２条） 
 

４ 苦情処理・紛争解決援助 
 ・ 苦情の自主的な解決に努めるよう、事業主に義務付け（第１９条） 
 ・ 義務規定に関し、都道府県労働局長による紛争解決援助及び調停を整備（第２０条～第２４条） 
 

 

（平成20年4月1日施行） 

 パートタイム労働者がその有する能力を一層有効に発揮することができる雇用環境を整備するため、パート
タイム労働者の納得性の向上、正社員との均等・均衡待遇の確保、正社員への転換の推進等を図る。 

改正パートタイム労働法の概要 



均等・均衡待遇の確保の促進 

        ◎･･･短時間労働者であることによる差別的取扱いの禁止（義務化）   ○・・・実施義務・配慮義務 
 □・・・同一の方法で決定する努力義務    △・・・職務の内容、成果、意欲、能力、経験等を勘案する努力義務   

 【短時間労働者の態様】 

 通常の労働者と比較して、 

賃   金 教育訓練 福利厚生 

職務関連賃金 

 ・基本給 

 ・賞与 

 ・役付手当等 

左以外の賃金 

 ・退職手当 

 ・家族手当 

 ・通勤手当等 

職務遂行
に必要な
能力を付
与するもの 

左以外のも
の(キャリア
アップのため
の訓練等) 

 ・給食施設 

 ・休憩室 

 ・更衣室 

左以外のも
の（慶弔休
暇、社宅の
貸与等） 

職務の内容 
 

（業務の内容
及び責任） 

人材活用の仕
組みや運用等 
（人事異動の有無
及び範囲) 

契約期間 

 ①通常の労働者と同視すべき 
  短時間労働者 

◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ 
同じ 

全雇用期間を通
じて同じ 

無期契約ｏｒ反
復更新により無
期契約と同じ 

 ②通常の労働者と職務の内容と人材活用の 
 仕組みや運用等が同じ短時間労働者 

□ － ○ △ ○ － 
同じ 

一定期間は 
同じ 

－ 

 ③通常の労働者と職務の内容が同じ 
  短時間労働者 

△ － ○ △ ○ － 
同じ 異なる － 

 ④通常の労働者と職務の内容も異なる 
  短時間労働者 

△ － △ △ ○ － 
異なる － － 



 
 

パートタイム労働対策に関する最近の主な提言等 
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１．短時間労働者の雇用管理の改善等に関する法律の一部を改正する法律 

（平成 19 年法律第 72 号）（抄） 

附 則 

（検討） 

第７条 政府は、この法律の施行後３年を経過した場合において、この法律に

よる改正後の短時間労働者の雇用管理の改善等に関する法律の規定の施行の

状況を勘案し、必要があると認めるときは、当該規定について検討を加え、

その結果に基づいて必要な措置を講ずるものとする。 

 

 

２．短時間労働者の雇用管理の改善等に関する法律の一部を改正する法律案に

対する附帯決議（平成 19 年 5 月 24日参議院厚生労働委員会） 

政府は、本法の施行に当たり、次の事項について適切な措置を講ずるべきで

ある。 

一、本法の内容について、事業主、労働者等に対する周知徹底に努めるととも

に、均等・均衡待遇の確保のためにとるべき措置等について具体的かつわか

りやすい事例を示す等、事業主に対する指導を行うこと。特に、差別的取扱

い禁止の対象となる短時間労働者の要件については、雇用の実態を踏まえ、

労使双方にとって公正な運用が行われるよう十分配慮しつつ、その範囲が明

確となるよう、判断に当たって必要となる事項等を示すこと。また、短時間

労働援助センターによる助成金の支給等により、事業主に対し、十分な支援

に努めること。 

 

二、短時間労働者と通常の労働者との均等・均衡待遇の確保を更に進めるため、

参考となる先進的な雇用管理事例のほか、職務分析の手法や比較を行うため

の指標（モノサシ）について内外の情報を収集するとともに、事業主に対し、

それらを提供することにより、その取組を支援すること。 

 

三、法の実効性を高める観点から、都道府県労働局の雇用均等室においては、

事業主に対する報告徴収をはじめとする行政指導の強化や調停の活用を図

ること。また、本法の円滑な施行を図るため、都道府県労働局の雇用均等室

等について、専門家の配置を含めた体制を整備すること。 

 

四、いわゆるフルタイムパート（所定労働時間が通常の労働者と同じである有

期契約労働者）についても本法の趣旨が考慮されるべきであることを広く周

知し、都道府県労働局において、相談に対して適切に対応すること。また、

我が国における短時間労働者の多くは、労働時間が短いことに加え、有期労
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働契約による問題が多い実態を踏まえ、有期契約労働者と通常の労働者との

均等・均衡待遇の確保を進めるため、有期契約労働者に関わる問題を引き続

き検討すること。 

 

五、正社員の労働条件について、本法を契機として合理的理由のない一方的な

不利益変更を行うことは法的に許されないことを周知するとともに、事業主

に対して適切に指導を行うこと。 

 

六、長時間労働が常態化している男性正社員の働き方の見直しを含め、短時間

労働者と通常の労働者の双方において、仕事と生活の調和の実現に向け、仕

事と家庭の両立がしやすい職場環境の整備を進めること。あわせて、短時間

正社員制度が社会的に定着するよう一層の取組に努めること。 

 

七、昭和六十一年度の税制改正により、百三万円を境とする所得の逆転現象が

解消されているにもかかわらず、今なお、就業調整が相当数の短時間労働者

によって行われている現状にかんがみ、誤解に基づく就業調整が行われるこ

とのないよう、短時間労働者や事業主などに対する現行税制についての周知

徹底に努めること。 

 

八、正社員以外のあらゆる労働者の処遇の改善を図るため、その労働条件及び

雇用管理状況の実態把握を行うこと。 

 

 右決議する。 
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３．民主党マニフェスト 

○ 民主党の政権政策Manifesto2009（抄） 

大項目５．『雇用と経済を育てる政策』 

→ 同じ職場で同じ仕事をしている人の待遇を均等・均衡にして

 

、仕事と

生活の調和を進めます。 

【政策各論】 

５ 雇用・経済 

４１．「ワーク・ライフ・バランスと均等待遇を実現する」 

・ 全ての労働者が１人ひとりの意識やニーズに応じて、やりがいの

ある仕事と充実した生活を調和させることのできる「ワーク・ライ

フ・バランス」の実現を目指す。 

 

（具体策） 

・ 

 

性別、正規・非正規にかかわらず、同じ職場で仕事をしている人

は同じ賃金を得られる均等待遇を実現する。 

 

○ 民主党の政権政策Manifesto2010（抄） 

大項目６．『雇用』 

→ 同じ職場で同じ仕事をしている人の待遇を均等・均衡にして

 

、仕事と

生活の調和を進めます。 
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４．子ども・子育てビジョン（平成 22 年 1月 29 日閣議決定）（抄） 

第４ 目指すべき社会への政策４本柱と 12の主要施策 

１．子どもの育ちを支え、若者が安心して成長できる社会へ 

（２）意欲を持って就業と自立に向かえるように 

・ 非正規雇用対策(正規雇用への転換促進、非正規雇用の待遇格差の

是正等)や若者の就労支援の実施(キャリア教育・職業教育、ジョブカ

フェ等によるフリーター等の就労支援)を推進します。 

 

４．男性も女性も仕事と生活が調和する社会へ（ワーク・ライフ・バランス

の実現） 

（12）仕事と家庭が両立できる職場環境の実現を 

・ 男女が職場で十分に能力を発揮しつつ、子どもを生み育てながら安

心して働き続けられる職場環境となるよう、男女雇用機会均等の確保

を図るとともに、「同一価値労働同一賃金」に向けた均等・均衡待遇

を推進します。 

 

施策の具体的内容 

１．子どもの育ちを支え、若者が安心して成長できる社会へ 

（２）意欲を持って就業と自立に向かえるように 

≪若者の自立した生活と就労に向けた支援に取り組む≫ 

□ 非正規雇用対策の推進 

・  意欲と能力に応じ、非正規雇用から正規雇用へ移行できるように

するとともに、就業形態にかかわらず、公正な処遇や能力開発の機

会が確保されるようにするなど、非正規雇用対策を推進します。 

 

４．男性も女性も仕事と生活が調和する社会へ（ワーク・ライフ・バランス

の実現） 

（11）働き方の見直しを 

≪長時間労働の抑制、テレワークの活用等、働き方の見直しに向けた環境整

備を図る≫ 

□ ライフスタイルに応じた多様な働き方の選択肢の確保 

・  育児・介護休業、短時間勤務、短時間正社員制度等の企業への制

度導入・定着により多様な働き方を推進するとともに、パート労働

者の均等・均衡待遇の推進、働く意欲と能力のある女性の再就職や

就業継続の支援の促進など、多様な働き方を選択できる条件を整備

します。 
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５．新成長戦略（平成 22 年 6 月 18日閣議決定）（抄） 

成長を支えるプラットフォーム 

（６）雇用・人材戦略  ～「出番」と「居場所」のある国・日本～ 

 

 

 

 

 

 

（成長力を支える「トランポリン型社会」の構築） 

北欧の「積極的労働市場政策」の視点を踏まえ、生活保障とともに、失業をリスクに終わ

らせることなく、新たな職業能力や技術を身につけるチャンスに変える社会を構築するこ

とが、成長力を支えることとなる。このため、「第二セーフティネット」の整備（求職者支

援制度の創設等）や雇用保険制度の機能強化に取り組む。また、非正規労働者を含めた、

社会全体に通ずる職業能力開発・評価制度を構築するため、現在の「ジョブ・カード制度」

を「日本版 NVQ（National Vocational Qualification）」へと発展させていく。 

※NVQ は、英国で 20 年以上前から導入されている国民共通の職業能力評価制度。訓練や仕

事の実績を客観的に評価し、再就職やキャリアアップにつなげる役割を果たしている。 

 

 

 

 

 

（地域雇用創造と「ディーセント・ワーク」の実現） 

国民の新たな参加と活躍が期待される雇用の場の確保のために、雇用の「量

的拡大」を図る。このため、成長分野を中心に、地域に根ざした雇用創造を推

進する。また、「新しい公共」の担い手育成の観点から、NPO や社会起業家など

「社会的企業」が主導する「地域社会雇用創造」を推進する。 

また、雇用の安定・質の向上と生活不安の払拭が、内需主導型経済成長の基

盤であり、雇用の質の向上が、企業の競争力強化・成長へとつながり、その果

実の適正な分配が国内消費の拡大、次の経済成長へとつながる。そこで、「ディ

ーセント・ワーク（人間らしい働きがいのある仕事）」の実現に向けて、「同一

価値労働同一賃金」に向けた均等・均衡待遇の推進、給付付き税額控除の検討、

最低賃金の引上げ、ワーク・ライフ・バランスの実現（年次有給休暇の取得促

進、労働時間短縮、育児休業等の取得促進）に取り組む。 

 

  

【2020年までの目標】  

『20～64 歳の就業率 80％、15 歳以上の就業率 57％』、『20～34 歳の就業率

77％』、『若者フリーター数 124万人、地域若者ｻﾎﾟｰﾄｽﾃｰｼｮﾝ事業によるニート

の進路決定者数 10万人』、『25歳～44歳までの女性就業率 73％、第１子出産

前後の女性の継続就業率 55％、男性の育児休業取得率 13％』、『60 歳～64 歳

までの就業率 63％』、『障がい者の実雇用率 1.8％、国における障がい者就労

施設等への発注拡大８億円』、『ジョブ・カード取得者 300 万人、大学のｲﾝﾀｰ

ﾝｼｯﾌﾟ実施率 100％、大学への社会人入学者数９万人、専修学校での社会人受

入れ総数 15 万人、自己啓発を行っているの労働者の割合：正社員 70％、非

正社員 50％、公共職業訓練受講者の就職率：施設内 80％、委託 65％』、『年

次有給休暇取得率 70％、週労働時間 60時間以上の雇用者の割合５割減』、『最

低賃金引上げ：全国最低 800円、全国平均 1000円』、『労働災害発生件数３割

減、メンタルヘルスに関する措置を受けられる職場の割合 100％、受動喫煙

の無い職場の実現』 

 これらの目標値は、内閣総理大臣主宰の「雇用戦略対話」において、労使

のリーダー、有識者の参加の下、政労使の合意を得たもの。また、これらの

目標値は、「新成長戦略」において、「2020年度までの平均で、名目３％、実

質２％を上回る成長」等としていることを前提。 
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《21世紀の日本の復活に向けた 21の国家戦略プロジェクト》 

Ⅵ．雇用・人材分野における国家戦略プロジェクト 

19．「キャリア段位」制度とパーソナル・サポート制度の導入 

時代の要請に合った人材を育成・確保するため、実践的な職業能力育成・

評価を推進する「実践キャリア・アップ制度」では、介護、保育、農林水産、

環境・エネルギー、観光など新たな成長分野を中心に、英国の職業能力評価

制度（NVQ：National Vocational Qualification）を参考とし、ジョブ・カ

ード制度などの既存のツールを活用した『キャリア段位』を導入・普及する

（日本版 NVQの創設）。あわせて、育成プログラムでは、企業内 OJTを重視す

るほか、若者や母子家庭の母親など、まとまった時間が取れない人やリカレ

ント教育向けの「学習ユニット積上げ方式」の活用や、実践キャリア・アッ

プ制度と専門学校・大学等との連携による学習しやすい効果的なプログラム

の構築を図る。(後略) 

 

（別表）成長戦略実行計画（工程表） 

早期実施事項
（2010年度に実施する事項）

Ⅵ 雇用・人材戦略 ～「出番」と「居場所」のある国・日本～ ②

2011年度に
実施すべき事項

2013年度までに
実施すべき事項

2020年までに
実現すべき成果目標

雇用の安定・質の向上により
生活不安を払拭し、内需主導
型経済成長の基盤を構築

９．同一価値労働同一賃金に向けた均等・均衡待遇の推進

パートタイム労働者、有期契約労
働者、派遣労働者の均衡待遇の
確保と正社員転換の推進

・有期労働契約に係る労働政策審議会で
の検討開始
・労働者派遣法の見直し

・労働政策審議会において結論、
所要の見直し措置
・パートタイム労働法の施行状況
を踏まえた見直しの検討
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６．仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）憲章及び仕事と生活の調

和推進のための行動指針（平成 22 年 6月 29日決定）（抄）  

○ 仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）憲章 

（多様な働き方の模索） 

・・・仕事と生活の調和に向けた取組を通じて、「ディーセント・ワーク（働

きがいのある人間らしい仕事）」の実現に取り組み、職業能力開発や人材育成、

公正な処遇の確保など雇用の質の向上につなげることが求められている。ディ

ーセント・ワークの推進は、就業を促進し、自立支援につなげるという観点か

らも必要である。 

 

○ 仕事と生活の調和推進のための行動指針 

２ 「仕事と生活の調和が実現した社会」に必要とされる諸条件 

 ① 就労による経済的自立が可能な社会 

・ 意欲と能力に応じ、非正規雇用から正規雇用へと移行できること。 

・ 就業形態に関わらず、公正な処遇や能力開発機会が確保されること。 

 

 ③ 多様な働き方・生き方が選択できる社会 

・ 子育て中の親、働く意欲のある女性や高齢者などが、子育て期、中高

年期といった人生の各段階に応じて多様で柔軟な働き方が可能となる

制度があり、実際に利用できること。 

・ 就業形態に関わらず、公正な処遇や能力開発機会が確保されること。 

 

３ 各主体の取組 

（１）企業、働く者の取組 

  （就労による経済的自立） 

   ・ パート労働者等については正規雇用へ移行しうる制度づくり等を行

う。 

   ・ 就業形態に関わらず、公正な処遇や積極的な能力開発を行う。 

 

 （多様な働き方の選択） 

   ・ 育児・介護休業、短時間勤務、短時間正社員制度、テレワーク、在

宅就業など個人の置かれた状況に応じた柔軟な働き方を支える制度の

整備、それらを利用しやすい職場風土づくりを進める。 

・ 就業形態に関わらず、公正な処遇や積極的な能力開発を行う。 

 

（３）国の取組 

 （総論） 
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  ・ 労働基準法、労働契約法、パートタイム労働法等関係法令の周知を図

るとともに、法令遵守のための監督及び指導を強化する。 

 

 （多様な働き方の選択） 

   ・ 育児・介護休業、短時間勤務、短時間正社員制度、テレワークとい

った多様な働き方を推進するとともに、パート労働者の均衡待遇の推進、

働く意欲と能力のある女性や高齢者の再就職や就業継続の支援、促進等、

その多様な働き方を推進するための条件を整備する。 

   

【数値目標】 

短時間勤務を選択できる事業所の割合 

（短時間正社員制度等） 

   ２０２０年  ２９％ 

 

 ※ 「短時間正社員」の定義：フルタイム正社員より１週間の所定労

働時間が短い正社員をいい、①フルタイム正社員が育児・介護に加

え、地域活動、自己啓発その他何らかの理由により短時間・短日勤

務を一定期間行う場合と、②正社員の所定労働時間を恒常的に短く

する場合の双方を含む。 
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７．第３次男女共同参画基本計画（平成 22年 12 月 17日閣議決定）（抄） 

第４分野 「雇用等の分野における男女の均等な機会と待遇の確保」 

２ 非正規雇用における雇用環境の整備 

施策の基本的方向 

労働者が、多様でかつ柔軟な働き方を選択でき、それぞれの職務や能力に

応じた適正な処遇・労働条件が確保されることは、女性の能力発揮の促進を

図る上での重要な課題である。 

このため、同一価値労働同一賃金に向けた均等・均衡待遇の推進の取組と

して、パートタイム労働者と正社員との均等・均衡待遇の推進など、多様な

働き方の雇用の質を向上させるための施策を推進する。 

 

具体的施策 

ア 同一価値労働同一賃金に向けた均等・均衡待遇の取組の推進 

① パートタイム労働法に基づく均等・均衡待遇の推進と事業主の取

組への支援 

・ 同一価値労働同一賃金に向けた均等・均衡待遇の推進の取組とし

て、短時間労働者の雇用管理の改善等に関する法律（平成５年法律

第76 号。以下「パートタイム労働法」という。）に基づき、パー

トタイム労働者と「通常の労働者」の均等・均衡のとれた待遇を推

進する。 

・ 人事労務管理の専門家による相談・援助やパートタイム労働者の

正社員との均衡待遇の確保、正社員転換等を行う事業主に対する助

成措置等を実施する。 

② 有期契約労働者、派遣労働者の待遇の均衡等の検討 

・ 有期契約労働者について正社員との待遇の均衡を検討するとと

もに、派遣労働者について派遣先の労働者との待遇の均衡を検討す

る。 

・ 非正規労働者に対する均衡処遇等について、パートタイム労働

者、有期契約労働者、派遣労働者など各労働者間で施策において合

理的でない差が生じることのないよう、正規労働者との待遇の均衡

等の問題を検討する中で対策を講ずる。 

③ 同一価値労働同一賃金の実現に向けた取組方法の検討 

・ 同一価値労働同一賃金に向けた均等・均衡待遇を推進するため、

法整備も含めて具体的な取組方法を検討する。 

④ 国家公務員における非常勤職員制度の改善 

・ 非常勤の国家公務員に育児休業・育児時間等の制度を導入する。 

⑤ 地方公務員における非常勤職員制度の改善 

・ 非常勤の地方公務員に育児休業・部分休業等の制度を導入する。 
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イ  公正な処遇が図られた多様な働き方の普及・促進 

・ 不安定な身分やキャリア形成の困難さなど非正規雇用を巡る問題

の解決を図り、非正規雇用労働者がスキルアップ、キャリアアップ

ができるような仕組みの構築を推進する。 

・ 非正規雇用から正規雇用への転換を希望する者が正規労働者にな

ることを推進するための支援を行う。 

・ マニュアルの活用等により短時間正社員制度など公正な待遇が図

られた多様な働き方の普及を推進するほか、フルタイムの正規雇用

とこうした多様な働き方との間の双方向の転換が図りやすい環境を

整備する。 

・ 有期労働契約者について、「有期労働契約の締結、更新及び雇止

めに関する基準」（平成15年厚生労働省告示第357号）に基づき、契

約締結時の更新の有無の明示等事業主が講ずべき措置についての周

知徹底を図る。 

 

ウ パートタイム労働対策の総合的な推進 

① パートタイム労働者の適正な労働条件の確保 

・ パートタイム労働法、労働基準法（昭和22年法律第49号）、最

低賃金法（昭和34年法律第137号）、労働安全衛生法（昭和47年

法律第57号）、男女雇用機会均等法、育児・介護休業法等関係法

令の遵守を徹底させることにより、パートタイム労働者の適正な

労働条件の確保を図る。 

② パートタイム労働者の雇用の安定 

・ ハローワークにおいてパートタイム等短時間就労を希望する者

に対して職業紹介サービスを実施する。 

③ パートタイム労働者への年金制度の適用 

・ パートタイム労働者への年金制度の適用の在り方について、新

たな年金制度における対応も含め、検討を進める。 

 

エ  労働者派遣事業に係る対策の推進 

① 事業の適正な運営の確保 

・ 労働者派遣事業の許可・届出の審査業務等の的確な実施を図る

とともに、派遣元事業主、派遣先等に対する指導監督の計画的、

効果的な実施を図り、労働者派遣事業の適正な運営の確保を図る。 
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社会保障・税一体改革成案 

 
平成２３年６月３０日 

政府・与党社会保障改革検討本部決定 

 

 

はじめに 

 

社会保障と税の一体改革については、平成 22 年 10 月に政府・与党社会保障改

革検討本部を設置し、以来、同年 11 月から 12 月にかけて社会保障改革に関する

有識者検討会を開催、本年2月から6月にかけては社会保障改革に関する集中検

討会議を開催するなど、精力的に議論を進めてきた。また、この間、与党（民主党・

国民新党）においても、民主党社会保障と税の抜本改革調査会等において議論を

深め、報告の取りまとめ等を行ってきた。 

本成案は、「社会保障改革の推進について」（平成22年12月14日閣議決定）（別

紙１）に基づき、政府・与党におけるこれらの集中的な検討の成果をもとに、社会保

障と税の一体改革の具体的方向について取りまとめたものである。政府・与党に

おいては、本成案に基づき更に検討を進め、その具体化を図ることとする。 

この改革の実現のためには、立場を超えた幅広い議論の上に立った国民の理

解と協力が必要であり、本成案をもって野党各党に社会保障改革のための協議を

提案し、参加を呼び掛ける。 

本年3月11日に発生した東日本大震災は、我が国に未曽有の被害をもたらした。

この国難を克服していくためには、単なる災害復旧にとどまらず、活力ある日本の

再生を視野に入れた復興のための施策を推進していく必要がある。このため、被

災地・被災者に十分に配慮し、社会保障・税一体改革については、復興対策との両

立を図りつつ取り組むものとする。この中で、未来志向の見地から、被災地を少子

高齢化が進む日本の先進的モデルとしていく。 

 

MYHQO
画像
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Ⅰ 社会保障改革の全体像 

 

１ 社会保障改革の基本的考え方 ～「中規模・高機能な社会保障」の実現を目指して 

 

現行の社会保障制度の基本的枠組みが作られた1960年代以降今日まで、①非

正規雇用の増加等の雇用基盤の変化、②地域・家族のセーフティネット機能の減

退、③人口、とりわけ現役世代の顕著な減少、④高齢化に伴う社会保障に関わる

費用の急速な増大、⑤経済の低迷、デフレの長期化等厳しい経済・財政状況、⑥

企業のセーフティネット機能の減退、といった社会経済諸情勢の大きな変化が生じ

ている。 

これらを踏まえ、国民の自立を支え、安心して生活ができる社会基盤を整備する

という社会保障の原点に立ち返り、その本源的機能の復元と強化を図っていくこと

が求められている。 

社会保障改革を行うに当たっては、社会保障国民会議、安心社会実現会議以来

の様々な議論の積み重ねを尊重し、昨年 12 月の社会保障改革に関する有識者検

討会報告で示された「３つの理念」（①参加保障、②普遍主義、③安心に基づく活

力）や「５つの原則」（①全世代対応、②未来への投資、③分権的・多元的供給体制、

④包括的支援、⑤負担の先送りをしない安定財源）を踏まえたものとしていくことが

重要である。 

まず、セーフティネットに生じたほころびや格差の拡大などに対応し、所得の再

分配機能の強化や家族関係の支出の拡大を通じて、全世代を通じた安心の確保

を図り、かつ、国民一人ひとりの安心感を高めていく。このため、セーフティネット

から抜け落ちていた人を含め、すべての人が社会保障の受益者であることを実感

できるようにしていく。制度が出産・子育てを含めた生き方や働き方に中立的で選

択できる社会、雇用などを通じて参加が保障される社会、子どもが家族や社会と関

わり良質な環境の中でしっかりと育つ社会を目指す。 

社会保障は国民が支え合いの仕組みに積極的に参加することで強固なものと

なっていくが、そのためには、サービスの不足、就職難、ワーキングプア、社会的

疎外、虐待などの国民が直面する現実の課題に立ち向かい、情報開示や必要な

効率化などの質の向上を図りつつ、より公平・公正で自助・共助・公助の最適なバ

ランスによって支えられる社会保障制度に改革をしていく。支援を必要とする人の

立場に立った、包括的な支援体制を構築し、また、地域で尊厳を持って生きられる
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よう支える医療・介護が実現した社会を目指す。 

そして、より受益感覚が得られ、納得感のある社会保障の実現を目指し、国民皆

保険・皆年金を堅持した上で、給付と負担のバランスを前提として、それぞれ

OECD 先進諸国の水準を踏まえた制度設計を行い、中規模・高機能な社会保障体

制を目指す。 

以上のような改革の基本的考え方にたち、必要な社会保障の機能強化を確実に

実施し、同時に社会保障全体の持続可能性の確保を図るため、以下の諸点に留意

しつつ、制度全般にわたる改革を行う。 

① 自助・共助・公助の最適バランスに留意し、個人の尊厳の保持、自立・自助

を国民相互の共助・連帯の仕組みを通じて支援していくことを基本に、格差・

貧困の拡大や社会的排除を回避し、国民一人一人がその能力を最大限発揮

し、積極的に社会に参加して「居場所と出番」を持ち、社会経済を支えていくこ

とのできる制度を構築する。 

② 必要な機能の充実と徹底した給付の重点化・制度運営の効率化を同時に行

い、真に必要な給付を確実に確保しつつ負担の最適化を図り、国民の信頼に

応え得る高機能で中長期的に持続可能な制度を実現する。 

③ 給付・負担両面で、世代間のみならず世代内での公平を重視した改革を行  

う。 

④ 社会保障・財政・経済の相互関係に留意し、社会保障改革と財政健全化の

同時達成、社会保障改革と経済成長との好循環を実現する。 

⑤ 国民の視点で、地方単独事業を含む社会保障給付の全体像を整理するとと

もに、地域や個人の多様なニーズに的確に対応できるよう、地方の現場にお

ける経験や創意を取り入れ、各種サービスのワンストップ化をはじめ制度の

簡素化や質の向上を推進する。 

 

 

２ 改革の優先順位と個別分野における具体的改革の方向 

 

（１） 改革の優先順位 

 厚生労働省案に示す「社会保障制度改革の基本的方向性」（１．全世代対応

型・未来への投資、 ２．参加保障・包括的支援（全ての人が参加できる社会）、 

３．普遍主義、分権的・多元的なサービス供給体制、 ４．安心に基づく活力）を 



 

4 
 

踏まえ、 

① 子ども・子育て支援、若者雇用対策 

② 医療・介護等のサービス改革 

③ 年金改革 

④ 制度横断的課題としての「貧困・格差対策（重層的セーフティネット）」「低所得

者対策」  

についてまず優先的に取り組む。  

 

（２） 個別分野における具体的改革 

個別分野における具体的改革項目については、 

① 5 月 23 日及び 30 日に総理から示された「安心」３本柱、「支え合い」３本柱、

「成長」３本柱について、着実な実行を図る。 

② 負担と給付の関係が明確な社会保険（＝共助・連帯）の枠組みの強化による

機能強化を基本とする。 

③ ①及び②を前提に、社会の分断・二極化、貧困・格差の再生産の防止の観

点から、社会保険制度において適用拡大や低所得者対策を実施するなどによ

り、セーフティネット機能の強化を図る。 

④ 世代間のみならず、世代内（特に高齢世代内）での公平の確保、所得再分 

配機能の強化を図る観点から、給付・負担両面での見直しを行う。 

⑤ 医療・介護・保育等のサービス分野における多様な主体の参加、「新しい公

共」の創出など、成長に貢献し、地域に根ざすサービス提供体制の実現を図

る。 

といった点を基本に、必要な機能の充実と徹底した給付の重点化・制度運営の

効率化を同時に実施する。 

 

  個別分野ごとの充実項目、重点化・効率化項目の内容及び改革の工程は、

別紙２「社会保障改革の具体策、工程及び費用試算」の欄 A～C に示すとおりで

あり、各改革項目の記述に当たっては、可能な限り具体的な数値目標を示すと

ともに、成長戦略に関係の深い項目についてはその旨付記した。 

 

＜個別分野における主な改革項目（充実／重点化・効率化）＞ 

Ⅰ 子ども・子育て 
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  ○ 子ども・子育て新システムの制度実施等に伴い、地域の実情に応じた保

育等の量的拡充や幼保一体化などの機能強化を図る。 

   ・ 待機児童の解消、質の高い学校教育・保育の実現、放課後児童クラブの

拡充、社会的養護の充実 

   ・ 保育等への多様な事業主体の参入促進、既存施設の有効活用、実施体

制の一元化 

 

Ⅱ 医療・介護等 

  ○ 地域の実情に応じたサービスの提供体制の効率化・重点化と機能強化を

図る。そのため、診療報酬・介護報酬の体系的見直しと基盤整備のための

一括的な法整備を行う。 

   ・ 病院・病床機能の分化・強化と連携、地域間・診療科間の偏在の是正、予

防対策の強化、在宅医療の充実等、地域包括ケアシステムの構築・ケア

マネジメントの機能強化・居住系サービスの充実、施設のユニット化、重

点化に伴うマンパワーの増強 

・ 平均在院日数の減少、外来受診の適正化、ＩＣＴ活用による重複受診・重

複検査・過剰薬剤投与等の削減、介護予防・重度化予防 

 ○ 保険者機能の強化を通じて、医療・介護保険制度のセーフティネット機能

の強化・給付の重点化などを図る。 

  a) 被用者保険の適用拡大と国保の財政基盤の安定化・強化・広域化 

   ・ 短時間労働者に対する被用者保険の適用拡大、市町村国保の財政運営

の都道府県単位化・財政基盤の強化 

  b) 介護保険の費用負担の能力に応じた負担の要素強化と低所得者への配

慮、保険給付の重点化 

   ・ １号保険料の低所得者保険料軽減強化 

   ・ 介護納付金の総報酬割導入、重度化予防に効果のある給付への重点化 

  c) 高度・長期医療への対応（セーフティネット機能の強化）と給付の重点化 

   ・ 高額療養費の見直しによる負担軽減と、その規模に応じた受診時定額

負担等の併せた検討（病院・診療所の役割分担を踏まえた外来受診の適

正化も検討）。ただし、受診時定額負担については低所得者に配慮。 

  d) その他 

   ・ 総合合算制度、低所得者対策・逆進性対策等の検討 



 

6 
 

・ 後発医薬品の更なる使用促進、医薬品の患者負担の見直し、国保組合

の国庫補助の見直し 

・ 高齢者医療制度の見直し（高齢世代・若年世代にとって公平で納得のい

く負担の仕組み、支援金の総報酬割導入、自己負担割合の見直しなど） 

 

Ⅲ 年金 

 ○ 国民的な合意に向けた議論や環境整備を進め、「新しい年金制度の創設」

実現に取り組む。 

   ・ 所得比例年金(社会保険方式)、最低保障年金（税財源） 

 ○ 年金改革の目指すべき方向性に沿って、現行制度の改善を図る。 

   ・ 最低保障機能の強化＋高所得者の年金給付の見直し 

・ 短時間労働者に対する厚生年金の適用拡大、第３号被保険者制度の見

直し、在職老齢年金の見直し、産休期間中の保険料負担免除、被用者年

金の一元化 

   ・ マクロ経済スライド、支給開始年齢の引上げ、標準報酬上限の引上げな

どの検討 

 ○ 業務運営の効率化を図る（業務運営及びシステムの改善）。 

 

Ⅳ 就労促進 

 ○ 全員参加型社会の実現のために、若者の安定的雇用の確保、女性の就業

率の M 字カーブの解消、年齢にかかわりなく働き続けることができる社会

づくり、障害者の雇用促進に取り組む。その際、地域の実情に応じ、関係機

関が連携し、就労促進施策を福祉、産業振興、教育施策などと総合的に実

施する。 

 ○ ディーセント・ワーク（働きがいのある人間らしい仕事）の実現を図る。 

 ○ 雇用保険・求職者支援制度の財源について、関係法の規定を踏まえ検討

する。 

 

Ⅴ Ⅰ～Ⅳ以外の充実、重点化・効率化 

 ・ サービス基盤の整備、医療イノベーションの推進、第２のセーフティネットの 

構築、生活保護の見直し（就労・自立支援の充実、医療扶助等の適正化、不正

受給防止対策の徹底、関係機関の連携強化などの重点化・効率化）、総合的
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な障害者施策の充実（制度の谷間のない支援、地域移行・地域生活の支援）、

難病対策の検討、震災復興における新たな安心地域モデルの提示 

   ・ また、社会保障制度の持続可能性向上のためには、次世代を担う子ども・若

者の育成が肝要であり、上記の社会保障制度改革と併せて、雇用流動化に対

応して、手に職をつけ就業につなげるための教育環境整備や、教育の質と機

会均等を確保するための方策、特に生計困難でありながら好成績を修めた学

生等への支援の強化に取り組む。 

 

Ⅵ 地方単独事業 

 ○ 以上の改革の方向も勘案し、地方自治体は、国費に関連する制度と相まっ

て、地域の実情に応じて、社会保障関係の地方単独事業を実施する。 

 

[再掲] 貧困・格差対策 ～ 重層的なセーフティネットの構築 

○ 就労・生活支援が一体となったワンストップサービス 

○ 短時間労働者に対する社会保険の適用拡大 

○ 社会保険制度における低所得者対策の強化 

  ・ 市町村国保・介護保険における低所得者への配慮、高度・長期医療への

対応（セーフティネット機能の強化）、総合合算制度、年金制度における最低

保障機能の強化 

 ○ 第2 のセーフティネットの構築 

  ・ 求職者支援制度の創設、複合的困難を抱える者への伴走型支援（パーソ 

ナルサポート、ワンストップサービス等による社会的包摂の推進） 

 ○ 生活保護の見直し 

 

（３） 社会保障・税に関わる共通番号制度の早期導入 

社会保障・税に関わる番号制度は、主として、真に手を差し伸べるべき人に対

する社会保障を充実させ、効率的かつ適切に提供することを目的に導入を目指

すものである。その導入により、国民の給付と負担の公正性、明確性を確保す

るとともに、国民の利便性の更なる向上を図ることが可能となるほか、行政の効

率化・スリム化も可能となる。 

その導入に当たっては、制度面とシステム面の両面で十分な個人情報保護策

を講じるとともに、費用と便益を示し、国民の納得と理解を得ていく必要がある。
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6 月には「社会保障･税番号大綱」を策定し、今秋以降可能な限り早期に国会へ

の法案提出を目指す。 

 

 

Ⅱ 社会保障費用の推計 

 

１ 機能強化（充実と重点化・効率化の同時実施）にかかる費用 

   子ども・子育て、医療・介護等及び年金の各分野ごとの充実項目、重点化・効

率化項目にかかる費用（公費）の推計は別紙２の欄 D 及び E に示すとおりであ

る。 

 

改革全体を通じて、2015 年度において 

充実による額              3.8 兆円程度 

重点化・効率化による額    ～▲1.2 兆円程度 

を一つの目途として、機能強化（充実と重点化・効率化の同時実施）による追加

所要額（公費）は、約2.7 兆円程度と見込まれる。 

 

2015 年段階における各分野ごとの追加所要額（公費）は、 

Ⅰ 子ども・子育て            0.7 兆円程度 

    （税制抜本改革以外の財源も含めて 1 兆円超程度の措置を今後検討） 

   Ⅱ 医療・介護等           ～1.6 兆円弱程度 

（総合合算制度～0.4 兆円程度を含む） 

   Ⅲ 年金                ～0.6 兆円程度 

   再掲：貧困・格差対策        ～1.4 兆円程度 

（総合合算制度～0.4 兆円程度を含む） 

 

  と見込まれる。 

 

 

２ 社会保障給付にかかる公費（国・地方）全体の推計 

社会保障給付にかかる現行の費用推計については、そのベースとなる統計

が基本的に地方単独事業を含んでおらず、今後、その全体状況の把握を進め、
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地方単独事業を含めた社会保障給付の全体像及び費用推計を総合的に整理す

る。1 

 

 

Ⅲ 社会保障・税一体改革の基本的姿 

 

１ 社会保障の安定財源確保の基本的枠組み 

 

（１） 消費税収を主たる財源とする社会保障安定財源の確保  

民主党「税と社会保障の抜本改革調査会」中間整理等、社会保障財源のあり

方に関する累次の報告や関係法律の規定を踏まえ、国民が広く受益する社会保

障の費用をあらゆる世代が広く公平に分かち合う観点などから、社会保障給付

に要する公費負担の費用は、消費税収（国・地方）を主要な財源として確保す

る。 

   消費税収（国・地方）については、このうち国分が現在予算総則上高齢者三経

費に充当されているが、今後は、高齢者三経費を基本としつつ、「制度として確

立された年金、医療及び介護の社会保障給付並びに少子化に対処するための

施策に要する費用」（「社会保障四経費」、平成 21 年度税制改正法附則 104 条）

に充当する分野を拡充する。社会保障の安定財源確保に向けて、消費税収の規

模とこれらの費用の関係を踏まえ、国・地方合わせた消費税収の充実を図る。 

 

（２） 消費税収の使途の明確化 

消費税収（国・地方、現行分の地方消費税を除く）については、全て国民に還

元し、官の肥大化には使わない2こととし、消費税を原則として社会保障の目的

税とすることを法律上、会計上も明確にすることを含め、区分経理を徹底する等、

その使途を明確化する（消費税収の社会保障財源化）。 

さらに、将来的には、社会保障給付にかかる公費全体について、消費税収

（国・地方）を主たる財源として安定財源を確保することによって、社会保障制度

                                      
1  2011 年度予算ベースでは、社会保障給付に係る国・地方公費は 39．4 兆円である。 

他方、総務省推計によれば、2011 年度で、地方単独事業として社会保障に関連する支出は 7.7 兆円と見込ま

れる。 
2  有識者検討会報告において引用されている「持続可能な社会保障構築とその安定財源確保に向けた中期プ

ログラム」(平成20 年12 月24 日閣議決定)参照 
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の一層の安定・強化につなげていく。 

     

（３） 国・地方を通じた社会保障給付の安定財源の確保 

上記（１）及び（２）の改革を進めるに当たり、国民一人一人に包括的な支援を

行うという社会保障の考え方からすれば、地域住民に身近なところでサービスを

設計し、実行する地方自治体の役割は極めて重要であり、地方による分権的な

社会保障は、社会保障の信頼を大きく高める。現行分の消費税収（国・地方）に

ついてはこれまでの経緯を踏まえ国・地方の配分（地方分については現行分の

地方消費税及び消費税の現行の交付税法定率分）と地方分の基本的枠組みを

変更しないことを前提として、引上げ分の消費税収（国・地方）については（１）の

分野に則った範囲の社会保障給付における国と地方の役割分担に応じた配分

を実現することとし、国とともに社会保障制度を支える地方自治体の社会保障給

付に対する安定財源の確保を図る。 

  今般の社会保障改革における安定財源確保の考え方を踏まえつつ、Ⅱ－２

における総合的な整理を行った上で、地方単独事業に関して、必要な安定財源

が確保できるよう、Ⅳ（５）に掲げる地方税制の改革などを行う。 

 

（４） 消費税率の段階的引上げ 

上記（１）～（３）を踏まえ、社会保障給付の規模に見合った安定財源の確保に

向け、まずは、2010 年代半ばまでに段階的に消費税率（国・地方）を 10％まで引

き上げ、当面の社会保障改革にかかる安定財源を確保する（別紙３）。 

 

 

２ 社会保障改革の安定財源確保と財政健全化の同時達成 

 

未来への投資である社会保障のコストを、将来世代に先送りすることは許さ

れない。現在の社会保障給付の財源の多くが赤字公債、すなわち将来世代の

負担で賄われている。このような状況は、社会保障のあり方としても、危機的と

も言える国・地方の財政状況からもこれ以上放置することはできず、「現在の世

代が受ける社会保障は現在の世代で負担する」3との原則に一刻も早く立ち戻る

                                      
3  民主党「税と社会保障の抜本改革調査会」中間整理 
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必要がある。  

今回の社会保障改革の目指すところは、「社会保障の機能強化」と「機能維持

―制度の持続可能性の確保」である。社会保障改革の財源確保と財政健全化は

相反する課題ではなく、両者を同時達成するしか、それぞれの目標を実現する

道はない。4 

 

このような考え方に立って、社会保障・税一体改革においては、社会保障給付

にかかる安定財源を確保していくことを通じて、財政健全化を同時に実現する。 

 

具体的には、まずは、2010 年代半ばまでに段階的に消費税率（国・地方）を

10％まで引き上げ、国・地方合わせて、上記Ⅱ－１で示す「機能強化」にかかる

費用、高齢化の進行等により増大する費用及び基礎年金国庫負担２分の１を実

現するために必要な費用（社会保障国民会議では、この３つの経費を合計して

「機能強化」として試算している）、後代に付け回しをしている「機能維持」にかか

る費用及び消費税率引上げに伴う社会保障支出等の増加に要する費用を賄うこ

とにより、社会保障の安定財源確保を図る5。    

   これらの取組みなどにより、2015 年度段階での財政健全化目標6の達成に向

かうことで7、「社会保障の安定財源確保と財政健全化の同時達成」への一里塚

が築かれる。 

 

 

Ⅳ 税制全体の抜本改革 

 

税制抜本改革については、社会保障改革の進め方との整合性にも配意しつつ、

平成 21 年度税制改正法附則 104 条第 3 項及び平成 22 年度・23 年度税制改正大

                                      
4   「社会保障強化だけが追求され財政健全化が後回しにされるならば、社会保障制度もまた遠からず機能停止

する。しかし、財政健全化のみを目的とする改革で社会保障の質が犠牲になれば、社会の活力を引き出すこと

はできず、財政健全化が目指す持続可能な日本そのものが実現しない。」（有識者検討会報告） 
5  Ⅱ－２における総合的な整理を踏まえた対応に留意する。 
6  「財政運営戦略」（平成22年6月22日閣議決定）において、国及び国・地方の基礎的財政収支赤字の対ＧＤＰ

比を、2015年度までに2010年度の水準から半減し、2020年度までに黒字化させた上で、2021年度以降におい

て、国・地方の公債等残高の対ＧＤＰ比を安定的に低下させることとされている。 
7  財政健全化目標の達成所要額は、内閣府「経済財政の中長期試算」（平成23 年1 月）を前提としている（年央

に改訂）。 
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綱（閣議決定）で示された改革の方向性に沿って、以下の考え方により検討を加え、

個人所得課税、法人課税、消費課税、資産課税にわたる改革を進める。また、地方

に関わる事項については、地方団体の意見に十分配意して、検討を進めることと

する。 

 

（１） 個人所得課税 

雇用形態や就業構造の変化も踏まえながら、格差の是正や所得再分配機能

等の回復のため、各種の所得控除の見直しや税率構造の改革を行う。給付付き

税額控除については、所得把握のための番号制度等を前提に、関連する社会

保障制度の見直しと併せて検討を進める。金融証券税制について、金融所得課

税の一体化に取り組む。 

 

（２） 法人課税 

企業の国際的な競争力の維持・向上、国内への立地の確保・促進、雇用と国

内投資の拡大を図る観点から、国際的な協調や主要国との競争条件等にも留意

しつつ、課税ベースの拡大等と併せ、法人実効税率の引下げを行う。地域経済

の柱となり、雇用の大半を担っている中小法人に対する軽減税率についても、

中小企業関連の租税特別措置の見直しと併せ、引下げを行う。 

 

（３） 消費課税 

消費税（国・地方）については、本成案に則って所要の改正を行う。いわゆる

逆進性の問題については、消費税率（国・地方）が一定の水準に達し、税・社会

保障全体の再分配を見てもなお対策が必要となった場合には、制度の簡素化や

効率性などの観点から、複数税率よりも給付などによる対応を優先することを基

本に総合的に検討する。 

併せて、消費税制度の信頼性を確保するための一層の課税の適正化を行う

ほか、消費税と個別間接税の関係等の論点について検討する。 

エネルギー課税については、地球温暖化対策の観点から、エネルギー起源

CO２排出抑制等を図るための税を導入する。また、地球温暖化対策に係る諸施

策を地域において総合的に進めるため、地方公共団体の財源を確保する仕組

みについて検討する。車体課税については、地球温暖化対策の観点や国及び

地方の財政の状況も踏まえつつ、簡素化、グリーン化、負担の軽減等を行う方
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向で見直しを検討する。 

 

（４） 資産課税 

資産再分配機能を回復し、格差の固定化を防止する観点から、相続税の課税

ベース、税率構造を見直し、負担の適正化を行う。これと併せ、高齢者が保有す

る資産の現役世代への早期移転を促し、その有効活用を通じた経済社会の活

性化を図るとの観点から、世代を超えた資産格差の固定化にも配慮しつつ、贈

与税を軽減する。また、事業承継税制について、運用状況等を踏まえ見直しを

検討する。 

 

（５） 地方税制  

地域主権改革の推進及び国と地方を通じた社会保障制度の安定財源の確保

の観点から、地方消費税を充実するとともに、地方法人課税のあり方を見直すこ

となどにより、税源の偏在性が小さく、税収が安定的な地方税体系を構築する。

また、税制を通じて住民自治を確立するため、現行の地方税制度を「自主的な判

断」と「執行の責任」を拡大する方向で改革する。 

 

（６） その他 

上記の改革のほか、社会保障・税に関わる共通番号制度の導入を含む納税

環境の整備を進めるとともに、国際的租税回避の防止を通じて適切な課税権を

確保しつつ投資交流の促進等を図る等の国際課税に関する取組みや国際連帯

税等について、検討を行う。 

 

なお、平成22年度・23年度税制改正においては、このような方向性を踏まえ、税

制抜本改革の一環をなす緊要性の高い改革に取り組んできたところであり、現在、

国会において審議が行われている平成 23 年度税制改正については、引き続き、

その早期実現を目指す。 
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Ⅴ 社会保障・税一体改革のスケジュール 

 

  社会保障・税一体改革にあたっては、「国と地方の協議の場」で真摯に協議を行

い、国・地方を通じた改革の円滑かつ着実な推進を図る。 

社会保障改革については、税制抜本改革の実施と併せ、別紙２に示された工程

表に従い、各分野において遅滞なく順次その実施を図る。 

 税制抜本改革については、政府は日本銀行と一体となってデフレ脱却と経済活

性化に向けた取組みを行い、これを通じて経済状況を好転させることを条件として

遅滞なく消費税を含む税制抜本改革を実施するため、平成 21 年度税制改正法附

則 104 条に示された道筋に従って平成 23 年度中に必要な法制上の措置を講じる
8。 

上記の「経済状況の好転」は、名目・実質成長率など種々の経済指標の数値の

改善状況を確認しつつ、東日本大震災の影響等からの景気回復過程の状況、国

際経済の動向等を見極め、総合的に判断するものとする。また、税制抜本改革の

実施に当たっては、予期せざる経済変動にも柔軟に対応できる仕組みとする。こ

れらの事項については、政府・与党において参照すべき経済指標、その数値につ

いての考え方を含め十分検討し、上記の法制化の際に必要な措置を具体化する。 

 以上のスケジュールに基づき、国会議員定数の削減や、公務員人件費の削減、

特別会計改革や公共調達改革等の不断の行政改革及び予算の組替えの活用等

による徹底的な歳出の無駄の排除に向けた取組みを強めて、国民の理解と協力を

得ながら社会保障と税制の改革を一体的に進める。 

 

 

Ⅵ デフレ脱却への取組み、経済成長との好循環の実現 

 

  デフレからの脱却を実現するため、政府として強力かつ総合的な政策努力を最

                                      
8  平成21 年度税制改正法附則104 条第１項：政府は、基礎年金の国庫負担割合の二分の一への引上げのため

の財源措置並びに年金、医療及び介護の社会保障給付並びに少子化に対処するための施策に要する費用の

見通しを踏まえつつ、平成二十年度を含む三年以内の景気回復に向けた集中的な取組により経済状況を好転

させることを前提として、遅滞なく、かつ、段階的に消費税を含む税制の抜本的な改革を行うため、平成二十三

年度までに必要な法制上の措置を講ずるものとする。この場合において、当該改革は、二千十年代（平成二十

二年から平成三十一年までの期間をいう。）の半ばまでに持続可能な財政構造を確立することを旨とするものと

する。 
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大限行うとともに、日本銀行に対しては、引き続き、政府と緊密な情報交換・連携を

保ちつつ、適切かつ機動的な金融政策運営により経済を下支えするよう期待する。

これにより、我が国経済を本格的な成長軌道に乗せていく。また、社会保障・税一

体改革により、社会保障分野における潜在需要を顕在化し、安心できる社会保障

制度を確立することが、雇用を生み、消費を拡大するという経済成長との好循環を

通じて、成長と物価の安定的上昇に寄与する。 

社会保障は需要・供給両面で経済成長に寄与する機能を有しており、医療や介

護分野での雇用創出や新たな民間サービス創出のための環境整備、ＩＣＴなどのテ

クノロジーを活用した社会保障費用の最適化、サービスの質の向上、医療イノベー

ション、ライフイノベーションの推進、ドラッグラグ・デバイスラグの早期解消、先進

医療制度の運用改善、民間企業を含めた多様な事業主体の新規参入促進、「新し

い公共」の創造など、利用者・国民の利便の向上と新たな産業分野育成の観点か

らの諸改革を進める。 



社会保障改革の推進について 

 

平成 22 年 12 月 14 日 

閣 議 決 定 

 

 社会保障改革については、以下に掲げる基本方針に沿って行うものとする。 

 

１．社会保障改革に係る基本方針 

○ 少子高齢化が進む中、国民の安心を実現するためには、「社会保障の機能強化」と

それを支える「財政の健全化」を同時に達成することが不可欠であり、それが国民

生活の安定や雇用・消費の拡大を通じて、経済成長につながっていく。 

○ このための改革の基本的方向については、民主党「税と社会保障の抜本改革調

査会中間整理」や、「社会保障改革に関する有識者検討会報告～安心と活力への

社会保障ビジョン～」において示されている。 

○ 政府・与党においては、それらの内容を尊重し、社会保障の安定・強化のため

の具体的な制度改革案とその必要財源を明らかにするとともに、必要財源の安定

的確保と財政健全化を同時に達成するための税制改革について一体的に検討を

進め、その実現に向けた工程表とあわせ、２３年半ばまでに成案を得、国民的な

合意を得た上でその実現を図る。 

また、優先的に取り組むべき子ども子育て対策・若者支援対策として、子ども

手当法案、子ども・子育て新システム法案（仮称）及び求職者支援法案（仮称）

の早期提出に向け、検討を急ぐ。 

○ 上記改革の実現のためには、立場を超えた幅広い議論の上に立った国民の理解

と協力が必要であり、そのための場として、超党派による常設の会議を設置する

ことも含め、素直に、かつ胸襟を開いて野党各党に社会保障改革のための協議を

提案し、参加を呼び掛ける。 

 

２．社会保障・税に関わる番号制度について 

○ 社会保障・税に関わる番号制度については、幅広く国民運動を展開し、国民に

とって利便性の高い社会が実現できるように、国民の理解を得ながら推進するこ

とが重要である。 

○ このための基本的方向については、社会保障・税に関わる番号制度に関する実

務検討会「中間整理」において示されており、今後、来年１月を目途に基本方針

をとりまとめ、さらに国民的な議論を経て、来秋以降、可能な限り早期に関連法

案を国会に提出できるよう取り組むものとする。 

別紙１ 



・ ０〜２歳児保育の量的拡充・
体制強化等（待機児童の解消）

・ 質の⾼い学校教育・保育
の実現（幼保⼀体化の実現）

・ 総合的な⼦育て⽀援（家庭や
地域における養育の⽀援）の充実

・ 放課後児童クラブの拡充

・ 社会的養護の充実

放課後児童クラブの利用児童数
2010年 81万人→2014年 111万人

３歳未満児の保育の利用率
2010年 23％→2014年 35%(2017年 44％)

新システム具体案を
早期にとりまとめ

税制抜本改⾰ととも
に、早急に法案提出

○ ⼥性の就業率の向上 ☆
○ 保育等の従業者の増加 ☆

社会保障改⾰の具体策、⼯程及び費⽤試算社会保障改⾰の具体策、⼯程及び費⽤試算

1

Ⅰ

⼦
ど
も
・
⼦
育
て

充実計
（2015年）

重点化・効率化計
（2015年）

０．７兆円程度⼦ども
⼦育て
計

０．７兆円程度 １兆円超程度
－

「☆」成⻑戦略に特に関係が深い項⽬

０．７兆円程度 １兆円超程度

※ 税制抜本改革
以外の財源も
含めて
１兆円超程度
の措置を
今後検討

※ 左記の措置に
係る所要額に
ついては、
新システムの
検討において
今後検討

※ 税制抜本改革以外の財源も含めて
１兆円超程度の措置を今後検討

※ 税制抜本改革以外の
財源も含めて１兆円
超程度の措置を今後
検討

※ 左記の措置に係る
所要額については、
新システムの検討
において今後検討

・ 指定制の導⼊による保育等への
多様な事業主体の参⼊促進 ☆
質を確保するための基準と併せて
質の改善を図る

・ 幼稚園などの既存施設の有効活⽤
や、⼩規模保育、家庭的保育などの
多様な保育の推進

・ 国及び地⽅における実施体制の
⼀元化

（「⼦ども家庭省（仮称）」の創設等）

女性（25～44歳）の就業率
2009年 66％ → 2020年 73％

・ 制度・財源・給付について
包括的・⼀元的な制度を構築

所要額（公費）
２０１５年

充実
（⾦額は公費（2015年））

重点化・効率化
（⾦額は公費（2015年））

所要額（公費）
２０２５年⼯程A B C D E

○ ⼦ども・⼦育て新システムの制度実施等に伴う地域の実情に応じた
保育等の量的拡充、幼保⼀体化などの機能強化

別紙２



・ 病院・病床機能の分化・強化と連携
（急性期医療への医療資源の集中投⼊、
亜急性期・慢性期医療の機能強化等
による⼊院医療の機能強化、精神保健
医療の改⾰、医師の偏在是正、地域間
・診療科間の偏在の是正、予防対策の
強化等）

・ 在宅医療の充実等（診療所等における
総合的な診療や在宅療養⽀援機能の
強化・評価、訪問看護等の計画的整備等）

・ 平均在院⽇数の減少等
（▲4,300億円程度）

・ 外来受診の適正化等（⽣活習慣病予防、
医療連携、ＩＣＴ、番号、保険者機能
の強化等）（▲1,200億円程度）

・ ＩＣＴの活⽤による重複受診・重複
検査、過剰な薬剤投与等の削減

・ 地域包括ケアシステムの構築等在宅介護
の充実、ケアマネジメントの機能強化、
居住系サービスの充実 等
・ 施設のユニット化

・ 介護予防・重度化予防
・ 介護施設の重点化（在宅への移⾏）

（▲1,800億円程度）

・ 上記の重点化に伴うマンパワー増強 ☆

○ 地域の実情に応じた医療・介護サービスの提供体制の効率化・重点化と
機能強化
〜診療報酬・介護報酬の体系的⾒直しと基盤整備のための⼀括的な法整備〜

〜０．６兆円
程度

〜２．３兆円
程度

０．４兆円程度 １．３兆円程度

△０．１兆円程度 △０．６兆円程度

０．１兆円程度 １．２兆円程度

０．２兆円程度 ０．４兆円程度

高度急性期の職員等：2025年に現行
ベースより２倍増

一般急性期の職員等：2025年に現行
ベースより６割程度増

在宅医療等：2011年 17万人/日
→ 2025年 29万人/日

外来患者数：2025年に現行ベース
より５％程度減少

GH、小規模多機能：2011年 21万人/日
→ 2025年 77万人/日

居住系・在宅介護：2011年 335万人/日
→ 2025年 510万人/日

要介護認定者数：2025年に現行
ベースより３％程度減少

医療介護従事者：2011年 462万人
→ 2025年 704～739万人

（1.6倍程度）

2

Ⅱ

医
療
・
介
護
等

①

充実計
（2015年）

重点化・効率化計
（2015年）〜１．４兆円程度 〜０．７兆円程度

（2,400億円程度）

医療・
介護①
⼩計

・2012年以降、診療
報酬・介護報酬の
体系的⾒直し

・基盤整備のための
⼀括的な法整備：
2012年⽬途に
法案提出

・2025年頃までに
医療・介護サービス
のあるべき姿を実現

（上記の機能分化等が全て実現する場合の試算）

（8,700億円程度）

（2,500億円程度）

所要額（公費）
２０１５年

充実
（⾦額は公費（2015年））

重点化・効率化
（⾦額は公費（2015年））

所要額（公費）
２０２５年⼯程A B C D E

○平均在院日数：2011年 19～20日程度
→ 2025年 高度急性期：15～16日程度

一般急性期： ９日程度
○病床数：概ね現状水準
○精神医療：2025年に在院日数１割程

度減少



ｃ ⾼度・⻑期医療への対応（セーフティネット機能の強化）と給付の重点化
・ ⻑期⾼額医療の⾼額療養費の⾒直し
（⻑期⾼額医療への対応、所得区分の
⾒直しによる負担軽減等）による負担
軽減（〜1,300億円程度）

※ 見直しの内容は，機能強化と重点化の規模により変動

ｄその他
・ 総合合算制度（番号制度等の情報連携
基盤の導⼊が前提）
・ 低所得者対策・逆進性対策等の検討

○ 保険者機能の強化を通じた医療・介護保険制度のセーフティネット機能の
強化・給付の重点化、逆進性対策

・ 受診時定額負担等（⾼額療養費の⾒直し
による負担軽減の規模に応じて実施（病
院・診療所の役割分担を踏まえた外来受
診の適正化も検討）。例えば、初診・再
診時100円の場合、▲1,300億円）ただ
し、低所得者に配慮。

〜１兆円弱
程度 －

－

－

総合合算制度
〜０．４兆円程度

・ 介護納付⾦の総報酬割導⼊
（完全実施すれば▲1,600億円）

・ 軽度者に対する機能訓練等重度化予防に
効果のある給付への重点化

税制抜本改⾰ととも
に、2012年以降速
やかに法案提出

順次実施

総合合算制度：
2015年の番号制度
以降導⼊

・ 後発医薬品の更なる使⽤促進、医薬品
の患者負担の⾒直し（医薬品に対する
患者負担を、市販医薬品の価格⽔準も
考慮して⾒直す）
・ 国保組合の国庫補助の⾒直し

Ⅱ

医
療
・
介
護
等

②

充実計
（2015年）

重点化・効率化計
（2015年）

１兆円程度
（改⾰の内容により変動）

（＝完全実施の場合▲1,600億円）

3

〜０．５兆円程度
（改⾰の内容により変動）

医療・
介護②
⼩計
医療・
介護計

〜１．６兆円弱
程度

充実計
（2015年）

重点化・効率化計
（2015年）

〜２．４兆円程度
（改⾰の内容により変動）

〜１．２兆円程度
（改⾰の内容により変動）

〜２．３兆円
程度

〜０．３兆円程度
･･･被⽤者保険の

適⽤拡⼤、
総報酬割と
併せて検討

〜０．１兆円程度
･･･受診時定額

負担等と
併せて検討

ａ 被⽤者保険の適⽤拡⼤と 国保の財政基盤の安定化・強化・広域化
・ 短時間労働者に対する被⽤者保険の適⽤拡⼤

・ 市町村国保の財政運営の都道府県単位化
・財政基盤の強化
（低所得者保険料軽減の拡充等（〜2,200億円程度））

※ 財政影響は、適用拡大の範囲、国保対策の規模によって変動

ｂ 介護保険の費⽤負担の能⼒に応じた負担の要素強化と低所得者への配慮、
保険給付の重点化
・ １号保険料の低所得者保険料軽減強化
（〜1,300億円）

※ 財政影響は、機能強化と重点化の規模により変動

所要額（公費）
２０１５年

充実
（⾦額は公費（2015年））

重点化・効率化
（⾦額は公費（2015年））

所要額（公費）
２０２５年⼯程A B C D E

例えば雇用保険並びにまで拡大
すると、約400万人

・ ⾼齢者医療制度の⾒直し（⾼齢者医療制度改⾰会議のとりまとめ等
を踏まえ、⾼齢世代・若年世代にとって公平で納得のいく負担の仕
組み、⽀援⾦の総報酬割導⼊、⾃⼰負担割合の⾒直しなど）



〜０．６兆円
程度

〜０．７兆円
程度

【現⾏制度の改善】
○ 最低保障機能の強化
・ 低所得者への加算
・ 障害基礎年⾦への加算
・ 受給資格期間の短縮

※ 低所得者・障害基礎年金への加算について
は、加算対象者・加算水準・資産調査の有無
等によって財政規模が変動

※ 上記金額は、年収65万円未満(単身の場合)
の者等に対して、月額1.6万円（7万円と老齢
基礎年金の平均額5.4万円の差）を加算する
等の前提

○ ⾼所得者の年⾦給付の⾒直し
低所得者への加算と併せて検討
なお、公的年⾦等控除を縮減すること
によって対応することについても併せ
て検討

※ 高所得者の年金給付の見直しについては、

減額対象者によって財政規模が変動

※ 仮に、年収1,000万円以上から減額開始
（1,500万円以上は公費負担分を全額減額）
とすると▲450億円程度公費縮小

0.6兆円
程度

国⺠的な合意に向け
た議論や環境整備を
進め、実現に取り組
む

税制抜本改⾰ととも
に、2012年以降
速やかに法案提出

順次実施

4

Ⅲ

年
⾦

（注２）

所要額（公費）
２０１５年

充実
（⾦額は公費（2015年））

重点化・効率化
（⾦額は公費（2015年））

所要額（公費）
２０２５年⼯程A B C D E

【新しい年⾦制度の創設】
「所得⽐例年⾦」と「最低保障年⾦」の
組み合わせからなる⼀つの公的年⾦制度
にすべての⼈が加⼊する

○ 所得⽐例年⾦（社会保険⽅式）
・ 職種を問わず全ての⼈が同じ制度に加⼊
し、所得が同じなら同じ保険料、同じ給付
・ 保険料は15％程度(⽼齢年⾦に係る部分)
・ 納付した保険料を記録上積み上げ、仮想の
利回りを付し、その合計額を年⾦⽀給開始
時の平均余命などで割って、毎年の年⾦額
を算出

○ 最低保障年⾦（税財源）
・ 最低保障年⾦の満額は7万円（現在価額）
・ ⽣涯平均年収ベース（＝保険料納付額）で
⼀定の収⼊レベルまで全額を給付し、それ
を超えた点より徐々に減額を⾏い、ある
収⼊レベルで給付額をゼロとする
・ 全ての受給者が、所得⽐例年⾦と最低保障
年⾦の合算で、概ね７万円以上の年⾦を
受給できる制度とする



● 短時間労働者に対する厚⽣年⾦の
適⽤拡⼤

● 第３号被保険者制度の⾒直し
・ 新しい年⾦制度の⽅向性（⼆分⼆乗）
を踏まえつつ、不公平感を解消する
ための⽅策について検討

● 在職⽼齢年⾦の⾒直し
・６０歳代前半の者に係る調整限度額を、
６０歳代後半の者と同じとすることを
検討

● 産休期間中の保険料負担免除

● 被⽤者年⾦の⼀元化

【業務運営の効率化】
業務運営及びシステムの改善

○ マクロ経済スライド
・世代間の公平等の観点から⾒直しを検討
・仮に、特例⽔準を3年間で解消すると、年
⾦額が▲2.5％削減され、毎年0.1兆円程度
公費縮⼩
・その後、単に毎年▲0.9％のマクロ経済ス
ライドをすると、毎年0.1兆円程度の公費
縮⼩
※ 物価・賃金が上昇した年のマクロ経済スラ
イドの発動による給付抑制は、現行制度で
織り込み済み

○ ⽀給開始年齢引上げ
・ 先進諸国（欧⽶）の平均寿命・受給開始
年齢を ⼗分参考にし、⾼齢者雇⽤の確保
を図りつつ、 68〜70歳へのさらなる引上
げを視野に検討

・ 厚⽣年⾦の⽀給開始年齢引上げスケジュー
ルの前倒しを検討

・ 基礎年⾦の⽀給開始年齢を引き上げる場合、
１歳引き上げる毎に、引上げ年において
0.5兆円程度公費縮⼩

● 標準報酬上限の引上げ
・ 健康保険制度を参考に⾒直しを検討

例えば雇用保険並びにまで拡大
すると、約400万人

（●は公費への影響なし）

充実計
（2015年）

重点化・効率化計
（2015年）

Ⅲ

年
⾦

（注２）

０．６兆円程度
（改⾰の内容により変動）

年⾦
計

〜０．６兆円
程度

〜０．７兆円
程度

影響額は改⾰の
内容により変動

所要額（公費）
２０１５年

充実
（⾦額は公費（2015年））

重点化・効率化
（⾦額は公費（2015年））

所要額（公費）
２０２５年⼯程A B C D E

5

2015年度の上記の所要額（公費）合計 ＝ 約２．７兆円程度
（充実3.8兆円程度、重点化・効率化〜▲1.2兆円程度を⼀つの⽬途）

2012年以降速やかに
法案提出

順次実施

※ 今後、｢現行制度の
改善」全体について、
検討の場とスケジュール
を明確化した上で、
法案提出に向けて検討



○サービス基盤の整備
・あるべき医療・介護サービス提供体制の実現、こども園・保育サービス・放課後
児童クラブ等のサービス⽬標達成に必要な基盤整備

○医療イノベーションの推進 ☆
・国際⽔準の臨床研究中核病院等の創設
・⽇本発のシーズを実⽤化につなげるための実務的な相談⽀援
・独）医薬品医療機器総合機構（ＰＭＤＡ）の体制強化
・保険償還価格の設定における医療経済的な観点を踏まえたイノベーションの評価等
のさらなる検討

○第２のセーフティネットの構築
・求職者⽀援制度の創設
・求職者⽀援制度をはじめとした第２のセーフティネット施策の切れ⽬ない連携
・⽣活保護受給者等に対する就労⽀援
・複合的困難を抱える者への伴⾛型⽀援（パーソナルサポート、ワンストップサービス等に
よる社会的包摂の推進）

・住宅⽀援の仕組みの検討
○⽣活保護の⾒直し
・稼得能⼒を有する⽣活保護受給者向け⾃⽴・就労⽀援メニューの充実と⽀援強化
・⼦どもの貧困連鎖の防⽌
・医療扶助等の適正化、不正受給防⽌対策の徹底
・客観的データに基づく⽣活保護基準の検討
○障害者施策
・障がい者制度改⾰推進本部において、制度の⾕間のない⽀援の提供、
障害者の地域移⾏や地域⽣活の⽀援について検討

○難病対策
・⻑期⾼額医療の⾼額療養費の⾒直し（再掲）など難病医療費の⽀援のあり⽅の検討
○震災復興
・新たな安⼼地域モデルの提⽰
○次世代を担う⼦ども・若者の育成
・雇⽤流動化に対応して、⼿に職をつけ就業につなげるための教育環境整備
・教育の質と機会均等の確保（特に⽣計困難でありながら好成績を修めた学⽣等への⽀援の強化）

○計画的・集中的基盤整備

○臨床研究中核病院等：2011年度から３年間で１５か所程度創設
○臨床研究中核病院等に対し、継続的に研究費を重点配分
○ＰＭＤＡの審査体制等の強化：2013年度末までに常勤数を
751名に増員（2011年4⽉1⽇現在648名）。引き続き、
合理化・効率化を図りつつ、さらなる強化策を検討

○先進医療制度の申請・審査⼿続きの効率化：2011年度からの
実施に向け検討

○求職者⽀援制度：2011年度創設
○引き続き総合的に推進
○事業の継続実施
○ワンストップ・伴⾛型の市町村主導の専任機関の設置
(順次設置)

○関連制度の改⾰と併せ検討
○⽣活保護基準：基準部会（2011年４⽉開始）において、

2012年末までに検証を実施
○⽣保基準以外：国と地⽅の協議の開催（2011年5⽉開始）

→必要に応じて法案提出

○障がい者制度改⾰推進本部の検討を踏まえ、障害者総合福祉法
（仮称）の2012年法案提出

○引き続き制度横断的に検討

○震災復興の検討の中で対応

○引き続き総合的に検討

⼯程

6

Ⅳ

就
労
促
進

○全員参加型社会の実現 ☆
・ジョブ・カードの活⽤等による若者の安定的雇⽤の確保
・⼥性の就業率のM字カーブの解消
・超⾼齢社会に適合した雇⽤法制の検討など年齢にかかわりなく働き
続けることができる社会づくり

・福祉から就労への移⾏等による障害者の雇⽤促進
・地域の実情に応じた関係機関の連携と就労促進施策の総合的実施

○ディーセント・ワーク（働きがいのある⼈間らしい仕事）の実現
・⾮正規労働者の公正な待遇確保に横断的に取り組むための総合的ビジョンの策定
・有期契約労働者の雇⽤の安定や処遇の改善に向けた法制度の整備の検討
・⻑時間労働抑制やメンタルヘルス対策による労働者の健康・安全の確保
○雇⽤保険・求職者⽀援制度の財源の検討

・就業率
2009年 75％ → 2020年 80％
（若者： 74％ → 77％ ）
（女性（25～44歳）：

66％ → 73％ ）
（高齢者：57％ → 63％ ）

・ジョブ・カード取得者 300万人 (2020年)
・障害者の実雇用率 1.8％ (2020年)

○就労促進策の継続的推進

○総合的ビジョン：2011年に策定
○法制度整備：2011年度 労働政策審議会で結論、所要の⾒直し措置
○労働安全衛⽣法改正法案について、早期国会提出に向け検討

○雇⽤保険法、求職者⽀援法の規定（注３）を踏まえ検討

充実、重点化・効率化

Ⅰ
〜
Ⅳ
以
外
の
充
実
、
重
点
化
・
効
率
化
項
⽬

プログラム参加者数及び就労・増収者の増加

(注１)費⽤試算は、厚⽣労働省の「社会保障制度改⾰の⽅向性と具体策」(平成23年５⽉12⽇)及びその関連の医療・介護に係る推計等の他、社会保障改⾰に関する集中検討会議での提案も盛り込んで機械的に試算したもの。
(注２)基礎年⾦国庫負担２分の１財源については、税制抜本改⾰により措置する。税制抜本改⾰実施までの各年度分の繰⼊れも適切に⾏われるよう、必要な措置を講じる。
(注３)雇⽤保険法：雇⽤保険の国庫負担については、引き続き検討を⾏い、できるだけ速やかに、安定した財源を確保した上で、国庫負担に関する暫定措置を廃⽌する。

求職者⽀援法：法施⾏後３年を⽬途とした特定求職者の就職に関する⽀援施策の在り⽅についての検討を⾏うに当たっては、その⽀援施策に関する費⽤負担の在り⽅について速やかに検討する。



総合合算制度
〜０．４兆円程度

１．就労・⽣活⽀援が⼀体となったワンストップサービス
２．社会保険の適⽤拡⼤
a 短時間労働者に対する厚⽣年⾦の適⽤拡⼤
b 被⽤者保険の適⽤拡⼤と 国保の財政基盤の安定化・強化・広域化
・ 短時間労働者に対する被⽤者保険の適⽤拡⼤（完全実施の場合△1,600億円）

３．社会保険制度における低所得者対策の強化
a 市町村国保の財政運営の都道府県単位化・財政基盤の強化
（低所得者保険料軽減の拡充等（〜2,200億円程度））

※ 財政影響は、適用拡大の範囲、国保対策の規模によって変動

b 介護保険の費⽤負担の能⼒に応じた負担の要素強化と低所得者への配慮、保険給付の重点化
・ １号保険料の低所得者保険料軽減強化（〜1,300億円）
※ 財政影響は、機能強化と重点化の規模により変動

c ⾼度・⻑期医療への対応（セーフティネット機能の強化）と給付の重点化
・ ⻑期⾼額医療の⾼額療養費の⾒直し（⻑期⾼額医療への対応、所得区分の⾒直しによる負担軽減等）による
負担軽減（〜1,300億円程度）

※ 見直しの内容は，機能強化と重点化の規模により変動

d 総合合算制度（番号制度等の情報連携基盤の導⼊が前提）
e 年⾦制度の最低保障機能の強化
・ 低所得者への加算
・ 障害基礎年⾦への加算
・ 受給資格期間の短縮
※ 低所得者・障害基礎年金への加算については、加算対象者・加算水準・資産調査の有無等によって財政規

模が変動
※ 上記金額は、年収65万円未満(単身の場合)の者等に対して、月額1.6万円（7万円と老齢基礎年金の平均額
5.4万円の差）を加算する等の前提

４．第２のセーフティネットの構築
a 求職者⽀援制度の創設（費⽤負担の在り⽅の検討を含む）
b 複合的困難を抱える者への伴⾛型⽀援
c ⽣活保護受給者等に対する就労⽀援
d 住宅⽀援の仕組みの検討

５．最後のセーフティネットである⽣活保護の⾒直し（充実、重点化・効率化）
・ 稼得能⼒を有する⽣活保護受給者向け⾃⽴・就労⽀援メニューの充実と⽀援強化
・ ⼦どもの貧困連鎖の防⽌
・ 医療扶助等の適正化、不正受給防⽌対策の徹底
・ 客観的データに基づく⽣活保護基準の検討

所要額（公費）
２０１５年

充実
（⾦額は公費（2015年））A D

︵
再
掲
︶
貧
困
・
格
差
対
策

〜
重
層
的
な
セ
ー
フ
テ
ィ
ネ
ッ
ト
の
構
築
〜

（0.6兆円程度）

〜０．３兆円程度
･･･被⽤者保険の適⽤拡⼤、総報酬割

と併せて検討

〜０．１兆円程度
･･･受診時定額負担等と併せて検討

〜１．４兆円程度 7

〜０．６兆円程度
･･･⾼所得者の年⾦給付の⾒直し

と併せて検討



（※） 成案においては、「2010年代半ばまでに段階的に消費税率（国・地方）を10％まで引き上げ、当面の社会保障改革にかかる安定財源を確保する」とされている。

（注１） 消費税収は、現在は、国分は予算総則により高齢者3経費に充てられ、地方分は一般財源である。

（注２） 消費税収（国分）を充当する社会保障給付の具体的分野（2015年度時点）は、高齢者3経費を基本としつつ、今後検討。

（注３） 社会保障4経費とは、社会保障給付公費負担のうち「制度として確立された年金、医療及び介護の社会保障給付並びに少子化に対処するための施策に要する費
用」（平成21年度税制改正法附則104条）をいう。所要額は厚生労働省による推計（2011年5月時点）。また、基本的に地方単独事業を含んでおらず、今後、その全
体状況の把握を進め、地方単独事業を含めた社会保障給付の全体像及び費用推計を総合的に整理する。

（注４） 2015年度の消費税収は、内閣府「経済財政の中長期試算」（平成23年１月）に基づく推計（年央に改訂）。

うち
高齢者３経費

22.1兆円

32.0兆円

消費税収
（国・地方）
12.8兆円

37.0兆円

（２０１１年度）

消費税収
（国・地方）
13.5兆円

9.3兆円
（４％相当）

12.8兆円
（５％弱相当）

うち
高齢者３経費

26.3兆円

社会保障4経費
（国・地方）

（２０１５年度）（※）

現状ベース 改革後ベース

消費税収
（国・地方）

うち
高齢者３経費 ５％

制度改革に伴う増及び
消費税引上げに伴う社
会保障支出の増社会保障4経費

（国・地方）

社会保障4経費
（国・地方）

現行５%

1

社会保障の安定財源確保の基本的枠組み 別紙３



社会保障改革の安定財源の確保

機能強化 ３％相当

・制度改革に伴う増
・高齢化等に伴う増
・年金2分の1（安定財源）

機能維持 １％相当

消費税引上げに伴う
社会保障支出等の増 １％相当

5％相当の
安定財源の

確保
※ 税制抜本改革実施までの２分の１財源

消費税収
（国・地方）

うち
高齢者３経費

社会保障4経費
（国・地方）

（2015年度）（※）

改革後ベース

５％

５％

（注２） 高齢化等に伴う増は、いわゆる自然増のうち経済成長による伸びを超える増加のことである。

（注１） 消費税引上げに伴う社会保障支出等の増には、消費税を引き上げた場合に増加する国・地方の物資調達にかかる支出も含まれる。所要額は、財務省推計（ 2011年5月時点）であり、今
後各年度の予算編成過程において精査が必要。

（注３） 機能強化の額は、厚労省による推計（2011年5月時点）。機能強化の具体的な内容は、別紙２のとおり。

制度改革に伴う
増及び消費税引
上げに伴う社会
保障支出の増

2

（国・地方）

（注４） 社会保障4経費とは、社会保障給付公費負担のうち「制度として確立された年金、医療及び介護の社会保障給付並びに少子化に対処するための施策に要する費用」（平成21年度税制
改正法附則104条）をいう。所要額は厚生労働省による推計（2011年5月時点）。また、基本的に地方単独事業を含んでおらず、今後、その全体状況の把握を進め、地方単独事業を含めた
社会保障給付の全体像及び費用推計を総合的に整理する。

（※） 成案においては、「2010年代半ばまでに段階的に消費税率（国・地方）を10％まで引き上げ、当面の社会保障改革にかかる安定財源を確保する」とされている。



機能強化 3％相当

・制度改革に伴う増
・高齢化等に伴う増
・年金2分の1（安定財源）

うち高齢者３経費

基礎的財政収支
（ＰＢ）対象経費
（国・地方）

税収・税外収入
（国・地方）

社会保障給付
公費負担
（国・地方）

消費税収

年金２分の１（臨時財源）

消費税収

機能維持 1 ％相当

制度改革に伴う増 １％相当ＰＢ赤字
（国・地方）

うち高齢者３経費

消費税引上げに伴う
社会保障支出等の増

基礎的財政収支
（ＰＢ）対象経費

(国・地方)

税収・税外収入
（国・地方）

ＰＢ赤字（国・地方）（対GDP比）改善
＝財政健全化目標との整合性社会保障給付

公費負担
（国・地方）

（2015年度） （2015年度）（※）

社会保障改革の安定財源確保と財政健全化の同時達成

その他歳出に係る
ＰＢ赤字

消費税引上げに伴う
社会保障支出等の増

1 ％相当

内
閣
府
試
算
（23
年
1
月
）
か

ら
の
Ｐ
Ｂ
改
善
（国
・地
方
）

改
革
に
伴
う
新
規
歳
出
増
に

見
合
っ
た
安
定
財
源
の
確
保

２％

３％

１％相当

現状ベース 改革後ベース

※ 税制抜本改革実施までの２分の１財源

2011年度から
の自然増

高齢化等に伴う増 １％相当

その他歳出に係る
ＰＢ赤字

（注１） 「財政運営戦略」（平成22年6月22日閣議決定）における財政健全化目標において、国・地方及び国の基礎的財政収支赤字の対GDP比を、2015年度までに2010年度の水準から半減し、
2020年度までに黒字化することとされている。内閣府試算（平成23年1月）の2015年度の試算結果からは、消費税率換算で約3％のPB（国・地方）の改善が必要。

（注２） 改革後ベースにおける「高齢化等に伴う増」は、いわゆる自然増のうち経済成長による伸び（「機能維持」に含まれる）を超える増加のことである。 3
（注３） 社会保障給付には、基本的に地方単独事業を含んでおらず、今後、その全体状況の把握を進め、地方単独事業を含めた社会保障給付の全体像及び費用推計を総合的に整理する。

高齢化等に伴う増 １％相当

制度改革に伴う増 １％相当

年金2分の1 １％相当

（※） 成案においては、「2010年代半ばまでに段階的に消費税率（国・地方）を10％まで引き上げ、当面の社会保障改革にかかる安定財源を確保する」とされている。



消費税収（国･地方）の社会保障財源化・区分経理のイメージ （参考）

歳 出 歳 入

＜ 現状のイメージ ＞

歳 出 歳 入

＜ 将来のイメージ＞

社会保障給付
公費負担
（国・地方）

基
礎
的
財
政
収
支
対
象
経
費
（
国
・
地
方
）

社会保障給付
公費負担
（国・地方）

PB赤字
（国・地方）

その他の歳出

消費税収
（国・地方）

その他の
税収等

その他の歳出

税収等

その他の税収の確保
や歳出削減によりPB
赤字（国・地方）解消

消費税収
（国）

将来的には、社会保障
給付にかかる公費全体
について、消費税収
（国・地方）を主たる財
源として安定財源を確
保することによって、社
会保障制度の一層の安
定・強化につなげていく。
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平成２２年度雇用均等室における法施行状況 

 

１．相談 
○ 男女雇用機会均等法 

・労働者からの相談が全体の５割超を占め、相談内容は、セクシュアルハラスメン

トに関するものが最も多く（７，９１２件）、次いで、妊娠・出産等を理由とした

不利益取扱いに関するもの（１，９２５件）、母性健康管理に関するもの（１，０

９２件）の順になっている。 

○ 育児・介護休業法 

・平成２２年６月３０日から施行された改正育児・介護休業法の内容等に関する相

談が多く寄せられた（育児休業に関する相談２８，７９６件、所定労働時間の短

縮措置等に関する相談（第２３条関係）１９，６２１件、子の看護休暇に関する

相談１０，６０２件）。 

・育児休業の取得等を理由とした不利益取扱いに関する労働者（男女）からの相談

は１，５４３件と前年（１，６５７件）に比べ若干減少した。 

○ パートタイム労働法 

・通常の労働者への転換に関するものが最も多く（９３７件）、次いで労働条件の文

書交付に関するもの（８０９件）、差別的取扱いの禁止に関するもの（４０６件）、

賃金の均衡待遇に関するもの（４０４件）の順になっている 

・個別相談会の開催等により短時間労働者からの相談は２，２５５件と前年（１，

２７０件）に比べ増加した。 

  件 

注：（ ）内の数字は平成２１年度

  合計 
労働者 

（パートタイム労働法は 

短時間労働者） 
事業主 その他 

男女雇用機会均等法 
23,496 12,563 6,125 4,808 

(23,301) (13,016) (5,611) (4,674) 

育児・介護休業法 
143,068 10,193 112,558 20,317 

(73,509) (9,311) (49,667) (14,531) 

パートタイム労働法 
6,307 2,255 2,767 1,285 

(5,222) (1,270) (2,978) (974) 

合計 
172,871 25,011 121,450 26,410 

(102,032) (23,597) (58,256) (20,179) 

Ｎｏ．４ 



2 
 

２．是正指導 
○ 男女雇用機会均等法 

・セクシュアルハラスメントに関するものが最も多く（７，２０７件）、次いで、母性

健康管理に関するものが多い（３，６５２件）。 

○ 育児・介護休業法 

・育児休業に関するものが最も多く（３，７１４件）、次いで子の看護休暇に関するも

のが多い（３，５８５件）。 

○ パートタイム労働法 

・通常の労働者への転換に関するものが最も多く（７，１９３件）、次いで労働条件の

文書交付等に関するものが多い（６，１３３件）。 
    件 

男女雇用機会均等法 
11,300 

(13,300) 

育児・介護休業法 
26,816 

(31,423) 

パートタイム労働法 
26,091 

(25,928) 

合計 
64,207 

(70,651) 
注：（ ）内の数字は平成２１年度 
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３．紛争解決の援助 

①都道府県労働局長による援助（申立受理件数） 

○ 男女雇用機会均等法 

・セクシュアルハラスメントに関するものが最も多く（３０２件）、次いで、婚姻、妊

娠・出産等を理由とした不利益取扱いに関するものが多い（２３８件）。 

○ 育児・介護休業法 

・育児休業に係る不利益取扱いに関するものが最も多く（１５６件）、５割を超えてい

る。平成２２年度は２７５件と平成２１年度の２倍以上の件数となった。 

○ パートタイム労働法 

・労働条件の文書交付に関するものが１件、差別的取扱いの禁止に関するものが２件、

通常の労働者への転換に関するものが 1 件、待遇に係る説明に関するものが２件。 

     件 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 

 

 

注：（ ）内の数字は平成２１年度 

 

 

 

 

②調停（申請受理件数） 

○ 男女雇用機会均等法 

・セクシュアルハラスメントに関するものが最も多く（５１件）、次いで、婚姻、妊娠・

出産等を理由とした不利益取扱いに関するものが多い（２０件）。 

○ 育児・介護休業法 

・法改正により、平成２２年４月１日から制度が開始された。 

・育児休業に係る不利益取扱いに関するものが１７件。 

 件 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注：（ ）内の数字は平成２１年度 

 

 

男女雇用機会均等法 
579 

(599) 

育児・介護休業法 
275 

(107) 

パートタイム労働法 
6 

(3) 

合計 
860 

(709) 

男女雇用機会均等法 
75 

(71) 

育児・介護休業法 
21 

( - ) 

パートタイム労働法 
0 

( 0 ) 

合計 
96 

(71) 
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４．次世代法に基づく届出・認定状況 
３０１人以上企業での届出率は９割を超えるが、平成２３年４月１日から策定・届出等が

義務化された１０１人以上３００人以下企業では６割となっている。 

 

① 一般事業主行動計画届出状況              

 届出数 

（H23.３月末） 

届出率 

（H23.３月末） 

参考・届出数 

(H23.８月末) 

参考・届出率 

（H23.８月末） 

 301 人以上企業 
13,673 95.4% 14,109 96.2％ 

(13,156) (94.7%) - - 

101 人以上 300 人
以下企業 

20,677 60.7% 28,134 87.7％ 

(3,265) (8.9%) - - 

100 人以下企業 
24,394 -  23,948 - 

(20,013) -  - - 

合計 
58,744 -  66,191 - 

(36,434) -  - - 

注：（ ）内の数字は平成２２年３月末                       

 

② 認定状況 

 企業数 

（H23.３月末） 

参考・企業数 

（H23.８月末） 

301 人以上企業 
853 945 

(729) - 

101 人以上 300 人
以下企業 

107 127 

(82) - 

100 人以下企業 
55 67 

(34) - 

合計 
1,015 1,139 

(845)  

注１： （ ）内の数字は平成２２年３月末 

 

※ 参考 

認定を受けた事業主に係る法人税等の優遇措置(「くるみん税制」)の創設について 

次世代育成支援対策推進法に基づく認定を受け、「くるみん」を取得した企業は、認定を受ける

対象となった一般事業主行動計画の計画期間開始の日から認定を受けた日を含む事業年度終了

の日までの期間内に取得・新築・増改築をした建物等について、認定を受けた日を含む事業年度

において、普通償却限度額の３２％の割増償却ができます。 
 

 

 

 



 

 

雇用均等特別相談窓口の設置について 

 

 

【趣旨・目的】 

今般の東日本大震災については、甚大な被害をもたらすとともに、産

業活動への影響も深刻かつ広範なものとなっている。 

こうした中、労働者からの解雇等に係る都道府県労働局窓口への相談

も増加しており、産前産後休業及び育児休業等を理由とする解雇その他

不利益取扱いや、性別を理由とする解雇その他差別的取扱いに係る相談、

母性健康管理に係る相談等の増加が懸念されるため、被災地域等の都道

府県労働局雇用均等室において、雇用均等特別相談窓口を開設するよう

都道府県労働局長に指示した（４月６日）。 

 

 

 

【  設置する都道県労働局雇用均等室  】  

青森、岩手、宮城、福島及び、茨城労働局雇用均等室等 

 

 

 

【 相談事例 】 

 

・震災により一時閉店し、営業再開後、他の労働者は復職したものの、

妊娠を理由に自分だけ自宅待機を命じられたが、復職したい。 

 

・事業所が被災し、経営難であることを理由に自分だけが解雇された。

現在、産前産後休業中であり、出産後は育児休業を取得する予定であ

った。予定どおり休業し、復帰して働き続けたい。 

 

Ｎｏ．５ 
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